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105BESTIO 会員規約

＜第１章 一般条項＞
第 1 条（会員） 
1．会員には ､本人会員と家族会員とがあります。 
2．本人会員とは ､株式会社百五銀行（以下 ｢当行 ｣と称します。）

および三菱ＵＦＪニコス株式会社（以下 ｢ 三菱ＵＦＪニコス ｣
と称します。）が運営するクレジットカード取引システムに入
会を申込み、当行および三菱ＵＦＪニコス（以下 ｢ 両社 ｣ と
称します。）が入会を認めた方をいいます。 

3．家族会員とは ､ 本人会員が利用代金の支払いその他両社との
契約に関する一切の責任を引受けることを承認した家族で本
人会員が申込み、両社が入会を認めた方をいいます。

4．本人会員と両社との契約は、両社が、本人会員となろうとす
る者による申込を承諾し、両社所定の手続を完了したときに
成立するものとします。

第 1 条の 2（表明・確約等）
1．会員は、会員が現在、暴力団、暴力団員、暴力団でなくなっ

た時から 5 年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係
企業・団体、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴
力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団
員等」と称します。）またはテロリスト等（疑いがある場合を
含みます。）に該当しないこと、および次の各号のいずれにも
該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しない
ことを確約します。
①自己もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者

に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等
またはテロリスト等を利用していると認められる関係を有
すること

②暴力団員等またはテロリスト等に対して資金等を提供し、
または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる
関係を有すること

2．会員は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一つにでも
該当する行為を行わないことを確約します。
①暴力的な要求行為
②法的な責任を超えた不当な要求行為
③取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行

為
④風説を流布し、偽計を用いて銀行の信用を毀損し、または

銀行の業務を妨害する行為
⑤その他前各号に準ずる行為

3．両社は、会員が第 1 項もしくは前項の規定に違反している疑
いがあると認めた場合には、申込者によるクレジットカード
（以下「カード」と称します。）の入会申込みを謝絶、また
は本規約にもとづくカードの利用を一時的に停止することが
できるものとします。カードの利用を一時停止した場合には、
会員は、両社が利用再開を認めるまでの間、カード利用を行
うことができないものとします。

4．会員が、第 1 項もしくは第 2 項のいずれかに該当した場合、
第 1 項もしくは第 2 項の規定にもとづく確約に関して虚偽の
申告をしたことが判明した場合のいずれかであって、両社と
のカード会員契約を継続することが不適切であると両社が認
めるときには、両社は、直ちに本契約を解除できるものとし
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ます。この場合、会員は当然に期限の利益を失うとともに会
員資格を喪失し、当行に対する一切の未払債務を直ちに支払
うものとします。

第 2 条（カードの発行と管理 ､ 規約の承認）
1．両社は ､会員１名ごとにＤＣブランドのカードを発行し ､ 貸与

します。カードの所有権は当行にあり ､ 会員には善良なる管
理者の注意をもって ､ カードを利用 ､ 管理していただきます。
また、カードに組み込まれている半導体集積回路（以下「Ｉ
Ｃチップ」と称します。）の毀損、分解や格納された情報の漏洩、
複製、改ざん、解析等を行ってはならないものとします。

2．両社は、本カードの作成を第三者に委託することができるも
のとします。また、本カードの交付についても両社が指定す
る委託先からお届出の住所宛へ郵送することができるものと
します。

3．本カードが、万一ご不在などの理由により不送達となり、返
送された場合には当行所定の期間のみ保管します。この場合、
会員は当行のお取引店にご確認のうえ、その指示に従い交付
を受けるものとします。所定の期間を経過した場合、当行は
当該カードを破棄するものとします。なお、本カードの再発
行は、当行所定の手続きによるものとします。

4．会員は ､ 両社よりカードを貸与されたときは ､ 本規約承認の
上 ､ 直ちにその署名欄に会員自身の署名をしていただきます。
会員が本規約を承認しない場合には､利用開始前に直ちにカー
ドを切断した上で当行に返却するものとします。

5．カードは ､ カードの表面に会員名が印字された本人に限り利
用でき ､他の者に譲渡 ､貸与または担保に提供するなど ､カー
ドの占有を第三者に移転することは一切できません。 

6．会員は ､ 会員番号、カードの有効期限およびその他カードに
関する情報を本人によるクレジットカード取引システムの利
用以外に他の者に使用させることはできません。 

7．前各項のいずれかに違反してカードが利用された場合 ､ その
ために生ずる一切の支払いについては ､ すべて会員の責任と
なります。

第 3 条（暗証番号）
1．会員は ､ 所定の方法によりカードの暗証番号を申し出ていた

だきます。会員から申し出られた暗証番号につき当行が暗証
番号として不適切と判断した場合は、会員は、当行の指示に
従い、あらためて暗証番号を登録するものとします。

2．会員は ､ 暗証番号につき生年月日や電話番号等他人から推測
されやすい番号を避け ､ また他人に知られないよう善良なる
管理者の注意をもって管理するものとします。 

3．使用されたカードの暗証番号が当行に登録された暗証番号と
一致していることを確認し､当該利用者を本人として取り扱っ
た場合は ､ カード・暗証番号等に事故があっても ､ そのため
に生じた損害については ､当行はその責任を負いません。 

4．カード利用の際 ､ 登録された暗証番号が使用されたときは ､
そのために生じた損害については会員の責任となります。た
だし ､ カードの管理および登録された暗証番号の管理におい
て会員に責任がないと当行が認めた場合は ､ この限りではあ
りません。

5．会員は、当行所定の方法により申し出ることにより、暗証番
号を変更することができます。ただし、暗証番号を変更する
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場合は、カードの再発行手続きが必要となります。

第 4 条（カードの有効期限）
1．カードの有効期限は当行が指定するものとし ､ カード表面に

西暦で月 ､年の順に記載したその月の末日までとします。 
2．カードの有効期限が到来する場合 ､ 両社が引続き会員として

適当と認める方には ､ 新しいカードと会員規約を送付します。 
この場合、有効期限が到来したカードは破棄（磁気ストライ
プとＩＣチップ部分を切断）したうえ、新しいカードを使用
するものとします。

3．カードの有効期限内におけるカード利用による支払いについ
ては ､有効期限経過後といえども ､本規約を適用します。

第 5 条（年会費）
1．会員は当行に対し、所定の年会費を第７条第１項に定める方

法によりお支払いいただきます。なお、お支払い済の年会費は、
年度途中で退会または会員資格が取消しとなった場合等にお
いても、返却いたしません。

2．初年度年会費は、初回口座引き落とし日から翌年の応当日の
前日までの１年間に充当し、２年目以降の年会費は初年度に
準じて充当します。なお、カード交付日から初回口座引き落
とし日までの期間は、年会費の支払いの対象とはしないもの
とします。

3．口座引き落とし日に年会費をお支払いいただけない場合は、原
則としてクレジットカードの利用を停止させていただきます。

4．年会費が口座引き落とし日にお支払いいただけなかった場合
は、翌月以降も口座引き落としをさせていただくことがあり
ます。口座引き落とし日から３ヵ月以内に年会費をお支払い
いただいた場合は、クレジットカードの利用を口座引き落と
し日に遡って継続させる場合があります。

第 6 条（カードの利用可能枠）
1．ショッピング利用代金（日本国内、国外でのカード利用によ

る商品、権利の購入、役務の受領、通信販売、諸手数料など
の利用代金を含みます。）およびキャッシングリボ利用代金の
未決済残高の合計は、本人会員、家族会員の利用額を合計し
て当行が定めた金額以内とし、この金額を ｢ クレジットカー
ド利用可能枠 ｣ とします。また当行は、「クレジットカード利
用可能枠」の範囲内でショッピングに関する未決済額の上限
（以下「ショッピング利用可能枠」といいます。）とキャッシ
ングに関する未決済額の上限（以下「キャッシング利用可能
枠」といいます。）を定めます。なお、ショッピングに関しては、
「クレジットカード利用可能枠」からキャッシング利用代金
の未決済額を控除した金額までご利用が可能なものとします。

2．当行は、「ショッピング利用可能枠」の範囲内で２回払い、ボー
ナス一括払い、分割払い（含むボーナス併用分割払い）によ
る利用可能枠（以下「分割払い利用可能枠」といいます。）お
よびショッピングに関するリボルビング払い（含むボーナス
併用リボルビング払い）による利用可能枠（以下 ｢ ショッピ
ングのリボルビング利用可能枠 ｣ といいます。）を別途定める
ことがあります。

3．当行は、第１、２項に定めるショッピング利用可能枠、分割
払い利用可能枠、ショッピングのリボルビング利用可能枠と
は別に、割賦販売法に定める「包括支払可能見込額」を超え
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ない範囲で、同法に定める「包括信用購入あっせん」に該当
するカード取引（以下「割賦取引」といいます。）の利用可能
枠（以下「割賦取引利用可能枠」といいます。）を定める場合
があります。割賦取引利用可能枠は、当行が発行するすべて
のカードに共通で適用されるものとします。会員は、当行が
発行するすべてのカードによる２回払い、ボーナス払い、分
割払い（含むボーナス併用分割払い）、ショッピングに関する
リボルビング払い（含むボーナス併用リボルビング払い）、お
よびその他の割賦取引において、本人会員、家族会員のショッ
ピング利用額を合計した未決済残高の合計が、割賦取引利用
可能枠を超えてはならないものとします。

4．第１、２、３項の利用可能枠の与信期間は入会日から１年間
とします。ただし期間満了日の前日までに当事者の一方から
別段の意思表示がない場合にはこの期間はさらに同期間延長
するものとし、以後も同様とします。

5．第１、２、３項の利用可能枠ついては、当行はカードの利用
状況その他の事情を勘案してこれを事前に通知することなく
増額することができ、また必要と認めた場合はこれを事前に
通知することなく減額することができるものとします。ただ
し、増額について、会員から希望しないとの申し出があった
場合は、この限りではありません。

6．会員は、当行が承認した場合を除き、第１、２、３項の利用可
能枠を超えるカード利用はできないものとします。万一、当
行の承認を得ずにこの利用可能枠を超えてカードを利用した
場合、この利用可能枠を超えた金額は、当行からの請求により、
一括して直ちにお支払いいただきます。

7．会員が当行の発行するカードを複数所持している場合も、第１、
２項の利用可能枠はカードの枚数にかかわらず第１、２項に
定めた金額とします。

第 7 条（代金決済の方法等）
1．ショッピングおよびキャッシングサービスの利用代金 ､ 年会

費 ､ 諸手数料など会員が当行に対して負担する一切の支払債
務は ､ 原則として毎月 15 日に締切り翌月から毎月 10 日（当
日が当行休業日の場合は翌営業日）に口座引き落としの方法
により ､ 会員指定の当行支払預金口座からお支払いいただき
ます。ただし ､ 支払額の口座引き落としができない場合には、
約定支払日以降任意の日に ､ 支払額の全額または一部につき
口座引き落としできるものとします。

2．前項にかかわらず、代金決済の方法について別に定めがある
場合、または第 7 項にもとづき口座引き落としを停止した場
合その他当行が特に必要と認め会員に通知した場合、その方
法に従いお支払いいただきます。 

3．前 2 項の場合、当行は普通預金規定（総合口座取引規定を含
みます。）にかかわらず、通帳・払戻請求書・キャッシュカー
ドの提出なしに引き落とします。

4．会員の日本国外におけるカード利用による代金は ､ 日本円に
換算の上 ､ 国内におけるカード利用代金と同様の方法でお
支払いいただきます。日本円への換算には ､Visa Worldwide 
Pte.Limited（以下「Visa Worldwide」と称します。）で売上デー
タが処理された日の ､Visa Worldwide が適用した交換レート
に海外利用に伴う諸事務処理など所定の費用を加算したレー
トを適用するものとします。

5．当行は ､ 毎月の支払債務 ( 以下 ｢ 支払金 ｣ といいます。) をご
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利用代金明細書により通知します。この通知を受けた後 1 週
間以内に会員からの申し出がない限り ､ ご利用代金明細書の
内容について承認されたものとして第 1 項の口座引き落とし
などを行います。

6．支払期日に万一 ､ 第１項の口座引き落としができない場合
は、別途当行の定める方法によりお支払いいただきます。また、
会員は当行に協力して第 1 項の口座引き落としができるよう
に努めるものとします。

7．当行は、会員が支払金の支払いを遅滞した場合には、支払金
の口座振替を停止する場合があります。

第 8条（返済金の充当順序）
1．会員のお支払いいただいた金額が ､ 本規約およびその他の契

約に基づき当行に対して負担する一切の債務を完済させるに
足りないときは ､ 会員からの申し出がない限り ､ 特に通知な
くして ､ 当行が適当と認める順序 ､ 方法によりいずれかの債
務に充当しても異議ないものとします。ただし ､ リボルビン
グ払いの支払停止の抗弁に係る充当順序については ､ この限
りではないものとします。

2．当行は、会員が既に支払った支払金を会員へ返金する必要が
生じ、且つ当行が適当と認めた場合において、当該返金すべ
き金額を本規約に基づく会員の債務に、その債務の期限前で
あっても充当することができるものとします。ただし、会員
が振込による返金を選択する旨を申し出た場合は、当行は会
員の当行支払預金口座（または会員がお支払預金口座には別
に指定した当行の本人名義の口座）へ振込むことにより返金
するものとします。

第 9条（遅延損害金）
1．本人会員が、支払金の支払を遅滞した場合（ただし、期限の

利益を喪失したときを除きます。）には、本人会員は、当行に
対し、約定支払日の翌日から支払済みに至るまで、当該期間
中の 1 日につき、次に定める遅延損害金を支払うものとします。

金銭債務の種類
金銭債務の支
払方式の別

遅延損害金

(1)      

ショッピング利用
代金（付帯サービ
スの利用に基づく
代金または手数料
を含みます。以下
本 条 に お い て 同
じ。）およびショッ
ピング利用手数料

分割払い、
ボーナス併用
分割払い

支払を遅滞したショッピン
グ利用代金およびショッピ
ング利用手数料の合計額×
所定遅延損害金率÷ 365
（※）ただし、2023 年 3
月 31 日以前に支払を遅滞
した金銭債務の場合には、
「支払を遅滞したショッピ
ング利用代金×所定遅延損
害金率÷ 365」とします。

(2)
ショッピング利用
代金

2回払い、
ボーナス一括
払い

支払を遅滞したショッピン
グ利用代金×所定遅延損害
金率÷ 365

(3)
ショッピング利用
代金

1回払い、
リボルビング
払い

支払を遅滞したショッピン
グ利用代金×年 14.0% ÷
365

(4)      
キャッシングサー
ビス融資金

支払を遅滞した融資金×年
14.0％÷ 365
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(5)

第 1 号から第 4 号
までのいずれにも
該当しない金銭債
務（ただし、遅延
損 害 金、 第 3 号
の 場 合 に お け る
ショッピング利用
手数料、キャッシ
ングサービス利息
を 除 き ま す。） で
あって当行が別に
定めるもの

支払を遅滞した金額×年
14.0％÷ 365

2．本人会員が、期限の利益を喪失した場合には、本人会員は、
当行に対し、期限の利益喪失日の翌日から支払済みに至るま
で、当該期間中の 1 日につき、次に定める遅延損害金を支払
うものとします。

金銭債務の種類
金銭債務の支
払方式の別

遅延損害金

(1)      
ショッピング利用
代金およびショッ
ピング利用手数料

分割払い、
ボーナス併用
分割払い

期 限 の 利 益 を 喪 失 し た
ショッピング利用代金およ
びショッピング利用手数料
の合計額×所定遅延損害
金率÷ 365
（※）ただし、2023 年 3
月 31 日以前に期限の利益
を喪失した金銭債務の場合
には、「期限の利益を喪失
したショッピング利用代
金×所定遅延損害金率÷
365」とします。

(2)
ショッピング利用
代金

2回払い、
ボーナス一括
払い

期 限 の 利 益 を 喪 失 し た
ショッピング利用代金×所
定遅延損害金率÷ 365

(3)
ショッピング利用
代金

1回払い、
リボルビング
払い

期 限 の 利 益 を 喪 失 し た
ショッピング利用代金×年
14.0％÷ 365

(4)      
キャッシングサー
ビス融資金

期限の利益を喪失した融資
金×年 14.0% ÷ 365

(5)

第 1 号から第 4 号
までのいずれにも
該当しない金銭債
務（ただし、遅延
損 害 金、 第 3 号
の 場 合 に お け る
ショッピング利用
手数料、キャッシ
ングサービス利息
を 除 き ま す。） で
あって当行が別に
定めるもの

期限の利益を喪失した金額
×年 14.0% ÷ 365

3．第 1 項第 1、2 号および第 2 項第 1、2 号に定める所定遅延損
害金率とは、最初に遅滞した時点における法定利率 (％ ) ×
365 ÷ 366（小数点 3 位以下切捨て）を指すものとし、支払を
遅滞している期間中に法定利率が変動した場合であっても変
更されないものとします。

第 10条（会員の再審査）
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当行または三菱ＵＦＪニコスは ､ 会員の適格性について入会
後定期 ､ 不定期の再審査を行うことがあります。この場合 ､
会員は当行または三菱ＵＦＪニコスから請求があれば求めら
れた資料などの提出に応ずるものとします。

第 11 条（カードの利用・貸与の停止 ､ 法的措置 ､ 会員資格取消
し ､ カードの差替えなど）

1．会員が ､ 支払いを怠るなど本規約に違反した場合 ､ 違反する
おそれがある場合 ､ その他換金を目的としたショッピング取
引におけるカード利用等会員のカード利用状況について不適
当または不審と当行または三菱ＵＦＪニコスが認めた場合に
は ､ 当行または三菱ＵＦＪニコスは会員に通知することなく ､
会員が所持している当行または三菱ＵＦＪニコスが発行する
すべてのカードに対して次の措置をとることができます。こ
の場合および第 3 項に定める場合、会員はカードを利用する
ことができません。万一利用した場合は、直ちにお支払いい
ただきます。なお、このうち③については事後に会員に通知
します。
①カードの利用断り 
②カードの利用停止および自動回収
③カード貸与の停止によるカードの返却請求もしくは磁気ス
　トライプ部分 (ＩＣカードの場合はＩＣチップ部分も同様に )
　の切断および破棄処分依頼
④第２５条第１項で定める加盟店などに対する当該カードの
　無効通知または登録
⑤当行または三菱ＵＦＪニコスが必要と認めた法的措置 

2．前項各号の措置は ､ 加盟店を通じて行われる他 ､ 当行または
三菱ＵＦＪニコス所定の方法によるものとします。

3．当行または三菱ＵＦＪニコスは ､ 会員が第１３条第１､ ２項各
号のいずれかの事由に該当した場合 ､ 入会時に虚偽の申告が
あった場合、または当行から要請があったにもかかわらず年
収の届出（収入証明書の提出を含みます。）を怠った場合、暴
力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5 年を経過し
ない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業・団体、総会屋等、
社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等その他これらに
準ずるもの（以下これらを「暴力団員等」と称します。）、ま
たはテロリスト等（疑いがある場合も含みます。）、もしくは
これらの関係者等またはその他反社会的勢力であると判明し
た場合、自己もしくは第三者の不正の利益を図る目的または
第三者に損害を与える目的をもってするなど、不当に暴力団
員等またはテロリスト等を利用していると認められる関係を
有すること、暴力団員等またはテロリスト等に対して資金等
を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認
められる関係を有することが判明した場合、自らまたは第三
者を利用して、暴力的な要求行為をしたとき、法的な責任を
超えた不当な要求行為をしたとき、当行または三菱ＵＦＪニ
コスとの取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用い
たとき、もしくは、風説を流布し、偽計を用いまたは威力を
用いて、当行または三菱ＵＦＪニコスの信用を毀損し、または、
当行または三菱ＵＦＪニコスの業務を妨害したとき、その他
これらに類するやむをえない事由が生じたとき、「犯罪による
収益の移転防止に関する法律」にもとづき本件措置をとる必
要があると当行または三菱ＵＦＪニコスが判断した場合など、
当行または三菱ＵＦＪニコスが会員として不適格と認めた場
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合は ､ 会員資格を取消すことができ ､ 加盟店などに当該カード
の無効を通知または登録することがあります。

4．前項の場合 ､ 会員はカードを直接当行宛もしくは加盟店を通
じて直ちに当行に返却、またはカードの磁気ストライプ部分
を（ＩＣカードの場合はＩＣチップ部分も同様に）を切断の
うえ破棄し、本規約に定める支払期限にかかわらず ､ 直ちに
当行に対する未払債務をお支払いいただきます。

5．本人会員が前第３項に該当した場合は ､ 家族会員にも同様の
措置をとるものとします。 

6．悪用被害を回避するために ､ 当行または三菱ＵＦＪニコスが
必要と認めた場合 ､ 会員はカードの差替えに協力するものと
します。

7．会員は、当行または三菱ＵＦＪニコスが本件措置をとったこ
とにより、会員に損害が生じた場合にも、当行または三菱Ｕ
ＦＪニコスに賠償の請求をしないものとします。また当行ま
たは三菱ＵＦＪニコスに損害が生じたときは、会員がその責
任を負うものとします。

8．会員は ､ 会員資格を取消された後も ､ そのカードに関して生
じた一切のカード利用代金等について ､ 本規約に基づきその
支払いの責任を負うものとします。なお、支払いに関する規
定につき第 24 条により変更された場合には、変更後の規定が
適用されるものとします。

第 12条（費用の負担）
1．印紙税 ､ 公正証書作成費用など弁済契約締結に要する費用な

らびに支払督促申立費用 ､ 送達費用など法的措置に要する費
用および振込にて債務を支払う場合の金融機関等への振込手
数料などは ､ 退会後といえどもすべて会員の負担とします。 
ただし、法令において利息とみなされる費用については、こ
れを負担することにより法令に定める上限を超える場合は、
その超過分については会員の負担としません。

2．年会費等 ､ 会員が当行に支払う費用等に公租公課が課される
場合 ､ または公租公課 ( 消費税等を含みます。) が増額される
場合は ､ 会員は当該公租公課相当額または当該増加額を負担
するものとします。

第 13条（期限の利益喪失）
1．会員は ､ 次のいずれかの事由に該当した場合は、当行からの

通知、催告等がなくても本規約に基づく債務を含む当行との
取引の一切の債務について当然に期限の利益を失い ､ 直ちに
当行に対する未払債務をお支払いいただきます。（ただし ､ ①
の場合において ､ 当行が信用に関しないと認め通知したとき
は ､ 期限の利益は失われないものとします。）
①支払期日に利用代金の支払いを１回でも遅延した場合。た
　だし ､ 第２６条に定める２回払い、ボーナス一括払い、分
　割払い ､ ボーナス併用分割払いの分割支払金 ､ またはリボ
　ルビング払い、ボーナス併用リボルビング払いの弁済金に
　ついては支払いを遅延し ､ 当行から２０日以上の相当な期
　間を定めてその支払いを書面で催告されたにもかかわらず ､
　その期間内に支払わなかった場合 
②自ら振出しもしくは引受けた手形 ､ 小切手が不渡りになっ
　た場合 ､ または一般の支払いを停止した場合 
③会員について支払いを停止したとき、破産手続開始の申立
　もしくは再生手続開始の申立があったとき、あるいは申立
　予定であることを銀行が知ったとき、調停（特定調停を含
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　む）の申立を行ったとき、もしくは、これらに準じた法的
　な手続開始の申立があったとき、あるいは申立予定である
　ことを銀行が知ったとき
④債務整理のため弁護士等に依頼した旨の通知が当行に到達
　したとき
⑤預金その他当行に対する債権について仮差押、保全差押ま
　たは差押の命令、通知が発送されたとき
⑥当行が所有権を留保した商品の質入 ､ 譲渡 ､ 貸借その他当
　行の所有権を侵害する行為をした場合
⑦住所変更の届出を怠るなど会員の責めに帰すべき事由によっ
　て行方不明となり、当行から会員に宛てた通知が届出の住
　所に到達しなくなったとき
⑧保証会社から保証の中止または解約の申し出があったとき

2．会員は、次のいずれかの事由に該当した場合は、当行の請求
により本規約に基づく債務について期限の利益を失い、直ち
に当行に対する未払債務をお支払いいただきます。
①第２６条に定める２回払い、ボーナス一括払い、分割払い ､
　ボーナス併用分割払い ､ またはリボルビング払い、ボーナ
　ス併用リボルビング払いによる支払方法を利用した商品の
　購入 ( 業務提供誘引販売個人契約を除きます。) が会員にとっ
　て自らの営業のためもしくは営業として締結した売買契約、
　サービス提供契約となる場合で ､ 会員が利用代金の支払い
　を１回でも遅延したとき
②①のほか、割賦販売法第３５条の３の６０第１項各号に定
　める場合で、会員が利用代金の支払いを１回でも遅延した場合
③本規約の義務に違反し ､ その違反が本規約の重大な違反と
　なる場合
④当行に対する債務の一つでも期限に履行しなかったとき
⑤当行との取引約定の一つでも違反したとき
⑥会員資格を喪失したとき
⑦この取引に関し会員が当行に虚偽の資料提供または報告を
　したとき
⑧その他会員の信用状態が著しく悪化した場合
⑨会員が両社の発行するカードを複数所持している場合にお
　いて ､ その１枚のカードについて本項に記載した事項のい
　ずれかに該当する事由が生じた場合

第 14 条（カードの紛失 ､ 盗難事故の場合の責任と免責 ､ 再発行、
　　　　　偽造等）
1．会員はカードを紛失し ､ または盗難にあった場合 ､ すみやか

に下記の諸手続きをお取りいただきます。
①当行または三菱ＵＦＪニコスに直接電話などによる連絡
②当行または三菱ＵＦＪニコスへの所定の届出書の提出
③最寄りの警察署への届出 

2．カードを紛失し ､ または盗難にあった場合 ､ そのために生ず
る支払いについては会員の責任となります。ただし ､ 第１項
の諸手続きをお取りいただいた場合 ､ カードサービスの不正
使用による損害のうち ､ 当行または三菱ＵＦＪニコスが紛失 ､
盗難の通知を受理した日からさかのぼって６０日前以降に生
じたものについては ､ 次のいずれかに該当しない限り当行が
負担します。この場合 ､ 会員はすみやかに当行または三菱Ｕ
ＦＪニコスが必要と認める書類を当行または三菱ＵＦＪニコ
スに提出するとともに ､ 被害状況等の調査に協力するものと
します。
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①会員の故意または重過失に起因する場合
②会員の家族 ､ 同居人 ､ 留守番その他会員の委託を受けて身
　の回りの世話をする者など ､ 会員の関係者が自ら行いもし
　くは加担した不正使用に起因する場合
③戦争 ､ 地震などによる著しい秩序の混乱に乗じてなされた
　不正使用の場合
④本規約に違反している状況において紛失 ､ 盗難が生じた場合
⑤紛失 ､ 盗難が虚偽の場合
⑥紛失 ､ 盗難による第三者の不正使用が会員の生年月日 ､ 電
　話番号等個人情報の会員の責めに帰すべき事由による漏洩
　と因果関係にある場合
⑦会員が当行または三菱ＵＦＪニコスの請求する書類を提出
　しなかった場合 ､ または提出した書類に不実の表示をした
　場合 ､ あるいは被害調査の協力をしない場合
⑧カード裏面に会員自らの署名が無い場合
⑨カード利用の際使用された暗証番号と登録された暗証番号
　が一致している場合、ただし、登録された暗証番号の管理
　において会員に責任がないと当行が認めた場合は、この限
　りではありません。 

3．偽造カードの使用に係るカードの利用代金は、会員の負担と
はなりません。ただし、偽造カードの作出または使用について、
会員に故意または重大な過失がある場合、当該偽造カードの
使用に係るカードの利用代金は、会員の負担とします。

4．カードは ､ 両社が認める場合に限り再発行します。この場合 ､
当行所定の手数料をお支払いいただきます。

第 14 条の 2 （暗証番号変更等の場合のカードの取扱い）
会員は、カードに登録した暗証番号の変更等に伴い、当行か
ら変更後の暗証番号を登録したＩＣチップ付カードの再発行
を受けたときは、変更前カードを破棄（磁気ストライプとＩ
Ｃチップ部分を切断）したうえ、再発行カードを使用するも
のとします。なお、ＩＣチップ付カードの再発行については
第１４条第４項に従い所定の手数料をお支払いいただくこと
があります。

第 15 条（退会）
1．会員は ､ 両社宛所定の退会届を提出するなどの方法により退

会することができます。 
2．本人会員が退会した場合 ､ 家族会員も当然に退会になるもの

とします。 
3．第１項および第２項の場合 ､ 会員はカードを直ちに当行また

は三菱ＵＦＪニコスへ返却していただくか、カードの磁気ス
トライプ部分を（ＩＣカードの場合はＩＣチップ部分も同様
に）切断のうえ破棄していただきます。なお ､ この場合 ､ 第
１３条の ｢ 期限の利益喪失 ｣ 条項などに該当するときは本規
約に定める支払期限にかかわらず ､ 当行に対する一切の未払
債務をお支払いいただくことがあります。

4．会員は、退会した後も、そのカードに関して生じた一切のカー
ド利用代金等について、本規約に基づきその支払いの責任を
負うものとします。なお、支払いに関する規定につき第 24 条
により変更された場合には、変更後の規定が適用されるもの
とします。

第 16 条（届出事項の変更手続き）
1．会員が両社に届出た氏名 ､ 住所 ､ 電話番号（連絡先）、取引目的、

職業、勤務先 ､ 支払預金口座 ､ 暗証番号 ､ 家族会員などに変
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更があった場合は ､ 直ちに両社宛所定の届出用紙を提出する
などの方法により手続きをしていただきます。 また、会員は、
法令等の定めによるなど、当行が年収の申告（収入証明書の
提出を含みます。）を求めた場合、直ちに当行宛所定の届出用
紙を提出するなどの方法により手続きをしていただきます。

2．前項の変更手続きがないために ､ 当行または三菱ＵＦＪニコ
スが会員に対して届出の郵便物宛先に送付する郵便物が延着
しまたは到着しなかった場合には ､ 通常到着すべき時に到着
したものとみなします。ただし ､ 会員にやむを得ない事情が
ある場合は ､ この限りではないものとします。

3．会員と当行または三菱ＵＦＪニコスとの間で本規約以外の契
約がある場合において、会員が住所・氏名・電話番号（連絡先）・
勤務先・年収等の変更を、本規約を含むいずれかの契約につ
いて届出をした場合には、会員と当行または三菱ＵＦＪニコ
スとの間のすべての契約について、変更の届出をしたものと
みなすことがあります。

4．会員が第１項により当行に届出た情報のうち、氏名、住所、電
話番号（連絡先）、取引目的、職業、勤務先は、本規約第１７
条の５に基づき、株式会社百五カード（以下「百五カード」
といいます。）が利用します。

第 16 条の 2 （取引時確認）
1．当行が「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づく

取引時確認（本人特定事項（氏名・住所・生年月日）、取引目
的および職業等の確認）の手続きが、当行所定の期間内に完
了しない場合 ､ 入会をお断りすることや会員資格の取消、ま
たはカードの全部もしくは一部の利用を停止することがあり
ます。

2．会員は、会員が「犯罪による収益の移転防止に関する法律」
に規定する国家元首、重要な地位を占める者もしくはこれら
の者であった者またはその者の家族に該当する場合または該
当することとなった場合は、当行所定の方法により遅滞なく
当行に届出なければなりません。

第 16 条の 3 （カード利用代金債権の譲渡等の同意）
会員は ､ 当行が必要と認めた場合 ､ 当行が会員に対して有す
る債権を ､ 取引金融機関 ( その関連会社を含みます。)・特定
目的会社・債権回収会社等に譲渡すること ､ ならびに当行が
譲渡した債権を譲受人から再び譲り受けること、およびこれ
らに伴い、債権管理に必要な情報を取得・提供することにつ
き ､ あらかじめ同意するものとします。

第 16 条の 4 （付帯サービス等）
1．会員は、当行または当行が提携する第三者（以下「サービス

提供会社」と称します。）が提供するサービスおよび特典（以
下「付帯サービス」と称します。）を当行またはサービス提供
会社所定の方法により利用することができます。会員が利用
できる付帯サービスの内容、利用方法等については、当行が
書面その他の当行の所定の方法により通知または公表します。

2．会員は、付帯サービスの利用等に関する規定等がある場合は
それに従うものとし、サービスを利用できない場合があるこ
とをあらかじめ承認するものとします。

3．会員は、当行またはサービス提供会社が必要と認めた場合、
当行またはサービス提供会社が付帯サービスの全部または一
部について、会員への予告または通知なしに、変更、中止ま
たは利用停止の措置をとる場合があることをあらかじめ承認
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するものとします。
4．会員は、カードの有効期限の到来、退会、会員資格取消等に

より会員資格を喪失した場合等には、当然に付帯サービスを
利用することができなくなることをあらかじめ承認するもの
とします。

第 16 条の 5 （クレジットカード事務の委託）
1．当行は、本規約に基づくカードに関する事務（与信事務（与

信判断事務を除きます。）、代金決済事務、およびこれらに付
随する事務等）を三菱ＵＦＪニコスまたは百五カードに委託
します。会員は三菱ＵＦＪニコスおよび百五カードが当行よ
り受託して本規約に基づくクレジットに関する事務を行うこと
に同意するものとします。

2．クレジットカードに関する事務の委託に伴い、三菱ＵＦＪニ
コスまたは百五カードが当行にかわって会員に対しご連絡す
る場合があります。

第 16 条の 6 （クレジットカード債務の保証の取得）
1．会員は、利用代金、利息、手数料、損害金等のクレジットカー

ド取引から生じる一切の債務（ただし年会費は除きます。）に
ついて、百五カードの保証を得るものとします。

2．会員は、百五カードの保証がなされない場合、両社からカー
ドの発行を受けられない場合があることをあらかじめ承諾す
るものとします。

3．百五カードの保証を得るについて、会員は百五カードの定め
る保証委託約款をあらかじめ承諾するものとします。

4．会員は、当行に対する債務の履行を怠った場合、百五カード
が当行からの保証債務の履行の請求に応じ、会員に対する通
知・催告なくして代位弁済しても何ら異議を述べないものと
します。

＜第 2 章　個人情報の取扱い条項＞
第 17 条（個人情報の取得・保有・利用・委託）
1．会員および入会申込者 ( 以下併せて ｢ 会員等 ｣ と称します。)

は ､ 本規約に基づくカード取引契約 ( 契約の申込みを含みます。
以下同じ。) を含む当行との取引の与信判断および与信後の管
理のため ､ 以下の情報 ( 以下これらを総称して ｢ 個人情報 ｣ と
称します。) を両社が保護措置を講じた上で取得・保有・利用
することに同意するものとします。
①入会申込時や入会後に会員等が届け出た ､ または提出した
　書面等に記載された会員等の本人を特定するための情報（氏
　名 ､ 性別、生年月日 ､ 住所 ､ 電話番号 ､ 勤務先 ､ 家族構成 ､
　住居状況等、運転免許証等の記号番号等）、取引目的、職業、
　その他の情報（これらの情報に変更が生じた場合、変更後
　の情報を含みます。以下同じ。） 
②入会申込日 ､ 入会承認日 ､ 支払預金口座、ご利用可能枠等 ､
　本規約に基づくカード取引契約の内容に関する情報（本申
　込みの事実を含みます。）  
③本規約に基づくカード取引の利用状況・利用履歴、支払開

始後の利用残高、利用明細、月々の返済状況、加盟店でのカー
ド取扱状況、その他の取引に関する情報（取引の際に使用
した機器に関する情報、購入画面等に入力した情報、利用
加盟店におけるお客様の情報）、および電話等での問合せに
より知り得た情報

④本規約に基づくカード取引に関する会員等の支払能力を調査
するため、または支払途上における支払能力を調査するため、
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会員等が申告した会員等の資産、負債、収入、支出、預貯金
の内容、ならびに本規約に基づく契約以外の会員等との契約
における会員等のカードおよびローン等の利用・支払履歴

⑤会員等または公的機関等から ､ 適法かつ適正な方法により
　取得した ､ 住民票等公的機関等が発行する書類の記載事項 
⑥本人確認資料、収入証明書等、法令等に基づき取得が義務
　付けられ、または認められることにより会員等が提出した
　書類の記載事項
⑦官報、電話帳、住宅地図等において公開されている情報 

2．当行または三菱ＵＦＪニコスが本規約に基づくカード取引契
約に関する与信業務の一部または全部を、当行または三菱Ｕ
ＦＪニコスの提携先企業に委託する場合に、当行または三菱
ＵＦＪニコスが個人情報の保護措置を講じた上で、第１項に
より収集した個人情報を当該提携先企業に提供し当該提携先
企業が利用することがあります。

3．当行または三菱ＵＦＪニコスが当行または三菱ＵＦＪニコス
の事務（コンピュータ事務、代金決済事務およびこれらに付
随する事務等）を第三者に業務委託（契約に基づき当該委託
先が別企業に再委託する場合を含みます。）する場合に、当行
または三菱ＵＦＪニコスが個人情報の保護措置を講じた上で、
第１項により収集した個人情報を当該業務委託先に提供し当
該企業が利用することがあります。

第 17 条の 2 （カード機能の提供および営業目的による個人情報の
　 　　　　　利用）
1．会員等は ､ 当行または三菱ＵＦＪニコスがカ－ド発行、会員

管理およびカ－ド付帯サ－ビス（会員向け各種保障制度、各
種ポイントサ－ビス等）を含むすべてのカ－ド機能の提供の
ために第１７条第１項①②③の個人情報を利用することに同
意するものとします。

2．会員等は ､ 当行または三菱ＵＦＪニコスが下記の目的のため
に第１７条第１項①②③の個人情報を利用することに同意す
るものとします。
①当行または三菱ＵＦＪニコスのクレジット関連事業におけ
　る市場調査・商品開発
②当行、三菱ＵＦＪニコスまたは加盟店等のクレジット関連
　事業における宣伝物・印刷物の送付および電話等による営
　業案内
　なお、三菱ＵＦＪニコスのクレジット関連事業とは、クレ
　ジットカ－ド、融資、信用保証等となります。事業内容の
　詳細につきましては、次のホ－ムペ－ジにおいてご確認い
　ただけます。
　 (URL) https://www.cr.mufg.jp/

第 17 条の 3 （個人信用情報機関への登録・利用）
1．会員等は、当行または三菱ＵＦＪニコスがそれぞれ加盟する

個人信用情報機関 ( 個人の支払能力・返済能力に関する情報の
収集および加盟会員に対する当該情報の提供を業とする者で
あり、以下「加盟信用情報機関」と称します。) および当該機
関と提携する個人信用情報機関（以下、｢ 提携信用情報機関 ｣ と
称します。）に照会し ､ 会員等の個人情報（官報等において公
開されている情報、登録された情報に関し本人から苦情を受
け調査中である旨の情報、本人確認資料の紛失・盗難等に係
り本人から申告された情報、電話帳記載の情報など、加盟信
用情報機関および提携信用情報機関のそれぞれが独自に収集・
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登録する情報を含みます。）が登録されている場合には ､ 当行ま
たは三菱ＵＦＪニコスが、当該個人情報の提供を受け、会員
等の本契約を含む当行または三菱ＵＦＪニコスとの与信取引
に係る支払能力・返済能力の調査および与信判断ならびに与
信後の管理 ( 転居先の調査等を含みます。) のために、その個
人情報を利用することに同意するものとします。ただし、会
員等の支払能力・返済能力に関する情報については、割賦販
売法および貸金業法により会員等の支払能力・返済能力の調
査の目的に限り、利用します。 

2．会員等は、会員等の本規約に基づくカード取引に関する客観
的な取引事実に基づく個人情報が ､ 当行または三菱ＵＦＪニ
コスにより加盟信用情報機関に本規約末尾の表に定める期間、
提供・登録され ､ 加盟信用情報機関および提携信用情報機関
の加盟会員により ､ 会員等の支払能力・返済能力に関する調
査および与信判断ならびに与信後の管理（転居先の調査等を
含みます。）のために、利用されることに同意するものとし
ます。ただし、会員等の支払能力・返済能力に関する情報は、
割賦販売法および貸金業法により会員等の支払能力・返済能
力の調査の目的に限り利用されます。

3．会員等は、加盟信用情報機関に登録されている個人情報が、
加盟信用情報機関および当行または三菱ＵＦＪニコスにより、
正確性および最新性の維持、苦情処理、加盟会員に対する規
制遵守状況のモニタリング等加盟信用情報機関における個人
情報の保護と適正な利用確保のために必要な範囲において、
相互に提供され、利用されることに同意するものとします。

4．加盟信用情報機関および提携信用情報機関の名称 ､ 問合せ電
話番号 ､ およびホームページアドレスは本規約末尾に記載し
ております。また ､ 当行または三菱ＵＦＪニコスが本契約期
間中に新たに個人信用情報機関に加盟し、登録・利用する場
合は ､ 別途 ､ 書面により通知のうえ同意を得ます。 

5．前項の加盟信用情報機関に登録される情報は ､ 氏名 ､ 生年月
日 ､ 住所 ､ 電話番号 ､ 勤務先 ､ 勤務先電話番号、運転免許証
等の本人確認書類の記号番号、契約の種類 ､ 契約日 ､ 利用可
能枠 ､ 支払回数 ､ 利用残高 ､ 割賦残高、年間請求予定額、支
払状況、および取引事実に関する情報（債権回収、債務整理、
保証履行、強制解約、破産申立、債権譲渡等）、その他本規約
末尾の表に定める、加盟信用情報機関指定の情報となります。

第 17 条の 4 （個人情報の共同利用および公的機関等への提供）
1．両社は ､ カ－ド発行、会員管理およびカ－ド付帯サ－ビス（会

員向け各種保障制度、各種ポイントサ－ビス等）を含むすべ
てのカ－ド機能履行のため ､ 第１７条第１項①②③の個人情
報を ､ 保護措置を講じた上で ､ 三菱ＵＦＪニコスの連結対象
会社および持分法適用会社 ( 以下 ｢ 共同利用会社 ｣ と称しま
す。) に提供し ､ 両社と共同利用することがあります。

2．会員等は ､ 当行または三菱ＵＦＪニコスが下記の目的のため、
第１７条第１項①②③の個人情報を ､ 保護措置を講じた上で ､
共同利用会社に提供し ､ 両社と共同利用することに同意する
ものとします。
①クレジット関連事業における市場調査・商品開発
②クレジット関連事業における宣伝物・印刷物の送付および
　電話等による ､ 営業案内

3．本契約期間中に ､ 第 1 項の共同利用会社が新たに生じた場合
には ､ 当該共同利用会社の ､ 会社名 ､ 住所 ､ 電話番号 ､ およ
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び個人情報の共同利用目的 ､ 共同利用される個人情報の項目 ､
共同利用する会社の範囲を ､ 通知または下記ホームページに
て公表します。なお ､ 共同利用に責任を有する者は三菱ＵＦ
Ｊニコスとします。
[ ホームページ https:// www.cr.mufg.jp/] 

4．会員等は ､ 当行が各種法令の規定により提供を求められた場
合 ､ およびそれに準ずる公共の利益のため必要がある場合 ､
公的機関等に個人情報を提供することに同意するものとしま
す。また ､ 当行が本規約に基づくカード取引契約を含む当行
との取引の与信判断および与信後の管理のため ､ 住民票等公
的機関等が発行する書類を取得するに際し ､ 公的機関等から
個人情報の提供を求められた場合 ､ 当該個人情報を提供する
ことに同意するものとします。

第 17 条の 5 （個人情報の百五カードへの提供）
会員等は、当行が本規約および保証委託契約にもとづき本契
約におけるカード取引の一切の債務保証を行う百五カードに
対し、第１７条第１項各号の個人情報を提供し、百五カード
が本保証取引を含む百五カードとの取引の与信判断および与
信後の管理のために利用することに同意するものとします。

第 18 条（個人情報の開示・訂正・削除）
1．会員等は ､ 当行および三菱ＵＦＪニコス、加盟信用情報機関

に対して ､ 個人情報の保護に関する法律の定めるところによ
り各社の保有する自己に関する個人情報を開示するよう請求
することができます。
①当行に開示を求める場合には ､ 下記に連絡してください。
　開示請求手続き（受付窓口、受付方法、必要な書類、手数
　料等）の詳細についてお答えいたします。

　 　　株式会社百五銀行　カードセンター
　　　 〒 514-0004　三重県津市栄町３丁目 123 － 1 栄町ビル　
　　　 TEL　0120-899-105　　　　　　　　　　　　　　

②加盟信用情報機関に開示を求める場合には ､ 本規約末尾に
　記載の加盟信用情報機関に連絡してください。
③第１７条の４の共同利用会社に開示を求める場合には ､ 第
　２０条第２項に記載のＤＣカードコールセンターに連絡し
　てください。開示請求手続き（受付窓口、受付方法、必要
　な書類、手数料等）の詳細についてお答えいたします。また、
　次のホ－ムペ－ジでもお知らせしております。
　（URL）https://www.cr.mufg.jp/

2．万一、個人情報の内容が事実でないことが判明した場合には、
当行または三菱ＵＦＪニコスは個人情報の保護に関する法律
に定めるところに従い、すみやかに訂正または削除に応じます。

第 19 条（本規約第 2 章に不同意の場合）
当行または三菱ＵＦＪニコスは ､ 会員等が入会申込書の必要
な記載事項の記載を希望しない場合および本規約第２章（変
更後のものも含みます。）の内容の全部または一部を承認でき
ない場合 ､ 入会をお断りすることや退会手続きをとることが
あります。ただし ､ 本規約第１７条の２第２項または第１７
条の４第２項に定めるクレジット関連事業における市場調査・
商品開発あるいは営業案内を目的とした利用および共同利用
について同意しない場合でも ､ これを理由に当行または三菱
ＵＦＪニコスが入会をお断りすることや退会手続をとること
はありません。ただし、この場合は、当行、三菱ＵＦＪニコ
スおよび三菱ＵＦＪニコスの加盟店等の商品・サービス等の
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提供ならびに営業案内を受けられない場合があることを会員
等はあらかじめ承認するものとします。

第 19 条の 2 （利用・提供中止の申し出）
本規約第１７条の２第２項または第１７条の４第２項に定め
るクレジット関連事業における市場調査・商品開発あるいは
営業案内を目的とした利用および共同利用について同意を得
た範囲内で当行または三菱ＵＦＪニコスが当該情報を利用し
ている場合であっても ､ 中止の申し出があった場合は ､ それ
以降の当行または三菱ＵＦＪニコスでの利用 ､ 他社への提供
を中止する措置をとります。ただし、請求書等に同封される
宣伝物・印刷物については、この限りではありません。また、
当該利用中止の申し出により当行、三菱ＵＦＪニコスおよび
三菱ＵＦＪニコスの加盟店等の商品・サービス等の提供なら
びに営業案内を受けられなくなる場合があることを会員等は、
あらかじめ承認するものとします。

第 20 条（問合せ窓口）
1．会員等の個人情報に関するお問合せや開示・訂正・削除 ､ ま

たはご意見の申し出 ､ あるいは利用・提供中止の申し出等は ､
下記に連絡してください。 
　株式会社百五銀行　カードセンター
　〒 514-0004　三重県津市栄町３丁目 123 － 1 栄町ビル　　
　TEL　0120-899-105　　　　　　　　　　　　　　
なお、当行は個人情報保護の徹底を推進する管理責任者を設
置しております。

2．三菱ＵＦＪニコスが利用している会員等の個人情報の ､ 三菱
ＵＦＪニコスにおける利用に関するお問合せや開示・訂正・
削除 ､ またはご意見の申し出 ､ あるいは利用・提供中止の申
し出等は ､ 下記までお願いします。 
なお、三菱ＵＦＪニコスは個人情報保護の徹底を推進する管
理責任者として個人情報保護総轄管理者を設置しております。
　三菱ＵＦＪニコス株式会社　ＤＣカードコールセンター　
　　東京：〒 150-8015　東京都渋谷区道玄坂 1-3-2
　　TEL 03-3770-1177
　　大阪：〒 541-8539　大阪市中央区瓦町 2-1-1
　　TEL 06-6533-6633

第 20 条の 2（契約不成立時および会員資格取消・退会申出後の
　 　　　　　個人情報の利用）
1．本規約に基づくカード取引契約が不成立の場合であっても本

申込みをした事実は ､ 第１７条および第１７条の３第２項に
基づき ､ 当該契約の不成立の理由のいかんを問わず一定期間
利用されますが ､ それ以外に利用されることはありません。

2．両社は第１１条および第１５条に定める会員資格取消または
退会申出後も、第１７条、第１７条の２および第１７条の４
に定める目的（ただし、第１７条の２第２項および第１７条
の４第２項を除きます。）で、法令等または両社が定める所定
の期間、個人情報を保有し、利用します。

第 20 条の 3（条項の変更）
第２章に定める同意条項は法令に定める手続きに従い、必要
な範囲内で変更できるものとします。

＜第 3 章　総則＞
第 21 条（外国為替および外国貿易管理に関する諸法令などの適用） 

日本国外でカードを利用する場合 ､ 現在または将来適用され
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る諸法令により一定の手続きを必要とする場合には ､ 当行の
要求に応じこの手続きをとるものとし ､ また ､ これらの諸法
令の定めるところに従い ､ 国外でのカード利用の制限もしく
は停止に応じていただくことがあります。

第 22 条（準拠法）
会員と両社または当行もしくは三菱ＵＦＪニコスとの間の諸
契約に関する準拠法は ､ すべて日本法とします。

第 23 条（合意管轄裁判所）
会員と当行または三菱ＵＦＪニコスもしくは両社との間で訴
訟の必要が生じた場合 ､ 訴額のいかんにかかわらず会員の住
所地 ､ 購入地 ､ 当行の本店 ､ 三菱ＵＦＪニコスの本社の所在
地を管轄する簡易裁判所または地方裁判所を合意管轄裁判所
とします。

第 24 条（規約の変更）
両社は、以下の各号のいずれかの事由に対応するためその他の

必要があるときには、 民法に定めるところに従い、あらかじ
め、本規約を変更する旨、変更内容およびその効力発生時期を、
当行ウェブサイトに公表する方法その他の相当な方法によっ
て会員に周知することにより、本規約を変更することができ
るものとします。

(1) 社会情勢または経済状況の変動
(2) 法令、自主規制機関の規則または国際ブランドのルールの変更
(3) 両社の業務またはシステムの変更

＜第 4 章　ショッピング条項＞
第 25 条（ショッピングの利用方法）
1．会員は ､ 次の①から③に記載した加盟店 ( 以下 ｢ 加盟店 ｣ とい

います。) にカードを提示し ､ 所定の売上票などに会員自身の
署名を行うことによって ､ 商品 ､ 権利の購入ならびに役務の
提供を受けることができます。ただし ､ ③の日本国外の加盟
店では ､ 加盟店によっては利用できない場合があります。な
お ､ 売上票などへの署名に代えて ､ 加盟店に設置されている
端末機でカードおよび登録されている暗証番号を操作するな
ど所定の手続きにより ､ 同様のことができます。
①三菱ＵＦＪニコスが契約した加盟店
②当行または三菱ＵＦＪニコスと提携したクレジットカード
　会社 ( 以下｢ 提携カード会社 ｣と称します。) が契約した加盟店
③ Visa Worldwide 加盟の金融機関またはクレジットカード会
　社と契約した日本国内および日本国外の加盟店

2．前項の規定にかかわらず ､ 通信販売などカードの利用方法を ､
当行 ､ 三菱ＵＦＪニコス ､ Visa Worldwide のいずれかが別
に定めた場合には ､ 会員はこれらの方法によるものとし ､ こ
の場合にはカードの提示 ､ 署名などを省略することができます。 

3．通信料金等当行または三菱ＵＦＪニコス所定の継続的役務につ
いては ､ 当行または三菱ＵＦＪニコスが適当と認めた場合 ､ 会
員が会員番号等を事前に加盟店に登録する方法により ､ 当該
役務の提供を継続的に受けることができます。この場合、会
員は、会員番号等の変更等があった場合、もしくは会員資格
の取消し等によりカードを利用することができなくなった場
合は、その旨を当該加盟店に通知するものとし、別途当行ま
たは三菱ＵＦＪニコスから指示がある場合にはこれに従うも
のとします。また ､ 会員は ､ 当該加盟店の要請があったとき、
その他当該役務の提供を継続的に受けるために当行または三
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菱ＵＦＪニコスが必要であると判断したとき、会員番号等の
変更情報等が当行または三菱ＵＦＪニコスから加盟店に通知
されることを予め承認するものとします。

4．ショッピングの１回あたりの利用可能枠は ､ 日本国内では当
行と加盟店との間で定めた金額までとし ､ 日本国外では Visa 
Worldwide が各国で定めた金額までとします。なお ､ 利用の
際 ､ 加盟店を通じて当行の承認を得た場合は ､ この利用可能
枠を超えて利用することができます。 

5．カードの利用に際して ､ 利用金額 ､ 購入商品・権利や提供を
受ける役務によっては ､ 当行の承認が必要となります。また
当行は ､ インターネット等による海外ギャンブル取引におけ
るカード利用や換金を目的としたショッピング取引における
カード利用など ､ 会員のカード利用が適当でないと判断した
場合には ､ カードの利用をお断りすることがあります。
また一部商品 ( 貴金属・金券類等 ) については ､ 利用を制限も
しくはお断りさせていただく場合があります。 

6．当行または三菱ＵＦＪニコスは ､ 悪用被害を回避するため当
行または三菱ＵＦＪニコスが必要と認めた場合 ､ 加盟店に対
し会員のカード利用時に本人確認の調査を依頼することがあ
り ､ この際は会員はこの調査に協力するものとします。また
当行または三菱ＵＦＪニコスは ､ 会員のカード利用内容につ
いて会員に照会させていただくことがあります。 

7．当行は ､ カード利用による代金を ､ 会員に代って加盟店に立
替払いするものとします。会員がカード利用により購入した
商品の所有権は ､ 当行が加盟店に立替払いしたことにより加
盟店から当行に移転し ､ 会員の当該代金完済まで当行に留保
されるものとします。 

8．会員等は、ショッピング利用可能枠の現金化等をしてはなら
ないものとします。

第 26 条（ショッピング利用代金の支払区分）
1．ショッピング利用代金の支払区分は、1 回払い、2 回払い、ボー

ナス一括払い、分割払い（支払回数 3 回以上の回数指定払い）、
ボーナス併用分割払い（分割払いにボーナス払いを併用した
回数指定払い。ただし、2023 年 4 月 1 日以降に新たにショッ
ピングを利用する場合、ボーナス併用分割払いを支払い区分
とすることはできません。2023 年 4 月 1 日以降に支払区分と
してボーナス併用分割払いを指定したときには、支払方式と
して分割払いが、支払回数として会員が指定した回数が指定
されたものとみなします。）、リボルビング払い、ボーナス併
用リボルビング払いのうちから、会員がカード利用の際に指
定するものとします。ただし、1 回払い以外の支払い区分に
ついては、一部の加盟店で指定できない場合があります。ま
た日本国外における利用代金の支払区分は、原則として 1 回
払いとします。 

2．分割払いの場合 ､ 利用代金（現金価格）に ､ 会員が指定した
支払回数に対応した当行所定の分割払手数料を加算した金額
を各月の支払期日に分割 ( 以下 ｢ 分割支払金 ｣ といいます。)
してお支払いいただきます。なお ､ 支払総額ならびに月々の
分割支払金は ､ 当行より送付するご利用代金明細書記載の通
りとします。 

3．分割払いの手数料は ､ 元利均等残債方式により ､ 分割払利用
残高に対して当行所定の料率を乗じて得られる金額とします。
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この場合 ､ 第１回目の分割払いの手数料は ､ 初回締切日の翌
日から翌月支払期日までの日割計算 ( 年３６５日とします。)
第２回目以降は支払期日の翌日から翌月支払期日までを 1 ヵ
月とする月利計算を行うものとします。なお ､ 利用日から初
回締切日までの期間は ､ 手数料計算の対象としないものとします。 

4．ボーナス併用分割払いのボーナス支払いは ､ 最初に到来した
当行所定のボーナス支払月よりお支払いいただきます。また
ボーナス支払月の加算対象額は ､ １回のカード利用に係る現
金価格の５０％とし ､ 当行所定の分割払手数料を加算した金
額をボーナス併用回数に応じて分割し ､ 月々の分割支払金に
加算してお支払いいただきます。 

5．リボルビング払いの場合 ､ 会員が下記の当行所定の方式のう
ちから選択した支払コースに基づく元金および手数料支払額
の合計額 ( 以下 ｢ 弁済金 ｣ と称します。) を翌月から各支払期
日にお支払いいただきます。ただし、第６条に定めるリボル
ビング利用可能枠を超えて利用した場合、その超過額の全額
を１回払いとしてお支払いいただきます。
①元金定額方式による支払コースを選択したときは ､ 別表記
　載の支払コース所定の元金支払額に第７項に定める手数料
　を加算した支払額 
②残高スライド方式による支払コースを選択したときは ､ 別
　表記載の締切日のご利用残高に応じた支払コース所定の支
　払額(当該金額には第７項に定める手数料を含むものとします。) 

6．ボーナス併用リボルビング払いの場合、会員が当行所定の方
法により申し出て、当行が認めた場合、会員が指定したボー
ナス月に指定した支払額を加算することができます。この場
合会員は、リボルビング利用残高および第７項の手数料の返
済として、「ボーナス月」の支払日に指定した支払額（以下「ボー
ナス加算金額」と称します。）を月々の弁済金に加算してお支
払いいただきます。なお、会員が指定できる「ボーナス月」
は以下の（１）から（４）までのいずれかとします。また、「ボー
ナス加算金額」は、会員が 1 万円以上 1 万円単位で指定した
金額とします。（１）１月および７月 （２）１２月および７月 
（３）１月および８月 （４）１２月および８月

7．リボルビング払いの手数料は ､ 毎月締切日の翌日から翌月締
切日までの日々のリボルビング利用残高（１００円未満切捨
て）に対して当行所定の割合で日割計算 ( 年３６５日としま
す。) した金額を ､ 翌々月の支払日にお支払いいただきます。
ただし ､ 利用日から最初に到来する締切日までの期間は ､ 手
数料計算の対象としないものとします。 

8．当行は ､ 金融情勢の変化など相当の事由がある場合 ､ 本条の
手数料率を一般に行われる程度のものに変更できるものとし
ます。手数料率の変更について ､ 当行から変更内容を通知し
た後は ､ 第２４条の規定にかかわらずリボルビング払いの手
数料はその時点におけるリボルビング利用残高の全額に対し
て変更後の手数料率が適用されるものとします。

第 26 条の 2（ショッピングリボ事前登録サービス）
会員が事前に申し出て当行が適当と認めた場合 ､ 国内 ､ 海外
すべてにおける加盟店でのショッピング代金のお支払いを ､
当行が別途定める条件によりリボルビング払いにすることが
できます。この場合 ､ 第２６条によりお支払いいただきます。

第 26 条の 3 （ショッピングリボ切替サービス）
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1．会員は当行の定める期日までに申込みをし、当行が適当と認
めた場合、当行が別途定める条件により、第２６条第１項に
よらず、ショッピング利用代金の全部または一部の支払方
法を、当行所定の基準により、１回払い・２回払い・ボーナ
ス一括払いからリボルビング払いに変更することができます。
この場合、当初の利用日に遡ってリボルビング払いによるカー
ド利用があったものとして、第２６条によりお支払いただきます。

2．会員が第１項の当行の定める条件に違反した場合、支払方法
の変更は無効となり、会員は当行に対する債務を直ちに一括
して支払うものとします。

第 27 条（分割払いの繰上返済）
会員は ､ 第７条に定める代金決済の方法の他に、当行が別途
定める方法により ､ 分割払いに係る債務の全額または一部（た
だし、売上票単位の全額に限ります）を繰上返済することが
できます。

第 27 条の 2 （リボルビング払いの繰上返済）
1．会員は ､ 第７条に定める代金決済方法の他に、当行が別途定

める方法により、リボルビング払いに係る債務の全額を繰上
返済することができます。

2．会員は、第７条に定める代金決済方法の他に、当行が別途定
める方法により、リボルビング払いに係る債務の一部を繰上
返済することができます。この場合、当行は、原則として、
返済金の全額をリボルビングご利用残高（元本）に充当する
ものとします。

3．会員は、毎月１５日（当行休業日の場合は前営業日）までに
当行に申し出ることにより、当行が認める範囲で、次回約定
支払日に支払うべきリボルビング払いに係る弁済金（元金定
額方式の場合は手数料を除きます。）を臨時に増額することが
できるものとします。

第 28 条（見本・カタログなどと現物の相違）
会員が ､ 見本 ､ カタログなどにより申込みをした場合におい
て引渡され ､ または提供された商品 ､ 権利 ､ 役務が ､ 見本 ､
カタログなどと相違しているときは ､ 会員は加盟店に商品等
の交換 ､ または再提供を申し出るか ､ または当該売買契約も
しくは提供契約を解除することができるものとします。

第 29 条（支払停止の抗弁）
1．加盟店より購入もしくは提供を受けた商品 ､ 権利 ､ 役務につ

いて当該加盟店と紛議が生じた場合 ､ 会員は当該加盟店との
間で解決し ､ 当行に迷惑をかけないものとします。 

2．前項に係わらず ､ 会員は ､ ２回払い、ボーナス一括払い、分
割払い ､ ボーナス併用分割払い ､ リボルビング払い、ボーナ
ス併用リボルビング払いにより購入もしくは提供を受けた商
品 ､ 権利 ､ 役務について次の事由がある場合 ､ その事由が解
消されるまでの間 ､ 当行に対して当該事由に係る商品 ､ 権利 ､
役務について ､ 支払いを停止することができるものとします。
①商品 ､ 権利の引渡しもしくは役務の提供がなされない場合
②商品の破損 ､ 汚損 ､ 故障 ､ その他瑕疵 ( 欠陥 ) がある場合
③クーリングオフ ､ 中途解約 ( 特定商取引に関する法律に定め
　る関連商品以外の商品は除きます。) に応じないとき ､ また
　は中途解約に伴う精算手続が行われないとき
④その他商品 ､ 権利の販売や役務の提供について加盟店との
　間で紛議が生じている場合
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3．当行は ､ 会員が前項の支払停止を行う旨を当行に申し出た場
合 ､ 直ちに所要の手続きを取るものとします。 

4．会員は ､ 前項の申し出をする場合 ､ あらかじめ上記の事由の
解消のため ､ 加盟店と交渉を行うよう努めるものとします。 

5．会員は ､ 第３項の申し出をした場合 ､ すみやかに上記の事由
を記載した書面 ( 資料がある場合には資料添付。) を当行に提
出するよう努めるものとします。また当行が上記の事由につ
いて調査する必要がある場合は ､ 会員はその調査に協力する
ものとします。 

6．第２項の規定にかかわらず ､ 次のいずれかに該当する場合は ､
支払いを停止することはできないものとします。
①会員が営業のためにもしくは営業として締結した売買契約、
　サービス提供契約 ( 業務提供誘引販売個人契約に係るものを
　除きます。) に係るショッピング利用代金である場合
②①のほか割賦販売法第３５条の３の６０第１項各号に定め
　る場合に該当するショッピング利用代金である場合
③２回払い、ボーナス一括払い、分割払い ､ ボーナス併用分割
　払いの場合は 1 回のカード利用に係る支払総額が 40,000 円
　に満たないとき ､ リボルビング払い、ボーナス併用リボル
　ビング払いの場合は１回のカード利用に係る現金価格が
　38,000 円に満たないとき
④割賦販売法に定める指定権利以外の権利に係るショッピン
　グ利用代金であるとき
⑤会員による支払いの停止が信義に反すると認められる場合 

7．会員は ､ 当行がショッピング利用代金の残額から第２項によ
る支払いの停止額に相当する金額を控除して請求した場合は ､
控除後のショッピング利用代金の支払いを継続していただきます。

第 30 条（会員・加盟店間の契約の中途解約等）
1．会員は ､ 会員・加盟店間の契約が ､ 特定商取引に関する法律

に定める特定継続的役務提供契約に該当するときには ､ いつ
でも当該役務提供契約および当該役務提供契約に際して締結
された関連商品の売買契約 ( 以下本条で ｢ 特定継続的役務提供
等契約 ｣ と称します。) を中途解約することができます。 

2．会員は ､ 特定継続的役務提供等契約を中途解約するときは事
前にその旨を当行に通知し ､ 所定の手続きをとるものとします。

3．会員の都合により ､ 特定継続的役務提供等契約を中途解約し
た場合 ､ 会員は当該立替払契約に基づく残債務全額につき ､
繰り上げ償還することとします。当該償還金額は ､ 当該特定
継続的役務提供等契約に係る利用残高に ､ 分割払い ､ ボーナ
ス併用分割払いのときは直前支払期日の翌日から中途解約日
まで ､ リボルビング払いのときは直前締切日の翌日から中途
解約日まで ､ 当行所定の割合で日割計算 ( 年３６５日としま
す。) した手数料を加算した金額とします。 

4．前項の場合 ､ 会員は ､ 会員の当行に支払うべき償還金額を上
限として当行が当該代金を立替払いした加盟店が中途解約に
よる未提供役務の対価に相当する額 ､ または ､ 未行使の権利
の対価に相当する額 ( いずれも関連商品の返還がなされたとき
はその代金を含みます。) から会員が加盟店に支払うべき金額
を控除した金額 ( 以下 ｢ 返還額 ｣ といいます。) を ､ 直接当行
に支払うことおよび会員は直接加盟店に請求しないことをあ
らかじめ同意するものとします。当行は加盟店から支払いを
受けた場合 ､ 前項の償還金に充当し ､ また会員は返還額が償
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還金額に満たないときは ､ 直ちにその残額を当行に支払うも
のとします。ただし ､ やむを得ない事情があるときは当行が
認める精算方法に従うものとします。
なお ､ 償還金額を超える返還額については ､ 償還金について
の清算終了後 ､ 加盟店に対し直接 ､ 超過部分を会員に支払う
ことを請求することができるものとします。 

5．加盟店側の責めに帰すべき事情に起因して会員が将来の役務
の提供が受けられなくなったとき ､ または ､ 将来の権利の行
使ができなくなったときは ､ 当該事情が発生した時点で特定
継続的役務提供等契約が中途解約がなされたものとして ､ 第
３項および第４項の中途解約手続きに準じて残債務額を計算
するものとし ､ 会員は返還額との差額を支払うものとします。
この場合 ､ 会員は役務提供を受けた期間・権利行使の状況 ､
商品の使用状況 ､ 数量等の調査に協力するものとします。な
お ､ 調査の結果 ､ 前項のなお書きに該当した場合でも ､ 返還
額の全額が現実に加盟店から当行に支払われたときを除いて ､
超過金の支払請求権を当行に対して行使することはできない
ものとします。 

6．会員は ､ 当行が加盟店の請求により中途解約手続きに必要な
限度において ､ 会員が当行に支払い済みの分割支払金または
弁済金を当行が加盟店に通知することを承諾するとともに ､
会員が加盟店から提供を受けた役務相当額を把握するため ､
加盟店の会員に対する提供済役務について ､ 当行が会員およ
び加盟店に開示を求め ､ その内容を把握することを承諾します。

＜第 5 章　キャッシングサービス条項＞
第 31 条（キャッシングサービスの利用方法）
1．当行より利用を認められた会員は ､ 当行が認めた利用可能枠

の範囲内で、当行の指定する日本国内の現金自動支払機 ( 以下
｢ 支払機 ｣ と称します。) および三菱ＵＦＪニコスの提携する
日本国内の金融機関のうち一部金融機関の支払機で ､ カード
および登録されている暗証番号を操作することにより ､ 当行
からキャッシングサービスを受けることができます。この場
合、会員は、当行所定のＡＴＭ手数料を第７条に定める代金
決済方法に従い支払うものとします。( 注 )

2．当行より日本国外でのキャッシングサービスの利用を認めら
れた会員は ､ 次の①から④に記載した金融機関など日本国外
のキャッシングサービス取扱場所で ､ カードを提示し ､ 所
定の伝票に会員自身の署名をすることにより ､ または当行の
指定する日本国外の支払機で ､ カードおよび登録されている
暗証番号を操作することにより ､ 日本国外でキャッシング
サービスを利用することができます。なお、融資額は、Visa 
Worldwide または当行が指定する現地通貨単位とします。こ
のキャッシングサービス取扱場所が所定の手数料を定めてい
るときの ､ 取扱場所への当行の立替払い ､ 会員からの徴求方
法は前項と同様とします。
① Visa Worldwide と提携した金融機関などの本支店
②①の金融機関が提携した金融機関などの本支店
③当行または提携金融機関の本支店
④その他当行の指定する金融機関の本支店 

3．第１項および第２項にかかわらず当行より利用を認められた
会員は ､ 当行が別途定める方法により ､ キャッシングサービ
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スを受けることができます。
4．当行がやむを得ないものと認めて所定の利用可能枠を超えて

キャッシングサービスを行なった場合も、本規約の各条項が
適用されるものとします。

5．当行はキャッシングサービスの利用可能枠を任意に変更でき
るものとします。
（注）第１項のＡＴＭ手数料についての規定は、当行所定の
方法にて会員宛に通知、または当社が相当と認める方法にて
公表した期日から適用させていただきます。

第 31 条の 2（金銭消費貸借の成立）
1．会員が、貸与を受けたカードを、本規約に定めるところに従

いキャッシングサービスを受けるために利用し、当行がこれ
を承諾して、本規約に定めるところに従い資金を交付したと
きには、これにより本人会員は、当行との間で、金銭消費貸
借契約を締結したものとします。

2．当行は、会員がキャッシングサービスの利用可能枠の設定を
受けている場合であっても、前項の承諾をなす義務および資
金を交付する義務を負うものではありません。

第 32 条（キャッシングサービス利用代金の支払方法）
1．キャッシングサービス利用代金の支払方法は ､ リボルビング

払いとします。
2．前項のリボルビング払いは、会員が下記の当行所定の方式の

うちから選択した支払いコースに基づく元金および利息の合
計額を翌月から各支払期日にお支払いいただきます。
①元金定額方式による支払いコースを選択したときは、会員
　が申し出て当行が承認した元金支払い額に次項に定める利
　息を加算した合計額
②残高スライド支払いコースを選択したときは、別表記載の
　締切日のご利用残高に応じた支払いコース所定の支払い額
　（当該金額には次項に定める利息を含むものとします。）

3．リボルビング払いの利息は、毎月締切日（初回は利用日）の
翌日から翌月締切日までのリボルビング利用残高に対して当
行所定の割合で日割計算（年３６５日とします。）した金額を、
翌々月の支払日にお支払いいただきます。

4．第２および３項の利率については、当行は当行所定の基準お
よび方法により優遇できるものとし、金融情勢の変化など相
当の事由がある場合には、一般に行われる程度のものに変更
できるものとします。

第 32 条の 2（キャッシングサービスの利用代金の繰上返済）
1．会員は、第７条に定める代金決済方法の他に、当行が別途定

める方法により、リボルビング払いにかかる債務の全額を繰
上返済することができます。

2．会員は、第７条に定める代金決済方法の他に、当行が別途定
める方法により、リボルビング払いにかかる債務の一部を繰
上返済することができます。この場合当行は、原則として返
済金の全額をリボルビングご利用残高（元本）に充当するも
のとします。

3．会員は、毎月１５日（当行休業日の場合は前営業日）までに
当行に申し出ることにより、当行が認める範囲で、次回約定
支払日に支払うべきリボルビング払いにかかる弁済金（元金
定額方式の場合は手数料を除きます。）を臨時に増額すること
ができるものとします。



- 25 -

＜第 6 章 相殺に関する条項＞
第 33 条（当行からの相殺）　
1．会員がショッピング、並びにキャッシングの債務を履行すべき

場合には、当行はショッピング利用代金、分割払手数料、リ
ボルビング払いの手数料、キャッシング利用代金、利息、遅
延損害金等この取引から生じる一切の債権と預金その他当行
の負担する債務とを、その債務の期限のいかんにかかわらず、
いつでも相殺することができます。この場合、書面により通
知するものとします。

2．前項の相殺ができる場合には、当行は事前の通知および所定
の手続きを省略して預金その他当行に対する債権を払い戻し、
この取引の債務の返済に充当することもできるものとします。
この場合、当行は会員に対して充当した結果を通知します。

3．第１項により相殺する場合、債権債務の利息および遅延損害
金の計算は、その期間を計算実行の日までとし、預金利率に
ついては預金規定の定めによります。ただし、期限未到来の
預金の利息は、期限前解約利率によらず約定利率により１年
を３６５日とし、日割で計算します。

第 34 条（会員からの相殺）
1．会員は支払期にある預金その他当行に対する債権とこの取引

から生じる一切の債務とを、その債務の支払期が未到来であっ
ても、相殺することができます。

2．前項により相殺する場合、相殺通知は書面によるものとし、
相殺した預金その他債権の証書、通帳は届出印を押印した払
い戻し請求書とともに直ちに当行に提出してください。

3．第１項により相殺した場合における債権債務の利息および遅
延損害金の計算については、その期間を当行の計算実行の日
までとし、預金利率については預金規定の定めによります。

第 35 条（相殺における充当の指定）
1．当行から相殺する場合に、本会員が本規約にもとづくクレジッ

トカード利用により当行に対して負担した債務のほかに当行
に対して債務を負担しているときは、当行は債権保全上の事
由によりどの債務との相殺にあてるかを指定することができ、
本会員はその指定に対して異議を述べることはできません。

2．本会員から相殺をする場合に、本会員が本規約にもとづくク
レジットカード利用により当行に対して負担した債務のほか
に当行に対して債務を負担しているときは、本会員はどの
債務の返済または相殺にあてるかを指定することができます。
なお、本会員がどの相殺にあてるかを指定しなかったときは
当行が指定することができ、本会員はその指定に対して異議
を述べることはできません。

3．本会員の当行に対する債務のうち１つでも返済の遅延が生じ
ている場合などにおいて前項の会員の指定により債権保全上
支障が生じるおそれがあるときは、当行は遅滞なく異議を述
べ担保、保証の有無の状況等を考慮して、どの債務の相殺に
あてるかを指定することができます。

4．第２項なお書き、または第３項によって、当行が指定する本
会員の債務について期限の未到来の債務があるときは、期限
が到来したものとします。

【お問合せ・相談窓口】
1．商品などについてのお問合せ・ご相談はカードをご利用され
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た加盟店にご連絡ください。 
2．本規約についてのお問合せ・ご相談および支払停止の抗弁に

関する書面 ( 会員規約第２９条第５項 ) については ､ 当行にお
たずねください。
　株式会社百五銀行　カードセンター
　〒 514-0004　三重県津市栄町３丁目 123 － 1 栄町ビル
　ＴＥＬ　0120-899-105　　　　

【当行または三菱ＵＦＪニコスの加盟信用情報機関に登録される
　情報とその期間】

登録情報

登録期間

全国銀行個人信
用情報センター

（ＫＳＣ）

株式会社
シー・アイ・シー

（ＣＩＣ）

株式会社
日本信用情報機構

（JICC）

①本人を特定す
るための情報

登録情報②③④のいずれかが登録されている期間

②本契約に係る
申し込みをした
事実

当機関に照会した
日から１年を超え
ない期間

当機関に照会した
日から６ヶ月間

照会日から6ヶ月以内

③本契約に係る
客観的な取引事
実

契約期間中および
契約終了日（完済
日）より５年間を
超えない期間

契約期間中および
契約終了後５年以
内

契約継続中および
契約終了後 5 年以
内（ただし、債権譲
渡の事実に係る情報
については当該事実
の発生日から 1 年以
内）

④本契約に係る
債務の支払いを
延滞等した事実

契約期間中および
契約終了日（完済
日）より５年間を
超えない期間

契約期間中および
契約終了日から５
年間

契約継続中および契
約終了後 5 年以内

（当行または三菱 UFJ ニコスが加盟する個人信用情報機関が提携する個
人信用情報機関の加盟会員が利用する情報は、上記表の登録情報のうち、
「（4）本契約に係る債務の支払いを延滞等した事実」となります。）
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【当行または三菱ＵＦＪニコスの加盟信用情報機関の名称 ､ 問合せ

　電話番号 ､ およびホームページアドレス】

名　称 電話番号 ホ－ムペ－ジ（URL）

全国銀行個人信用
情報センター
（ＫＳＣ）

03-3214-5020 https://www.zenginkyo.
or.jp/pcic/

株式会社
シー・アイ・シー

（ＣＩＣ）
0120-810-414 https://www.cic.co.jp/

株式会社
日本信用情報機構
（ＪＩＣＣ）

0570-055-955 https://www.jicc.co.jp/

※株式会社シー・アイ・シー（CIC）は、割賦販売法に基づく指

定信用情報機関です。

※なお、各個人信用情報機関の業務内容、加盟資格、加盟会員企

業名等の詳細は、各機関のホームページをご覧ください。

【当行または三菱 UFJ ニコスの加盟信用情報機関】

名　称 当行 三菱ＵＦＪニコス

全国銀行個人信用情報センター
（ＫＳＣ）

○ －

株式会社シー・アイ・シー
（ＣＩＣ）

○ ○

株式会社日本信用情報機構
（ＪＩＣＣ）

○ ○

【当行または三菱ＵＦＪニコスの加盟信用情報機関が提携する個人

　信用情報機関】

加盟信用情報機関 提携信用情報機関

全国銀行個人信用情報センター
（ＫＳＣ）

株式会社シー・アイ・シー（ＣＩＣ）・
株式会社日本信用情報機構（ＪＩＣＣ）

株式会社シー・アイ・シー
（ＣＩＣ）

全国銀行個人信用情報センター（ＫＳＣ）・
株式会社日本信用情報機構（ＪＩＣＣ）

株式会社日本信用情報機構
（ＪＩＣＣ）

全国銀行個人信用情報センター（ＫＳＣ）・
株式会社シー・アイ・シー（ＣＩＣ）

≪分割払い（含むボーナス併用分割払い）について≫

●分割払い（含むボーナス併用分割払い）の支払回数 ､ 支払期間 ､  

　手数料率（実質年率）

支払回数 ( 回 ) 3回 5回 6回 10回 12回 15回 18回 20回 24回

支払期間 (ヵ月 ) 3ヵ月 5ヵ月 6ヵ月 10ヵ月 12ヵ月 15ヵ月 18ヵ月 20ヵ月 24ヵ月

手数料率
( 実質年率 )

12.0%

※ 1 分割払い・ボーナス併用分割払いの支払回数は ､ 原則上記表

に記載の通りとします。ただし ､ 当行が承認した場合には上記
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支払回数以外の利用ができるものとし ､ この場合の分割払いの

手数料は ､ 当行所定の実質年率（本表支払回数毎の実質年率に

準じます。この場合 ､ 支払回数が少ない方から最も近い本表支

払回数に対応する実質年率とします。）にて計算するものとし

ます。

※ 2 ※１にかかわらず ､ 一部の分割払い取扱加盟店では ､ 支払回

数 ､分割払いの手数料率（実質年率）が異なる場合があります。

※ 3 ボーナス併用分割払いのボーナス支払月は１月（冬期）と７

月（夏期）とし ､ 最初に到来したボーナス月よりお支払いいた

だきます。なお ､ 会員の利用日 ､ 支払回数によっては ､ ボーナ

ス併用分割払いのお取扱いができない場合があります。

●分割払いのお支払例：10 月 1 日に現金価格 6 万円（消費税込）

　の商品を 6 回払い（手数料率（実質年率）12.0％）でご購入さ

　れた場合

支払回数（手数料率（実質年率）） 分割支払金の利用代金（現金価格）に対する割合

3 回払い（12.0%） 0.34002211

5 回払い（12.0%） 0.20603979

6 回払い（12.0%） 0.17254836

10 回払い（12.0%） 0.10558207

12 回払い（12.0%） 0.08884878

15 回払い（12.0%） 0.07212378

18 回払い（12.0%） 0.06098204

20 回払い（12.0%） 0.05541531

24 回払い（12.0%） 0.04707347

（1）分割支払金（月々の支払額）

　　　　60,000 円× 0.17254836 ＝ 10,352 円

（1円未満切捨て。以下同じ）

（2）支払総額（分割支払金合計）62,023 円

　　　（元利均等残債方式により ､ 最終回の支払額は端数調整し

　　　 ております。）
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第 1回目お支払い（11月10日） 第 2回目お支払い（12月10日）

分割支払金 　　　　  10,352 円

内 手数料※1 　　　

60,000 円× 12.0% × 26 日÷ 365 日＝ 512 円

内 元　金

10,352 円－ 512 円＝ 9,840 円

支払後残元金

60,000 円－ 9,840 円＝ 50,160 円

分割支払金　　　   　10,352 円

内 手数料※2 　　　

50,160 円× 12.0% ÷ 12 ヵ月＝ 501 円

内 元　金

10,352 円－ 501 円＝ 9,851 円

支払後残元金

50,160 円－ 9,851 円＝ 40,309 円

※ 1 初回は日割計算となります。

※ 2 2 回目以降は月利計算となります。以下 ､ 第 3 回目以降の分

　　 割支払金の内訳は次表のとおりとなります。（単位：円）

支払回数
分割支払金

支払後残元金
内手数料 内元金

1回目 10,352 512 9,840 50,160

2 回目 10,352 501 9,851 40,309

3 回目 10,352 403 9,949 30,360

4 回目 10,352 303 10,049 20,311

5 回目 10,352 203 10,149 10,162

6 回目 10,263 101 10,162 0

合　計 62,023 2,023 60,000 －

≪リボルビング払いについて≫

●リボルビング払いの手数料率

　実質年率12.0％ （毎月締切日の翌日から翌月締切日までの日割計算）

●リボルビングお支払コース（｢ 毎月のお支払額 ｣ 算定表）

方

式

お支払

コース

締切日のご利用残高

10万円
以下

10万円超
20万円
以下

20万円超
30万円
以下

30万円超
40万円
以下

40万円超
50万円
以下

50万円超
60万円
以下

60万円超
10万円
増す毎に

元
金
定
額
方
式

（1）定 額コース

（元金別に6種類）

元金（5千円・1万円・2万円・3万円・4万円・5万円）

＋手数料（ご利用残高に対する日割計算）

残
高
ス
ラ
イ
ド
方
式

（2）5千円コース 5千円 1万円 1万5千円 2万円 2万5千円 3万円

1万円

ずつ加算

（3）1万円コース 1万円 2万円 3万円 4万円 5万円 6万円

（4）2万円コース 2万円 3万円 4万円 5万円 6万円

（5）3万円コース 3万円 4万円 5万円 6万円

（6）4万円コース 4万円 5万円 6万円

（7）5万円コース 5万円 6万円

●ボーナス月加算お支払い：会員の方があらかじめ選択した月（年2回）に、　

　ボーナス加算額を通常のお支払額に加えてお支払いいただきます。

●元金定額方式の場合：リボルビングご利用残高（元金）がご指

　定されたコースのお支払額に満たない場合は ､ リボルビングご
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　利用残高（元金）（リボルビング払い手数料がある場合には ､

　元金との合計額）をお支払いいただきます。

●残高スライド方式の場合：リボルビングご利用残高（元金）と

　手数料の合計額が各コースの最低お支払額に満たないときは ､

　その合計額をお支払いいただきます。

●リボルビング払いのお支払例：10 月 1 日に現金価格３万円（消

　費税込）のご利用をされた場合

元金定額方式で ｢定額 5千円コース ｣の場合

第 1回目お支払い（11月 10 日）
　弁済金　5,000 円　　内手数料　0円　　元　金　5,000 円
第 2回目お支払い（12月 10 日）
　弁済金　5,297 円
　内手数料 297 円＝（3万円× 12.0％× 26 日÷ 365 日） ＋ {（3 万円－ 5千円）× 12.0％× 5 日÷ 365 日 }
　元　金　5,000 円
以下弁済金は
1 月 10 日 5,237 円（内手数料 237 円）､2 月 10 日 5,194 円（同 194 円）､
3 月 10 日 5,144 円（同 144 円）､4 月 10 日 5,083 円（同 83 円）､
5 月 10 日 42 円（同 42 円）で完済となります。

残高スライド方式で ｢５千円コース ｣の場合

第 1回目お支払い（11月 10 日）
　弁済金　5,000 円　　内手数料　0円　　元　金　5,000 円
第 2回目お支払い（12月 10 日）
　弁済金　5,000 円
　内手数料 297 円＝（3万円× 12.0％× 26 日÷ 365 日） ＋ {（3 万円－ 5千円）× 12.0％× 5 日÷ 365 日 }
　元　金　4,703 円＝ 5,000 円－ 297 円
以下弁済金は
1月 10 日 5,000 円（内手数料 238 円）､2 月 10 日 5,000 円（同 197 円）､
3 月 10 日 5,000 円（同 149 円）､4 月 10 日 5,000 円（同 89 円）､
5 月 10 日 1,020 円（同 50 円）、6月 10日 7円（同 7円）で完済となります。

≪キャッシングサービスの利息について≫

●キャッシングサービス利率

　一般カード：実質年率 9.0%

　ゴールドカード：実質年率 8.0%

　 （ご利用日数による日割計算）

※ 1 当行所定の基準により金利を優遇した場合は、上記金利とは

異なる場合があります。

※ 2 キャッシングサービスの利息は、ご利用後 1 回目の支払いは

ご利用日の翌日から締切日までの日割計算。2 回目以降の支

払いは締切日翌日から翌月締切日までの日割計算。
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＜繰上返済の方法一覧＞　　

分割払い

※ 1

リボルビン

グ払い

※ 1※ 2

キャッシン

グリボ払い

※ 1 ※ 2

1．ATM によるご返済

　日本国内の提携金融機関の ATM

　等から入金して返済する方法※ 3

×

○

（一部繰上

返済のみ）

○

（一部繰上

返済のみ）

2．口座引き落としによるご返済

　事前に当行に申し出ることにより、

　約定支払日に増額して口座引き落

　としにより返済する方法　※ 4

× ○ ○

3. 口座引き落としによるご返済

　事前に当行に申し出ることによ

　り、約定支払日以外に口座引き

　落としにより返済する方法※ 5

○ ○ ○

4．持参によるご返済

　事前に当行に申し出のうえ、当

　行に現金を持参して返済する方

　法※ 6

○ ○ ○

※ 1 リボルビング払いの全額繰上返済とキャッシングリボ払いの

全額繰上返済の場合は、日割計算にて返済日までの手数料を

併せて支払うものとします。

分割払いの繰上返済の場合は、当行所定の計算方法により算

出された期限未到来の手数料のうち、当行所定の割合による

金額を精算いたします。

※ 2 リボルビング払いの一部繰上返済およびキャッシングリボ払

いの一部繰上返済の場合、原則、返済金全額を元本に充当す

るものとし、次回以降の約定支払日に、日割計算にて残元本

に応じた手数料を支払うものとします。

※ 3 原則、千円以上千円単位となります。（一部、1万円単位での

ご返済となるATMあり）。

※ 4 毎月 15 日まで当行へ連絡があった場合は、翌月の請求金額

に増額して支払期日に口座引き落としにより返済することが

できます。

※ 5 約定支払日以外の口座引き落としでの返済については、当行

への事前連絡が必要です。

※ 6 一部取扱えない場合がありますので、事前に当行へ連絡のう

え確認してください。

※いずれの支払方法も、当行が別途定める期間内での利用が可能

です。また、当行所定の方法により手続きがされなかった場合

は、繰上返済として取扱いできない場合があります。

以　　上
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105BESTIO 保証委託約款

＜第１章　一般条項＞

第 1 条（委託の範囲）

1．申込人がクレジットカード「105BESTIO」の申込みを行うに

あたり、株式会社百五カード（以下「保証会社」という。）に

委託する保証の範囲は、105BESTIO 会員規約および規約に付

帯する特約、規定等（以下「会員規約等」という。）に基づき

申込人が株式会社百五銀行（以下「銀行」という。）に対し負

担する利用代金、利息、手数料、損害金、その他クレジットカー

ド取引から生じる一切の債務の全額とします。ただし、年会

費は対象となりません。なお、会員規約等の内容が変更され

たときは、本契約に基づく保証委託の内容も当然に変更され

ます。

2．前項の保証は、保証会社が保証を適当と認め保証決定をした後、

これに基づいて銀行がクレジットカードを発行したときに成

立するものとします。

3．前項の保証内容は、会員規約等の各条項によるものとします。

第 2 条（代位弁済）

1．申込人が会員規約等の各条項に違反したため保証会社が銀行

から保証債務の履行を求められたときは、申込人に対して通

知、催告なくして弁済されても異議ありません。

2．保証会社が求償権を行使する場合、申込人はこの約款の各条

項のほか、会員規約等の各条項が適用されるものとします。

第 3 条（求償権）

申込人は、保証会社の申込人に対する下記各号に定める求償

権について弁済の責に任じます。

①前条による保証会社の出捐額

②保証会社が弁済した日の翌日から年利 14．4％の割合（年

365 日の日割計算）による遅延損害金

③保証会社がその債権保全あるいは実行のために要した費用

の総額

第 4 条（求償権の事前行使）

1．申込人が下記の各号の一つにでも該当したときは、第 2 条に

よる代位弁済の前に求償権を行使されても異議ありません。

①弁済期が到来したときまたは被保証債務の期限の利益を

失ったとき

②仮差押・差押もしくは競売の申請または破産手続開始・再

生手続開始などの申立があったとき

③調停（特定調停を含む）の申立を行ったとき

④租税公課を滞納して督促を受けたとき、または保全差押を

受けたとき

⑤支払いを停止したとき

⑥手形交換所の取引停止処分があったとき

⑦保証会社に対する債務のうち一つでも履行を怠ったとき

⑧債務整理（弁護士介入等）を開始したとき

⑨本約款第 13条に該当したとき

⑩その他債権保全のため必要と認められたとき

2．保証会社が前項により求償権を行使する場合、申込人は民法
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第 461 条による抗弁権を主張しません。借入金債務または償
還債務について担保がある場合にも同様とします。

第 5 条（中止・解約・終了）
1．申込人が下記の各号の一つにでも該当したときは、保証会社

はいつでもこの保証を中止し、または解約することができま

す。この場合、銀行からその旨の事前または事後の通知をもっ
て保証会社の通知に代えるものとします。

　  ①原債務または保証会社に対する債務の不履行があったとき
　  ②信用情報機関の信用情報に基づき、保証会社が債権保全を

　必要とする相当の理由が生じたとき
　  ③本約款第 13 条に該当したときまたは第 13 条に該当するに

　もかかわらず虚偽の申告をしたことが判明した場合
　  ④その他保証会社が債権保全のため必要と認めたとき
2．前項により保証会社から保証が中止または解約されたときは、

直ちに原債務の弁済その他必要な手続をとり、保証会社には
負担をかけません。

3．申込人と銀行との間の105BESTIO取引契約が終了した場合は、
申込人と保証会社との間の保証委託契約も当然に終了するこ
ととします。この場合、申込人は保証会社が保証委託契約証
書を申込人宛に返却しない取扱いをしたとしても異議ありま
せん。

第 6 条（通知義務）
1．申込人は、その住所、氏名、勤務先等に変更を生じ、その他

求償権の行使に影響がある事態が発生したときは、直ちに書
面をもって通知し保証会社の指示に従います。

2．保証会社から申込人の財産、経営、業況、収入等について求
められたときは、直ちに通知し、帳簿閲覧ならびに担保物件
等の調査に協力いたします。

3．第 1 項の届出がないために、保証会社が申込人に対して届出
の郵便物宛先に送付する郵便物が延着しまたは到着しなかっ
た場合には、通常到着すべき時に到着したものとみなします。
ただし、やむを得ない事情がある場合はこの限りではないも
のとします。

第 7 条（成年後見人等の届出）
1．申込人またはその代理人は、家庭裁判所の審判により、補助・

保佐・後見が開始された場合には、直ちに成年後見人等の氏
名その他必要な事項を書面によって保証会社へ届けるものと
します。

2．申込人またはその代理人は、家庭裁判所の審判により、任意
後見監督人の選任がされ、任意後見契約の効力が発生した場
合には、直ちに任意後見人の氏名その他必要な事項を書面に
よって保証会社へ届けるものとします。

3．申込人またはその代理人は、すでに補助・保佐・後見開始の
審判を受けている場合、または任意後見監督人の選任がされ
ている場合にも、前二項と同様に届けるものとします。

4．申込人またはその代理人は、前三項の届出事項に取消または
変更等が生じた場合にも同様に届けるものとします。

5．前四項の届出の前に生じた損害については、保証会社は責任
を負いません。
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第 8 条（担保）
申込人は、保証会社から担保もしくは連帯保証人の提供また
は変更を求められたときは遅滞なくこれに応じ、一切異議を
申立てないものとします。

第 9 条（充当の指定）
1．申込人の弁済金が、本件保証による求償債務の全額を消滅さ

せるに足りない場合は、保証会社が適当と認める順序方法に
より充当されても異議ありません。

2．申込人が保証会社に対し、本件保証による求償債務のほかに
他の債務を負担しているとき、申込人の弁済金が債務総額を
消滅させるに足りない場合は、保証会社が適当と認める順序
方法によりいずれの債務に充当されても異議ありません。

第 10 条（費用の負担）
申込人は保証会社が被保証債権保全のため要した費用ならび
に第 2 条によって取得された権利の保全もしくは行使、また
は担保の保全もしくは処分に要した費用を負担します。

第 11 条（公正証書の作成）
申込人は、保証会社の請求があるときは直ちに求償債務に関
し、強制執行認諾条項のある公正証書の作成に必要な一切の
手続を行います。

第 12 条（管轄裁判所の合意）
申込人は、この保証に関しての紛争が生じたときは、訴額の
いかんにかかわらず、保証会社の本店の所在地を管轄する裁
判所を合意管轄裁判所とします。

第 13 条（反社会的勢力の排除）
1．申込人は、現在、次の各号のいずれにも該当しないことを表

明し、かつ将来にわたって該当しないことを確約します。
　  ①暴力団
　  ②暴力団員（暴力団の構成員）、および暴力団員でなくなったと

　きから5年を経過しない者
　 ③暴力団準構成員
　 ④暴力団関係企業
　 ⑤総会屋等
　 ⑥社会運動等標ぼうゴロ
　 ⑦特殊知能暴力集団等
　 ⑧前各号の共生者
　 ⑨その他前各号に準ずる者
2．申込人は、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する

行為を行わないことを確約します。
　  ①暴力的な要求行為
　  ②法的な責任を超えた不当な要求行為
　  ③取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
　  ④風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて保証会社の

　信用を毀損し、または保証会社の業務を妨害する行為
　  ⑤その他前各号に準じる行為

＜第 2 章 個人情報の取扱い条項＞
第 14 条（個人情報の取得・保有・利用）
1．申込人は、本約款に基づく保証委託契約（契約の申込みを含む。

以下同じ。）を含む保証会社との取引の与信判断および与信後
の管理のため、以下の情報（以下これらを総称して「個人情報」
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と称します。）を保証会社が保護措置を講じた上で取得・保有・

利用することに同意します。

①保証委託契約申込時や契約成立後に申込人が届け出た、申

込人の氏名、性別、生年月日、住所、電話番号、Ｅメール

アドレス、勤務先、家族構成、住居状況等、運転免許証等

の記号番号等、申込人の属性に関する情報（これらの情報

に変更が生じた場合、変更後の情報を含む。以下同じ。）。

②保証委託契約申込日、契約成立日、保証委託金額等、本約

款に基づく保証委託契約の内容に関する事項

③本約款に基づく保証委託取引状況・取引履歴、支払開始後

の取引残高、取引明細、月々の返済状況、および電話等で

の問合せ等により知り得た情報。

④本約款に基づく保証委託取引に関する申込人の支払能力・

返済能力を調査するため、または支払途上における支払能

力・返済能力を調査するため、申込人が申告した申込人の

資産、負債、収入、支出、ならびに本約款に基づく保証委

託契約以外の、申込人との契約における申込人のカードお

よびローン等の利用・支払履歴。

⑤申込人が提出した、確定申告書（写）等、所得を証明する

書類の記載事項

⑥申込人または公的機関等から、適法かつ適正な方法により

取得した、住民票等公的機関等が発行する書類の記載事項

⑦犯罪による収益の移転防止に関する法律に基づく本人確認

書類の記載事項

⑧官報、電話帳、住宅地図等において公開されている情報

2．保証会社は、本約款に基づく保証委託契約に関する与信業務

の一部または全部を保証会社の提携先企業に委託する場合、

個人情報の保護措置を講じた上で、第 1 項により取得した個

人情報を当該提携先企業に提供し当該提携先企業が利用する

ことがあります。

3．保証会社は保証会社の事務（コンピュータ事務およびこれらに

付随する事務等）を第三者に業務委託（契約に基づき当該委託

先が別企業に再委託する場合も含む。）する場合、個人情報の

保護措置を講じた上で、第 1項により取得した個人情報を当該

業務委託先に提供し、当該企業が利用することがあります。

第 15 条（個人情報の銀行等宛提供と利用）

申込人は、保証会社が第 14 条第 1 項に基づき取得した個人情

報を、保護措置を講じたうえで銀行等に提供し、銀行等が与

信判断および与信後の管理のために利用することに同意します。

第 16 条（個人信用情報機関への登録・利用）

1．申込人は保証会社が加盟する個人信用情報機関（個人の支払

能力・返済能力に関する情報の収集および加盟会員に対する

当該情報の提供を業とする者、以下「加盟信用情報機関」と

称します。）および当該機関と提携する個人信用情報機関（以

下、「提携信用情報機関」と称します。）に照会し、申込人の

個人情報（官報等において公開されている情報、登録された

情報に関し申込人から苦情を受け調査中である旨の情報、本

人確認書類の紛失・盗難等にかかり申込人から申告された情

報、電話帳記載の情報など、加盟信用情報機関および提携信
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用情報機関のそれぞれが独自に収集・登録する情報を含みま

す。）が登録されている場合には、保証会社が、申込人の本契

約を含む保証会社との与信取引にかかる支払能力・返済能力

の調査および与信判断ならびに与信後の管理（転居先の調査

等を含みます。）のために、その個人情報を利用することに同

意します。但し、申込人の支払能力・返済能力に関する情報

については、申込人の支払能力・返済能力の調査の目的に限り、

保証会社が利用することに同意します。

2．申込人は、本約款に基づく保証委託契約に関する客観的な取

引事実に基づく個人情報が、保証会社により加盟信用情報機

関に本約款末尾の表に定める期間登録され、加盟信用情報機

関および提携信用情報機関の加盟会員により、申込人の支払

能力・返済能力に関する調査および与信判断ならびに与信後

の管理（転居先の調査等を含みます。）のために、利用される

ことに同意します。但し、申込人の支払能力・返済能力に関

する情報は、申込人の支払能力・返済能力の調査の目的に限り、

利用されることに同意します。

3．申込人は、加盟信用情報機関に登録されている個人情報が、

加盟信用情報機関および保証会社により、正確性および最新

性の維持、苦情処理、加盟会員に対する規制遵守状況のモニ

タリング等加盟信用情報機関における個人情報の保護と適正

な利用確保のために必要な範囲において、相互に提供され、

利用されることに同意します。

4．申込人は、加盟信用情報機関および提携信用情報機関の名称、

問合せ電話番号、およびホームページアドレス、加盟企業の

概要が本約款末尾に記載されていることを確認します。また、

申込人は、保証会社が本契約期間中に新たに個人信用情報機

関に加盟し、登録・利用する場合は、保証会社が別途、書面

により申込人に通知のうえ同意を得る手続きを行うことに異

議ありません

5．前項の加盟信用情報機関に登録される情報は、氏名、生年月日、

住所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、運転免許証等本

人確認書類の記号番号等、契約の種類、契約日、保証委託金額、

保証残高、支払方法、支払状況等その他本約款末尾の表に定

める、加盟信用情報機関指定の情報であることに異議ありま

せん。

第 17 条（個人情報の公的機関等への提供）

申込人は、保証会社が各種法令の規定により提供を求められ

た場合、およびそれに準ずる公共の利益のため必要がある場

合、公的機関等に個人情報を提供することに同意します。また、

保証会社が本約款に基づく保証委託契約を含む保証会社との

取引の与信判断および与信後の管理のため、住民票等公的機

関等が発行する書類を取得するに際し、公的機関等から個人

情報の提供を求められた場合、当該個人情報を提供すること

に同意します。

第 18 条（個人情報の開示・訂正・削除）

1．申込人は、保証会社、加盟信用情報機関に対して、個人情報

の保護に関する法律の定めるところにより各社の保有する自

己に関する個人情報を開示するよう請求することができます。
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①保証会社に開示を求める場合には、本約款末尾に記載の保

証会社お客様相談室に連絡するものとします。開示請求手

続き（受付窓口、受付方法、必要な書類、手数料等）の詳

細を知ることができます。また、次のホームページにても

知ることができます。

（百五カードホームページ　https://www.105card.co.jp/）

②加盟信用情報機関に開示を求める場合には、本約款末尾に

記載の加盟信用情報機関に連絡するものとします。

2．万一、個人情報の内容が事実でないことが判明した場合には、

保証会社は個人情報の保護に関する法律に定めるところに従

い、すみやかに訂正または削除に応じます。

第 19 条（本約款第 2 章に不同意の場合）

申込人は、保証委託契約申込書の必要な記載事項の記載を希

望しない場合および本約款第 2 章（変更後のものも含む）の

内容の全部または一部を承認できない場合、保証委託契約を

断られたとしても異議ありません。

第 20 条（問い合わせ窓口）

申込人は、保証会社が利用している申込人の個人情報の、保

証会社における利用に関するお問い合わせや開示・訂正・削除、

またはご意見の申し出は、本約款末尾記載の保証会社お客様

相談室まで連絡するものとします。

なお、保証会社が、個人情報保護の徹底を推進する管理責任

者を設置していることを確認します。

第 21 条（本約款に基づく保証委託契約が不成立の場合）

申込人は、本約款に基づく保証委託契約が不成立の場合であっ

ても本申込をした事実は、第 14 条、第 16 条第 2 項に基づき、

当該契約の不成立の理由の如何を問わず一定期間利用されま

すが、それ以外に利用されることがないことに同意します。

第 22 条（条項の変更）

保証会社は、第 2 章に定める同意条項について法令に定める

手続きに従い、必要な範囲内で変更できるものとします。

＜第 3 章　総則＞

第 23 条（約款の変更）

本約款を変更する場合、保証会社は、銀行所定の本支店の店

頭への表示その他相当の方法で公表することにより、本約款

を変更できるものとします。この場合変更日以降も保証取引

が継続している場合は、申込人が変更事項または新保証委託

約款を承認したものとみなします。
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［株式会社百五カードの加盟信用情報機関に登録される情報とそ

の期間］

登録情報

登録の期間

株式会社
シー・アイ・シー

（ＣＩＣ）

株式会社
日本信用情報機構

（JICC）

①
本人を特定するため

の情報
登録情報②③④のいずれかが登録されている期間

②
本契約に係る申込み

をした事実

保証会社が個人信用情

報機関に照会した日か

ら６ヵ月間

照会日から 6ヵ月以内

③
本契約に係る客観的

な取引事実

契約期間中および契約

終了日から５年以内

契約継続中および契約終

了後 5 年以内（ただし、

債権譲渡の事実に係る情

報については当該事実の

発生日から 1年以内）

④

本契約に係る債務の

支払いを延滞等した

事実

契約期間中および契約

終了日から５年間

契約継続中および契約終

了後5年以内

［株式会社百五カードの加盟信用情報機関の名称、問合せ電話番

号、およびホームページアドレス、加盟企業の概要］

名　称 電話番号 ホームページ（ＵＲＬ）

株式会社

シー・アイ・シー

（ＣＩＣ）

0120-810-414 https://www.cic.co.jp/

㈱シー・アイ・シーの加盟資格、加盟企業名等の詳細は、上記の

同社のホームページをご覧ください。

株式会社

日本信用情報機構

（JICC）

0570-055-955 https://www.jicc.co.jp/

㈱日本信用情報機構の加盟資格、加盟企業名等の詳細は、上記の

同社のホームページをご覧ください。
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［株式会社百五カードの加盟信用情報機関の提携信用情報機関の

名称、問合せ電話番号、およびホームページアドレス、加盟企

業の概要 ]

名　称 電話番号 ホームページ（ＵＲＬ）

全国銀行個人信

用情報センター

（KSC）

03-3214-5020
https://www.zenginkyo.

or.jp/pcic/

全国銀行個人信用情報センターの加盟資格、加盟企業名等の詳細

は、上記の同社のホームページをご覧ください。

※加盟する個人信用情報機関と提携する個人信用情報機関である

KSC の加盟会員により利用される個人情報は上記登録情報の

うち、 ①の ｢ 本人を特定するための情報 ｣ および④の「本契約

に係る債務の支払を延滞等した事実」となります。

［お問合せ・相談窓口］

　名　　称：株式会社百五カード　お客様相談室　

　住　　所：〒 514-0004

　　　　　　三重県津市栄町 3丁目 123 番地 1　栄町ビル 5階

　電話番号：059-227-3151（代表）

　

以　　上
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個人情報の取扱いに関する同意条項

本会員申込人および家族会員申込人（以下、「申込人等」という。）は、

105BESTIO 入会申込書および 105BESTIO 保証委託申込書、そう

ごうパックL－30（プラス）当座貸越契約書およびそうごうパック

L－30（プラス）保証委託契約書、ならびにこれに付随する一切の

契約等にかかる申込人等の個人情報に関し、以下の事項について同

意します。

また、申込人等は105BESTIOに関する保証会社は株式会社百五カー

ド、そうごうパックL－30（プラス）に関する保証会社は株式会社

百五カードおよび三菱UFJニコス株式会社（以下両社を「保証会社」

という）、105BESTIOの事務受託会社は株式会社百五カードおよび

三菱UFJニコス株式会社（以下両社を「事務受託会社」という）で

あることを確認します。

Ⅰ　百五銀行に関する同意条項

第 1 条（個人情報の利用目的）

1．申込人等は、百五銀行（以下「銀行」という）が、個人情報

の保護に関する法律 ( 平成 15 年法律第 57 号 ) にもとづき、申

込人等の個人情報を下記業務および利用目的の達成に必要な

範囲で利用することに同意します。

業

務

内

容

①預金業務、為替業務、両替業務、融資業務、外国為替業務
　およびこれらに付随する業務
②公共債の窓口販売業務、投資信託の窓口販売業務、金融商
　品仲介業務、社債業務、保険販売業務、信託業務、クレジッ
　トカード業務等、法律により銀行が営むことができる業務
　およびこれらに付随する業務　
③その他銀行が営むことができる業務およびこれらに付随す
　る業務（今後取扱いが認められる業務を含む）

利

用

目

的

銀行および有価証券報告書等に記載されている銀行の連結子
会社や提携会社の金融商品やサービスに関し、下記利用目的
に利用いたします（注１）。なお、特定の個人情報の利用目的
が、法令等にもとづき限定されている場合には、当該利用目
的以外で利用いたしません（注２）。
①各種金融商品の口座開設等、金融商品やサービスの申込の
　受付のため
②犯罪収益移転防止法にもとづくご本人さまの確認等や、金
　融商品やサービスをご利用いただく資格等の確認のため
③預金取引や与信取引等における期日管理・債権管理業務等、
　継続的なお取引における管理のため
④与信取引のお申込みや継続的なご利用等に際しての判断の
　ため
⑤金融商品取引法にもとづく有価証券・金融商品の勧誘・販
　売、サービスの案内を行うため
⑥適合性の原則等に照らした判断等、金融商品やサービスの
　提供にかかる妥当性の判断のため
⑦与信事業に際して、個人情報を加盟する個人信用情報機関
　に提供する場合等、適切な業務の遂行に必要な範囲で第三
　者に提供するため
⑧他の事業者等から個人情報の処理の全部または一部につい
　て委託された場合等において、委託された当該業務を適切
　に遂行するため
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利

用

目

的

⑨お客さまとの契約や法律等にもとづく権利の行使や義務の
　遂行のため
⑩市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実施等による
　金融商品やサービスの研究や開発のため
⑪ダイレクトメールの発送等、金融商品やサービスに関する各
　種ご提案のため
⑫連結子会社や提携会社等の商品やサービス等の各種ご提案の
　ため
⑬各種お取引の解約やお取引解約後の事後管理のため
⑭お客さまに対し取引結果、預り残高等の報告を行うため
⑮その他、お客さまとのお取引を適切かつ円滑に履行するため

（注１）利用する項目、連結子会社等の範囲等詳細につきましては、

店頭または銀行のホームページ (https://www.hyakugo.

co.jp/) 等をご確認ください。なお、利用目的を変更する

場合は、店頭および上記ホームページ等にて公表いたします。

（注２）法令等にもとづき限定されているのは、以下のとおりです。

　　　　◇銀行法施行規則第１３条の６の６等により、個人信用

　　　 情報機関から提供を受けた資金需要者の借入金返済能

　　　 力に関する情報は、資金需要者の返済能力の調査以外

　　　 の目的に利用・第三者提供いたしません。

　　　　◇銀行法施行規則第１３条の６の７等により、人種、信

　　　 条、門地、本籍地、保険医療または犯罪経歴について

　　　 の情報等の特別の非公開情報は、適切な業務運営その

　　　 他の必要と認められる目的以外の目的に利用・第三者

　　　 提供いたしません。

2．申込人等は保証会社ならびに事務受託会社が第２条の範囲で、

申込人等の個人情報を利用することに同意します。

第 2 条（第三者提供に関する同意）

第

三

者

提

供

1．申込人等は、本申込み及び本取引にかかる情報を含む下
記の情報が、保証会社または事務受託会社における本申
込の受付、資格確認、保証の審査、保証の決定、保証取
引の継続的な管理、加盟する個人信用情報機関への提供、
法令等や契約上の権利の行使や義務の履行、市場調査等
研究開発、取引上必要な各種郵便物の送付、金融商品や
サービスの各種ご提案、その他申込人等との取引が適切
かつ円滑に履行されるために当行より保証会社または事
務受託会社に提供されることに同意します。

　　①氏名、住所、連絡先、家族に関する情報、勤務先に関
　する情報、資産・負債に関する情報、借入要領に関す
　る情報等、本申込書および付属書面等本申込みにあた
　り提出する書面に記載の全ての情報

　　②銀行における借入残高、借入期間、金利、弁済額、弁
　済日等本取引に関する情報

　　③銀行における預金残高情報、他の借入金の残高情報・
　返済状況等、申込人等の百五銀行における取引情報（過
　去のものを含む）

　　④延滞情報を含む本取引の弁済に関する情報
　　⑤銀行が保証会社に対して代位弁済を請求するにあたり

　必要な情報
2．また、本申込み及び本取引にかかる情報を含む申込人等

に関する下記情報が、銀行における保証審査結果の確認、
保証取引の状況の確認、代位弁済の完了の確認のほか、
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第

三

者

提

供

　　本取引及び他の与信取引等継続的な取引に関する判断お
よびそれらの管理、加盟する個人信用情報機関への提供、
法令等や契約上の権利の行使や義務の履行、市場調査等研
究開発、取引上必要な各種郵便物の送付、金融商品やサー
ビスの各種ご提案その他申込人等との取引が適切かつ円滑
に履行されるために、保証委託先より銀行に提供されます。

　　①氏名、住所、連絡先、家族に関する情報、勤務先に関す
　る情報、資産・負債に関する情報、借入要領に関する情
　報等、本申込書ならびに付属書面等本申込みにあたり提
　出する書面に記載の全ての情報

　　②保証委託先での保証審査の結果に関する情報
　　③保証番号や保証料金額等、保証委託先における取引に関

　する情報
　　④保証委託先における、保証残高情報、他の取引に関する

　情報等、銀行における取引管理に必要な情報
　　⑤銀行の代位弁済請求に対する代位弁済完了に関する情報

　等、代位弁済手続きに必要な情報
　　⑥代位弁済完了後の返済状況等に関する情報

105BESTIO KIPS およびKIPS PiTaPa カードをお申し込
みされる場合は、提携会社（近鉄グループホールディン
グス株式会社および株式会社スルッとKANSAI）に申込
書等の記載事項およびカード発行後の取引内容等の情報
が提供され、与信管理・付帯サービス提供等適切な業務
の遂行に必要な範囲で利用されることに同意します。

○ローン等の債権は、債権譲渡・証券化といった形式で、他
の事業者等に移転することがあります。その際、申込人等
の個人情報が当該債権譲渡または証券化のために必要な範
囲内で、債権譲渡先または証券化のために設立された特定
目的会社等に提供され、債権管理・回収等の目的のために
利用されることに同意します。

第 3 条（個人信用情報機関の利用等に関する同意）

1．申込人等は、銀行が加盟する個人信用情報機関および同機関

と提携する個人信用情報機関に照会し、申込人等の個人情報

（当該各機関の加盟会員によって登録される契約内容、返済

状況等の情報のほか、当該各機関によって登録される不渡情

報、破産等の官報情報等を含む。）が登録されている場合には、

銀行がそれを与信取引上の判断（支払能力・返済能力または

転居先の調査をいう。ただし、支払能力・返済能力に関する

情報については支払能力・返済能力の調査の目的に限る。以

下同じ。）のために利用することに同意します。

2．銀行がこの申込みに関して、銀行の加盟する個人信用情報機

関を利用した場合、申込者は、その利用した日および本申込

みの内容等が同機関に下表に定める期間登録され、同機関の

加盟会員によって自己の与信取引上の判断のために利用され

ることに同意します。

3．銀行が加盟する個人信用情報機関の名称、問い合わせ電話番

号は下記のとおりです。また、本契約期間中に新たに個人信

用情報機関に加盟し、登録・利用する場合は、別途、書面に

より通知し、同意を得るものとします。

　銀行が加盟する個人信用情報機関

　名　称：全国銀行個人信用情報センター
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　電話番号：03-3214-5020

　ホームページアドレス：https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/

　※全国銀行個人信用情報センターの加盟資格、加盟企業名

　 等の詳細は、上記の同社のホームページをご覧ください。

　　名　　称：株式会社シー・アイ・シー（割賦販売法に基

　　　　　　づく指定信用情報機関）

　　電話番号：0120-810-414

　　ホームページアドレス：https://www.cic.co.jp/　　

※㈱シー・アイ・シーの加盟資格、加盟企業名等の詳細は、

上記の同社のホームページをご覧ください。

※そうごうパックＬ－３０（プラス）の場合、㈱シー・アイ・

シーは銀行が加盟する個人信用情報機関（全国銀行個人信

用情報センター）と提携する個人信用情報機関となります。

名　　称：株式会社日本信用情報機構

電話番号：0570-055-955

ホームページアドレス：https://www.jicc.co.jp/　

※㈱日本信用情報機構の加盟資格、加盟企業名等の詳細は、

上記の同社のホームページをご覧ください。

第 4 条（個人信用情報機関への登録等に関する同意）

1．申込人等は、下記の個人情報（その履歴を含む。）が、銀行が

加盟する個人信用情報機関に登録され、同機関および同機関

と提携する個人信用情報機関の加盟会員によって自己の与信

取引上の判断（支払能力・返済能力または転居先の調査をいう。

ただし、支払能力・返済能力に関する情報については支払能力・

返済能力の調査の目的に限る。）のために利用されることに同

意します。

登録情報

登録の期間

全国銀行個人信用
情報センター
（KSC）

株式会社
シー・アイ・シー

（CIC）

株式会社
日本信用情報機構

（JICC）

①
本人を特定するた
めの情報

下記の情報のいずれかが登録されている期間

②
本契約に係る申込
みをした事実

当機関に照会した日
から１年を超えない
期間

当機関に照会した日
から６ヶ月間

照会日から 6ヶ月以内

③
本契約に係る客観
的な取引事実

契約期間中および契
約終了日（完済日）
より５年を超えない
期間

契約期間中および契
約終了後５年以内

契約継続中および契約
終了後 5 年以内（ただ
し、債権譲渡の事実に
係る情報については当該
事実の発生日から1年以
内）

④
本契約に係る債務
の支払いを延滞等
した事実

契約期間中および契
約終了日（完済日）
より５年を超えない
期間

契約期間中および契
約終了後５年間

契約継続中および契約
終了後5年以内
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⑤ 官報情報
破産手続開始決定等
を受けた日から 7 年
を超えない期間

⑥
登録情報に関する
苦情を受け、調査
中である旨

当該調査中の期間

⑦
本人確認書類の紛
失・盗難、貸付自粛
等の本人申告情報

本人から申告のあっ
た日から５年を超え
ない期間

2． 申込人等は、前項の個人情報が、その正確性・最新性維持、

苦情処理、個人信用情報機関による加盟会員に対する規則遵

守状況のモニタリング等の個人情報の保護と適正な利用の確

保のために必要な範囲内において、個人信用情報機関および

その加盟会員によって相互に提供または利用されることに同

意します。

3． 銀行が加盟する個人信用情報機関の名称、問い合わせ電話番

号は下記のとおりです。また、本契約期間中に新たに個人信

用情報機関に加盟し、登録・利用する場合は、別途、書面に

より通知し、同意を得るものとします。なお、個人信用情報

機関に登録されている情報の開示は、各機関で行います。（銀

行ではできません）

　銀行が加盟する個人信用情報機関

　名　　称：全国銀行個人信用情報センター

　電話番号：03-3214-5020

　ホームページアドレス：https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/

　※全国銀行個人信用情報センターの加盟資格、加盟企業名

　 等の詳細は、上記の同社のホームページをご覧ください。

　　名　　称：株式会社シー・アイ・シー

　　電話番号：0120-810-414

　　ホームページアドレス：https://www.cic.co.jp/

　※㈱シー・アイ・シーの加盟資格、加盟企業名等の詳細は、

　上記の同社のホームページをご覧ください。

　※そうごうパックＬ－３０（プラス）の場合、㈱シー・アイ・

　シーは銀行が加盟する個人信用情報機関（全国銀行個人　

　信用情報センター）と提携する個人信用情報機関となります。

　　名　　称：株式会社日本信用情報機構

　　電話番号：0570-055-955

　　ホームページアドレス：https://www.jicc.co.jp/

　※㈱日本信用情報機構の加盟資格、加盟企業名等の詳細は、

　上記の同社のホームページをご覧ください。

4．前項に記載されている銀行が加盟する個人信用情報機関に登

録する情報は下記のとおりです。

①全国銀行個人信用情報センター

　氏名、生年月日、住所、電話番号、勤務先、契約の種類、

契約日、利用可能枠、支払回数、利用残高、支払状況、等。

②株式会社シー・アイ・シー

　氏名、生年月日、住所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、

運転免許証等の記号番号等本人を特定するための情報、等。
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　契約の種類、契約日、契約額、貸付額、商品名およびその

数量 / 回数 / 期間、支払回数等契約内容に関する情報、等。

　利用残高、割賦残高、年間請求予定額、支払日、完済日、

延滞等支払い状況に関する情報、等。

③株式会社　日本信用情報機構

　氏名、生年月日、住所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、

運転免許証等の記号番号等本人を特定するための情報、等。

　契約の種類、契約日、契約額、貸付額、商品名およびその

数量／回数／期間、支払回数等契約内容に関する情報、等。

　利用残高、割賦残高、年間請求予定額、支払日、完済日、

延滞等支払い状況に関する情報、等。

第 5 条（個人情報の利用・提供の停止）

1．銀行は、第１条（個人情報の利用目的）規定している利用目

的のうち、次に規定するものについては、申込人等から個人

情報の利用・提供の停止の申し出があったときは、遅滞なく

それ以降の当該目的での利用・提供を停止する措置をとります。

　　銀行が行う宣伝・広告等印刷物の送付および提携先の宣伝・

広告等印刷物の銀行の発送物への同封等による送付。ただし、

利用明細等、銀行が必要であると認める取引書類の余白に印

刷されているものや、これらに付随して一律に送付されるも

のは、停止することはできません。

2．前項の利用・提供の停止の手続については、銀行のホームペー

ジに掲載いたします。

第 6 条（開示・訂正等）

個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）第 25

条から第 27 条に規定する開示、訂正等および前条に規定する

利用・停止の手続については、銀行のホームページに記載い

たします。なお、第 3 条に規定する個人信用情報機関に登録

されている情報の開示は、各機関で行います（銀行ではでき

ません。）

第 7 条（不同意の場合の取扱い）

銀行は、本申込みに必要な記載事項を申込書に記載いただけ

ない場合または本同意書の全部もしくは一部に同意いただけ

ない場合は、本申込による契約をお断りすることがあります。

第 8 条（本契約が不成立の場合）

本契約が不成立であっても本申込をした事実は、当該契約不

成立の理由の如何を問わず一定期間利用されますが、それ以

外に利用されることはありません。

以　　上
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Ⅱ　保証会社（株式会社百五カード）に関する同意条項

第 1 条（個人情報の取得・保有・利用）
1．申込人および連帯保証人（予定者を含む。以下同じ）は、本

約款に基づく保証委託契約（契約の申込みを含む。以下同じ。）
を含む保証会社との取引の与信判断および与信後の管理のた
め、以下の情報（以下これらを総称して「個人情報」と称し
ます。）を保証会社が保護措置を講じた上で取得・保有・利用
することに同意します。
①保証委託契約申込時や契約成立後に申込人および連帯保証
　人が届け出た、申込人および連帯保証人の氏名、性別、生
　年月日、住所、電話番号、Ｅメールアドレス、勤務先、家
　族構成、住居状況等、運転免許証等の記号番号等、申込人
　および連帯保証人の属性に関する情報（これらの情報に変
　更が生じた場合、変更後の情報を含む。以下同じ。）。
②保証委託契約申込日、契約成立日、保証委託金額等、本約
　款に基づく保証委託契約の内容に関する事項
③本約款に基づく保証委託取引状況・取引履歴、支払開始後
　の取引残高、取引明細、月々の返済状況、および電話等で
　の問合せ等により知り得た情報。
④本約款に基づく保証委託取引に関する申込人および連帯保
　証人の支払能力・返済能力を調査するため、または支払途
　上における支払能力・返済能力を調査するため、申込人お
　よび連帯保証人が申告した申込人および連帯保証人の資産、
　負債、収入、支出、ならびに本約款に基づく保証委託契約
　以外の申込人および連帯保証人との契約における申込人お
　よび連帯保証人のカードおよびローン等の利用・支払履歴。
⑤申込人および連帯保証人が提出した、確定申告書（写）等、
　所得を証明する書類の記載事項
⑥申込人および連帯保証人または公的機関等から、適法かつ
　適正な方法により取得した、住民票等公的機関等が発行す
　る書類の記載事項
⑦犯罪による収益の移転防止に関する法律に基づく本人確認
　書類の記載事項
⑧官報、電話帳、住宅地図等において公開されている情報

2．保証会社は、本約款に基づく保証委託契約に関する与信業務
の一部または全部を保証会社の提携先企業に委託する場合、
個人情報の保護措置を講じた上で、第 1 項により取得した個
人情報を当該提携先企業に提供し当該提携先企業が利用する
ことがあります。

3．保証会社は、保証会社の事務（コンピュータ事務およびこれ
らに付随する事務等）を第三者に業務委託（契約に基づき当
該委託先が別企業に再委託する場合も含む。）する場合、個人
情報の保護措置を講じた上で、第 1 項により取得した個人情
報を当該業務委託先に提供し、当該企業が利用することがあ
ります。

第 2 条（個人情報の銀行宛提供と利用）
申込人および連帯保証人は、保証会社が第 1 条第 1 項に基づ
き取得した個人情報を、保護措置を講じたうえで銀行等に提
供し、銀行等が与信判断および与信後の管理のために利用す
ることに同意します。

第 3 条（個人信用情報機関への登録・利用）
1．申込人および連帯保証人は保証会社が加盟する個人信用情報

機関（個人の支払能力・返済能力に関する情報の収集および
加盟会員に対する当該情報の提供を業とする者、以下「加盟
信用情報機関」と称します。）および当該機関と提携する個人
信用情報機関（以下、「提携信用情報機関」と称します。）に
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照会し、申込人および連帯保証人の個人情報（官報等におい
て公開されている情報、登録された情報に関し申込人および
連帯保証人から苦情を受け調査中である旨の情報、本人確認
資料の紛失・盗難等にかかり申込人および連帯保証人から申
告された情報、電話帳記載の情報など、加盟信用情報機関お
よび提携信用情報機関のそれぞれが独自に収集・登録する情
報を含みます。）が登録されている場合には、保証会社が、申
込人および連帯保証人の本契約を含む保証会社との与信取引
にかかる支払能力・返済能力の調査および与信判断ならびに
与信後の管理（転居先の調査等を含みます。）のために、そ
の個人情報を利用することに同意します。但し、申込人およ
び連帯保証人の支払能力・返済能力に関する情報については、
申込人および連帯保証人の支払能力・返済能力の調査の目的
に限り、保証会社が利用することに同意します。

2．申込人および連帯保証人は、本約款に基づく保証委託契約に
関する客観的な取引事実に基づく個人情報が、保証会社によ
り加盟信用情報機関に本約款末尾の表に定める期間登録され、
加盟信用情報機関および提携信用情報機関の加盟会員により、
申込人および連帯保証人の支払能力・返済能力に関する調査
および与信判断ならびに与信後の管理（転居先の調査等を含
む。）のために、利用されることに同意します。但し、申込人
および連帯保証人の支払能力・返済能力に関する情報は、申
込人および連帯保証人の支払能力・返済能力の調査の目的に
限り、利用されることに同意します。

3．申込人および連帯保証人は、加盟信用情報機関に登録されて
いる個人情報が、加盟信用情報機関および保証会社により、
正確性および最新性の維持、苦情処理、加盟会員に対する規
制遵守状況のモニタリング等加盟信用情報機関における個人
情報の保護と適正な利用確保のために必要な範囲において、
相互に提供され、利用されることに同意します。

4．申込人および連帯保証人は、加盟信用情報機関および提携信
用情報機関の名称、住所、問合せ電話番号、およびホームペー
ジアドレス、加盟企業の概要が本約款末尾に記載されている
ことを確認します。また、申込人および連帯保証人は、保証
会社が本契約期間中に新たに個人信用情報機関に加盟し、登
録・利用する場合は、保証会社が、別途、書面により申込人
および連帯保証人に通知のうえ同意を得る手続きを行うこと
に異議ありません。

5．前項の加盟信用情報機関に登録される情報は、氏名、生年月日、
住所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、運転免許証等本
人確認書類の記号番号等、契約の種類、契約日、保証委託金額、
保証残高、支払方法、支払状況等その他本約款末尾の表に定
める、加盟信用情報機関指定の情報であることに異議ありま
せん。

第 4 条（個人情報の公的機関等への提供）
申込人および連帯保証人は、保証会社が各種法令の規定によ
り提供を求められた場合、およびそれに準ずる公共の利益の
ため必要がある場合、公的機関等に個人情報を提供すること
に同意します。また、保証会社が本約款に基づく保証委託契
約を含む保証会社との取引の与信判断および与信後の管理の
ため、住民票等公的機関等が発行する書類を取得するに際し、
公的機関等から個人情報の提供を求められた場合、当該個人
情報を提供することに同意します。

第 5 条（個人情報の開示・訂正・削除）
1．申込人および連帯保証人は、保証会社、加盟信用情報機関に

対して、個人情報の保護に関する法律の定めるところにより
各社の保有する自己に関する個人情報を開示するよう請求す
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ることができます。
①保証会社に開示を求める場合には、本約款末尾に記載の保
　証会社お客様相談室に連絡するものとします。開示請求手
　続き（受付窓口、受付方法、必要な書類、手数料等）の詳
　細を知ることができます。また、次のホームページにても
　知ることができます。
　[ 百五カードホームページ　https://www.105card.co.jp/]
②加盟信用情報機関に開示を求める場合には、本約款末尾に
　記載の加盟信用情報機関に連絡するものとします。

2．万一、個人情報の内容が事実でないことが判明した場合には、
保証会社は個人情報の保護に関する法律に定めるところに従
い、すみやかに訂正または削除に応じます。

第 6 条（本同意条項に不同意の場合）
申込人および連帯保証人は、保証委託契約申込書の必要な記
載事項の記載を希望しない場合および本同意条項（変更後の
ものも含む）の内容の全部または一部を承認できない場合、
保証委託契約を断られたとしても異議ありません。

第 7 条（問い合わせ窓口）
申込人および連帯保証人は、保証会社が利用している申込人
および連帯保証人の個人情報の、保証会社における利用に関
するお問い合わせや開示・訂正・削除、またはご意見の申し
出は、本約款末尾記載の保証会社お客様相談室まで連絡する
ものとします。
なお、保証会社が、個人情報保護の徹底を推進する管理責任
者を設置していることを確認します。

第 8 条（本契約が不成立の場合）
申込人および連帯保証人は、本契約が不成立の場合であって
も本申込をした事実は、第 1 条、第 1 条の 3 第 2 項に基づき、
当該契約の不成立の理由の如何を問わず一定期間利用されま
すが、それ以外に利用されることがないことに同意します。

第 9 条（条項の変更）
保証会社は、本同意条項について法令に定める手続きに従い、
必要な範囲内で変更できるものとします。

［株式会社百五カードの加盟信用情報機関に登録される情報とそ
の期間 ]

登録情報

登録の期間

株式会社
シー・アイ・シー

（ＣＩＣ）

株式会社
日本信用情報機構

（JICC）

①
本人を特定するため

の情報
登録情報②③④のいずれかが登録されている期間

②
本契約に係る申込み

をした事実

保証会社が個人信用情

報機関に照会した日か

ら６ヶ月間

照会日から 6ヶ月以内

③
本契約に係る客観的

な取引事実

契約期間中および契約

終了日から５年以内

契約継続中および契約終

了後 5 年以内（ただし、

債権譲渡の事実に係る情

報については当該事実の

発生日から 1年以内）
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④

本契約に係る債務の

支払を延滞等した事

実

契約期間中および契約

終了日から５年間

契約継続中および契約

終了後5年以内

［株式会社百五カードの加盟信用情報機関の名称、問合せ電話番
号、およびホームページアドレス、加盟企業の概要 ]

名　称 電話番号 ホームページ（ＵＲＬ）

株式会社
シー・アイ・シー

（ＣＩＣ）
0120-810-414 https://www.cic.co.jp/

㈱シー・アイ・シーの加盟資格、加盟企業名等の詳細は、上記の
同社のホームページをご覧ください。

株式会社
日本信用情報機構

（JICC）
0570-055-955 https://www.jicc.co.jp/

㈱日本信用情報機構の加盟資格、加盟企業名等の詳細は、上記の
同社のホームページをご覧ください。

［株式会社百五カードの加盟信用情報機関の提携信用情報機関の
名称、問合せ電話番号、およびホームページアドレス、加盟企
業の概要 ]

名　称 電話番号 ホームページ（ＵＲＬ）

全国銀行個人信

用情報センター

（KSC）

03-3214-5020
https://www.zenginkyo. 

or.jp/pcic/

全国銀行個人信用情報センターの加盟資格、加盟企業名等の詳細

は、上記の同社のホームページをご覧ください。

※加盟する個人信用情報機関と提携する個人信用情報機関である
KSC の加盟会員により利用される個人情報は上記登録情報の
うち、 ①の ｢ 本人を特定するための情報 ｣ および④の「本契約
に係る債務の支払を延滞等した事実」となります。

［お問合せ・相談窓口］
　名　　称：株式会社百五カード　お客様相談室　
　住　　所：〒 514-0004
　　　　　　三重県津市栄町 3丁目 123 番地 1　栄町ビル 5階
　電話番号：059-227-3151（代表）

以　　上
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Ⅲ  保証会社（三菱ＵＦＪニコス株式会社）に関する同意条項

第１条（取引を遂行する目的での個人情報の取扱い）
1．三菱UFJ ニコス株式会社（以下「当社」といいます。）は、以

下の第 1 号および第 2 号に掲げる契約またはその申込みに係
る与信判断および与信後の管理その他以下の第 1 号および第
2 号までの契約に基づきもしくはこれに関連して行われる取引
（付帯サービス等、当社が提供するサービスに係るものを含
みます。）を遂行するため、本件個人情報を取得、保管、記録
および利用します。
(1) 本契約
(2) 私および連帯保証人予定者（以下これらを総称して「契約

者等」といいます。）と当社との間の本契約以外の契約
2．前項に定める本件個人情報とは、契約者等に係る個人情報の

うち、以下の各号のいずれかに該当する情報であって第 5 条
に掲げる情報以外のものをいいます。
(1) 氏名、性別、生年月日、住所、電話番号、Ｅメールアドレ

ス、職業、勤務先（その所在地および電話番号等を含む。）
および運転免許証その他の本人確認資料の記号番号その他
の契約者等の属性に関連する情報

(2) 契約者等の収入、資産並びに負債の種類、内容および金額
その他の契約者等の支払能力に関する情報

(3) 申込み日、契約日、契約およびカードの種別、取引の目的、
借入金額、利用可能枠および支払口座その他の本契約の申
込み、成立および内容に関する情報

(4) 本契約に基づく契約の契約日、金額、支払方式、支払回数、
利用加盟店名および手数料率その他の本契約に基づく契約
の申込み、成立および内容に関する情報

(5) 本契約または本契約に基づく契約により契約者等が負担す
る債務の弁済者を特定する事項、弁済日、弁済金額および
弁済方法その他の本契約または本契約の履行に関する情報

(6) 前各号に掲げる事項のほか、契約者等から申告を受けた情
報、当社ウェブサイト利用による情報、公開されている情
報その他の当社が適正な手段で取得した情報

(7) 映像、音声情報（個人の肖像、音声を磁気的または光学的
媒体等に記録したもの）

(8) 申込書記載の金融機関（以下「金融機関」といいます。）
から提供を受けた情報（金融機関が取得・保有する（1）、（3）、
（4）、（5）、（6）、（7）に掲げる個人情報、変更後のもの
を含みます。）および原契約に関する情報（契約額、融資
実行日、融資残高、債務の返済状況等）

3．契約者等は、当社に対して直接書面または電磁的記録の提供
の方法（以下「書面等」といいます。）により契約者等に係る
本件個人情報を提供するに関し、あらかじめ、第 1 項の利用
目的に同意します。

第２条（取引を遂行する目的以外の目的による本件個人情報の利用）
1．契約者等は、本件個人情報につき、以下の目的のために取得、

保有および利用することに同意します。
(1) 当社のクレジット関連事業における市場調査、商品開発
(2) 当社のクレジット関連事業における広告または宣伝のため

の書面等の送付および電話等による営業案内
(3) 当社が加盟店等から受託して行う広告または宣伝のための

書面の送付および電話等による営業案内
2．前項に定める、当社のクレジット関連事業とは、クレジットカー

ド、融資、信用保証等となります。事業内容の詳細につきま
しては、当社ウェブサイトにおいてご確認いただけます。
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第３条（第三者提供に関する同意）
1．契約者等は、当社が以下各号の情報を、与信判断および与信

後の管理のため、契約者等本人に代わって、金融機関に対し
て提供することに同意します。
(1) 本契約の申込みおよびその後の取引に係る情報（契約者等

が届け出た情報、および変更があった場合には変更後の情
報を含む）

(2) 当社での保証審査の結果に関する情報
(3) 当社における保証残高情報、他の保証取引に関する情報等、

金融機関における取引管理に必要な情報
(4) 代位弁済完了に関する情報等、代位弁済手続に必要な情報
(5) 代位弁済完了後の返済状況等に関する情報
２．契約者等は、金融機関が以下各号の情報を、与信判断お

よび与信後の管理のため、契約者等本人に代わって、当社
に対して提供することに同意します。

(1) 金融機関に対する融資の申込みおよびその後の届出に係る
情報（変更があった場合には変更後の情報を含む）

(2) 金融機関における借入残高、借入期間、金利、弁済額、弁
済日等取引に関する情報

(3) 金融機関における預金残高、他の借入金の残高、返済状況
等、契約者等の金融機関における取引情報（過去のものを
含む）

(4) 延滞情報を含む取引の弁済に関する情報
(5) 金融機関が当社に対して代位弁済を請求するに当たり必要

な情報
第４条（個人信用情報機関から個人情報の提供を受け利用するこ

　　  との同意等）
1．契約者等は、当社が、以下の各号に定める目的のため、当社

の加盟する個人信用情報機関（以下「加盟個人信用情報機関」
といいます。）および当該機関と提携する個人信用情報機関（以
下「提携個人信用情報機関」といいます。）に対して、契約者
等の個人情報を照会し、これら個人信用情報機関が契約者等
の個人情報が登録されている場合には、当該個人情報の提供
を受けてこれを利用することに同意するものとします。
(1) 契約者等の支払能力または返済能力を調査し、当社と契約

者等との間の本契約その他の与信取引に係る契約の申込み
につき審査するため

(2) 当社と契約者等との間の本契約その他の与信取引に係る契
約を締結した後の途上審査として契約者等の支払能力また
は返済能力を調査するため

(3) 当社と契約者等との間の本契約その他の与信取引に係る契
約につき、契約者等の支払能力または返済能力を調査し与
信後の管理を行うため

2．前項に定める、加盟個人信用情報機関または提携個人信用情
報機関から提供を受ける契約者等の個人情報には、当該個人
信用情報機関に加盟する与信事業者が、当該個人信用情報機
関に登録した個人情報のほか、官報、電話帳等一般に公開さ
れているものに掲載されている情報、登録された情報に関し
契約者等からの申し出により調査中である旨の情報、本人確
認書類の紛失または盗難の事実その他の契約者等から申告さ
れた情報が含まれます。

3．当社は、加盟個人信用情報機関または提携個人信用情報機関
に登録されている個人の支払能力または返済能力に関する情
報につき、割賦販売法または貸金業法に従い、支払能力また
は返済能力の調査の目的を達成するために必要な限度で利用
するものとし、他の目的のためには利用いたしません。
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第５条（個人信用情報機関に対する信用情報の提供等の同意）
1．契約者等は、当社が、本契約に関する客観的な取引事実にも

とづく契約者等の下表「登録情報」欄①②③④記載の個人情
報を加盟信用情報機関に提供し、加盟信用情報機関が下表に
定める期間登録されることに同意するものとします。

登録情報

登録期間

株式会社
シー・アイ・シー

（CIC）

株式会社
日本信用情報機構

（JICC）

①
本人を特定するため

の情報
登録情報②③④のいずれかが登録されている期間

②
本契約に係る申込み

をした事実

当社が個人信用情報機

関に照会した日から6ヵ

月間

照会日から 6ヵ月以内

③
本契約に係る客観的

な取引事実

契約期間中および契約

終了日から 5年以内

契約継続中および契約終

了後 5 年以内（ただし、

債権譲渡の事実に係る情

報については当該事実の

発生日から 1年以内）

④

本契約に係る債務の

支払いを延滞等した

事実

契約期間中および契約

終了日から 5年間

契約継続中および契約終

了後5年以内

2．当社が、加盟個人信用情報機関に登録する情報は、以下のと
おりです。
(1) 契約者等の氏名、性別、生年月日、住所、電話番号、勤務先、

勤務先電話番号、運転免許証または運転経歴証明書の番号
および本人確認書類の記号番号

(2) 契約の種類、契約日、利用可能枠、支払回数、利用残高、
割賦残高、年間請求予定額、月々の請求額、および支払額

(3) 支払の状況、遅延の有無その他取引事実に関する情報（債
権回収、債務整理、保証履行、強制解約、破産申立、債権
譲渡等を含みます）

(4) 前各号に掲げるもののほか、加盟個人信用情報機関が定め
る情報です。

3．契約者等は、加盟個人信用情報機関および提携個人信用情報
機関の加盟会員が、加盟個人信用情報機関から前項に定める
個人情報の提供を受け、契約者等の支払能力または返済能力
の調査の目的達成に必要な限度で利用することに同意するも
のとします。

4．契約者等は、加盟個人信用情報機関および当該機関の加盟会
員が、加盟個人信用情報機関に登録されている個人情報につ
いて、正確性および最新性の維持、苦情処理、加盟会員に対
する規制遵守状況のモニタリング等加盟個人信用情報機関に
おける個人情報の保護と適正な利用確保のために必要な範囲
において、個人情報を相互に提供し、利用することに同意す
るものとします。
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第６条（個人信用情報機関）
1．第 4 条第 1 項に規定する個人信用情報機関とは、個人の支払

能力または返済能力に関する情報の収集および当該機関の加
盟会員に対する当該情報の提供を業とする者をいいます。

2．当社の加盟個人信用情報機関は、以下のとおりです。

名　称 電話番号 ホームページ（ＵＲＬ）

株式会社

シー・アイ・シー

（CIC）

0120-810-414 https://www.cic.co.jp/

株式会社

日本信用情報機構

（JICC）

0570-055-955 https://www.jicc.co.jp/

＊株式会社シー・アイ・シー（ＣＩＣ）は、割賦販売法およ
び貸金業法に基づき指定を受けた信用情報機関です。

＊株式会社日本信用情報機構（ＪＩＣＣ）は、貸金業法に基
づき指定を受けた信用情報機関です。

3．当社が本契約期間中に新たに個人信用情報機関に加盟し、契
約者等の情報の提供を受けまたは登録する場合には、法令に
基づく場合を除き、別途、契約者等から書面等により同意を
得るものとします。

4．提携個人信用情報機関は、以下のとおりです。

名　称 電話番号 ホームページ（ＵＲＬ）

全国銀行個人信用

情報センター
03-3214-5020

https://www.zenginkyo.

or.jp/pcic/

5．加盟個人信用情報機関および提携個人信用情報機関の業務内
容、加盟資格、加盟会員企業名等の詳細は、各機関のホームペー
ジをご覧ください。

第７条（個人情報の開示・訂正・削除）
1．契約者等は、当社に対し、個人情報の保護に関する法律（平

成 15 年法律第 57 号）に定めるところに従い、自己に関する
個人情報を開示等するよう請求することができます。開示等
の請求をする場合には、第 12 条記載のお問合せ窓口にご連絡
ください。受付窓口、受付方法、必要な書類、手数料等の開
示等の請求の手続きの詳細についてお答えします。また、開
示等の請求手続きにつきましては、当社ウェブサイトにてご
確認いただけます。

2．契約者等は、加盟個人信用情報機関の定めるところに従い、
自己に関する登録された個人情報を開示するよう求めること
ができます。この場合の手続きその他の必要事項については、
第 6 条第 2 項に記載の加盟個人信用情報機関に連絡してくだ
さい。

3．当社が保有する個人情報または当社が加盟個人信用情報機関
に登録した個人情報の内容が事実でないことが判明した場合
には、当社は、個人情報の保護に関する法律に定めるところ
に従い、すみやかに訂正または削除に応じます。

第８条（本同意条項に不同意の場合）
1．契約者等が、本同意条項第 1 条第 3 項、第 3 条、第 4 条第 1

項または第 5条各項の同意条項に同意しない場合には、当社は、
契約者等の本契約および本契約以外の信用供与に係る契約の
申込みを拒みまたは締結済みの信用供与契約を解除すること
ができるものとします。

2．契約者等は、本同意条項のうち、前項に掲げる各条項に基づ
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く同意につき、撤回することはできません。
3．契約者等が、第 2 条第 1 項の目的に同意せずまたは同意を撤

回した場合であっても、当社は、これを理由として本契約も
しくは本契約以外の信用供与契約の申込みを拒みまたはこれ
らの契約を解除することはありません。ただし、これにより、
当社または当社の加盟店等の商品・サービス等の提供ならび
に営業案内を受けられない場合があります。

第９条（第 2 条第 1 項の同意の撤回）
1．契約者等が、当社所定の手続きにより第 2 条第 1 項の同意を

撤回した場合には、当社は、速やかに、当該契約者等に係る
個人情報につき、第 2 条第 1 項各号の目的での利用を中止す
る措置をとるものとします。

2．第 2 条第 1 項の同意の撤回の手続きについては、第 12 条記載
のお問合せ窓口にお問い合わせください。

3．第 1 項の規定にかかわらず、以下の各号に該当する場合には、
当社は当該各号に定める限度で、第 2 条第 1 項各号の利用目
的による個人情報の取扱いを行うことができるものとします。

(1)
第 2 条第 1 項各号に
定める目的での利用

同意の撤回の申し出を受け付けた後、
当該申し出に対応して利用を中止す
る措置を完了するまでの間

(2)

第 2 条第 1 項第 2 号
または第 3 号のうち、
広告または宣伝のた
めの書面の送付

広告または宣伝を目的とした書面が、
カード送付状、ご利用代金明細書そ
の他業務上必要な送付物に同封され
て送付される場合

第１０条（契約不成立または終了した場合における個人情報の利
　　　　　用）
1．契約が不成立の場合であっても、その申込者に係る情報は、

第 1 条、第 4 条および第 5 条に定める範囲で利用または提供
されます。

2．契約が終了した場合には、その終了の理由がどのようなもの
であるかにかかわらず、当社は第 1 条に定める目的で契約者
等の個人情報を保有し、利用します。

第１１条（個人情報の公的機関等への提供）
契約者等は、当社が各種法令の規定により提出を求められた
場合およびそれに準ずる公共の利益のために必要がある場合、
公的機関等に個人情報を提供することに同意します。

第１２条（お問合せ窓口）
個人情報の開示・訂正・削除についてのお問合せや提供・利
用中止、その他のご意見の申出につきましては、下記ファイ
ナンスコールセンターにご連絡ください。なお、当社では個
人情報保護の徹底を推進する管理責任者として個人情報保護
総轄管理者を設置しております。

三菱ＵＦＪニコス株式会社　（URL）https://www.cr.mufg.jp/
ＤＣカードコールセンター　
〒 150-0043　東京都渋谷区道玄坂 1-3-2 渋谷三菱ビル
東京：ＴＥＬ　03-3770-1177
大阪：ＴＥＬ　06-6533-6633

第１３条（条項の変更）
本同意条項は法令に定める手続きに従い、必要な範囲内で変
更できるものとします。

以　　上
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総合口座当座貸越ローン　ローン規定

＜第１章　一般条項＞
1（取引方法）
（1）本ローン規定は、「そうごうパックＬ－３０（プラス）」取

引および「そうごうパックＬ－５０」取引（以下「この取引」

という。）に適用されます。
（2）この取引は、株式会社百五銀行（以下「当行」という。）本

支店のうち１か店のみで行うことができるものとします。
（3）この取引を行うに際しては、取引用口座（以下「指定口座」

という。）として総合口座を使用するものとし、本規定のほ
か総合口座取引規定の各条項に従うものとします。

（4）この取引による当座貸越は、上記指定口座の普通預金に残
高がない場合（指定口座に、総合口座取引規定に定める貸
越金の担保となる定期預金および国債等がある場合は、当
座貸越の極度額を超える場合）に利用するものとします。

（5）指定口座の普通預金に対し各種料金等の自動支払の請求が
あり、（４）に該当する場合は、この取引による当座貸越に
より借入れ、借入金は自動支払の決済に充当されるものと
します。

（6）この取引は、指定口座の普通預金について発行されたキャッ
シュカードにより現金自動支払機を使用して借入れるほか、
普通預金払戻請求書により借入れるものとします。この場
合、キャッシュカード取引規定および総合口座取引規定に
従うものとします。

（7）この取引による貸越金がある場合に、指定口座に貸越金の
担保となる定期預金および国債等を預け入れた（追加預け
入れを含む）ときは、この取引による貸越金を総合口座の
当座貸越極度額（追加預け入れの場合は極度額の増加）の
範囲内で総合口座取引規定による貸越金として取扱うもの
とします。

（8）指定口座の貸越金の担保となっている定期預金および国債
等を解約したことにより、総合口座取引による貸越金残高
が総合口座の当座貸越極度額を超える場合、超える金額は
後記４の貸越極度額の範囲内でこの取引の貸越金として取
扱うものとします。

２（取引期間）
（1）この取引による当座貸越契約の有効期間は、この約定締結

の日から１年間とします。ただし期間満了日の前日までに
当事者の一方から契約を延長しない旨の意思表示がない場
合には、この期間はさらに同期間延長するものとし、以後
も同様とします。

（2）当行が（１）の期間延長に関する審査等のため資料の提供
または報告を求めたときには、借主は直ちにこれに応じる
ものとします。なお、財産、収入等について重大な変化が
生じたとき、または生じるおそれのあるときは、当行に報
告するものとします。

（3）期間満了日の前日までに当事者の一方から期間を延長しな
い旨の申出がなされた場合は次のとおりとします。
①期間満了の翌日以降この取引による当座貸越は受けられ
　ません。
②貸越元利金はこの取引規定の各条項に従い返済し、貸越
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　元利金が完済された日にこの取引は当然に解約されるも
　のとします。
③期間満了日に貸越元利金がない場合は期間満了日の翌日
　にこの取引は当然に解約されるものとします。

３（取引期間の年齢制限）
　　 ２（1）にかかわらず、この取引による当座貸越契約の有効

期間は、借主の満 71 歳の誕生日が属する月の月末営業日ま
でとします。その後の手続きは、２（3）と同様とします。

４（貸越極度額）
（1）この取引の貸越極度額は「契約書」記載の借入極度額のと

おりとします。借主は貸越極度額の範囲内で繰返し借入れ
ができます。なお、当行がやむを得ないものと認めてこの
極度額を超えて当座貸越を行った場合も、この規定の各条
項が適用されるものとします。その場合は当行から請求が
あり次第、直ちに貸越極度額を超える金額を支払うものと
します。

（2）当行は（1）にかかわらず、この取引の貸越極度額を変更で
きるものとします。この場合当行は変更後の貸越極度額お
よび変更日を借主に通知するものとします。

５（貸越金利息等）
（1）この取引による貸越金利息（この取引のために当行が負担

する株式会社百五カードおよび三菱ＵＦＪ二コス株式会社
（以下「保証会社」という。）の保証料相当金額を含む）は
付利単位を 100 円とし、毎年２月と８月の当行所定の日に
所定の利率（当行所定の貸越利率に保証会社の保証料率を
合算したもの）、方法により計算のうえ、指定口座の普通預
金から引落しまたは貸越金元金に組入れるものとします。

（2）当行に対する債務を履行しなかった場合の損害金の割合は
年１４. ０％（年３６５日の日割計算）とします。

（3）金融情勢の変化その他相当の事由がある場合には、当行は
利率、及び損害金の割合を一般に行われる程度のものに変
更することができるものとします。

６（返済方法）
（1）この取引にもとづく貸越金は、指定口座の普通預金に受入

れまたは振込まれた資金（受入れた証券類の金額は決済さ
れるまでのこの資金から除く。）があったときに、貸越金
の残高に達するまで、貸越金の返済にあてることとします。
なお、総合口座取引による貸越金がある場合には、この取
引による貸越金から先に返済にあてることとします。

（2）前記４に規定する貸越極度額を超えて貸越した場合におい
て、指定口座の普通預金に受入れまたは振込まれた資金（受
入れた証券類の金額は決済されるまでこの資金から除く。）
があるときは、極度額を超える金額につき、当行は各種料
金等の支払に優先してこの取引の返済にあてることができ
るものとします。
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７（諸費用の引き落とし）
この取引による当行の定める印紙代等の費用は、当行所定
の日、方法により指定口座から普通預金、総合口座通帳、
同払戻請求書によらず引き落としできるものとします。

８（期限前の全額返済義務）
（1）借主は次の各号の事由が一つでも生じた場合に貸越元利金

があるときは、当行からの通知、催告等がなくても貸越元
利金の全額について弁済期が到来するものとし、直ちに貸
越元利金全額を支払うものとします。
①次のいずれかの事由に該当するとき。なお、この場合当
　行は、貸越を停止するものとします。

ア . 当行における給与振込または年金振込が停止し、今後
の振込が見込めず、１０５ＢＥＳＴＩＯ・百五ＤＣカー
ド・百五ＪＣＢカードのいずれかの引落契約・五大公
共料金および税金の口座振替契約が全て終了した場合

イ . 借主の満７１歳の誕生日が属する月の月末営業日を経
過した場合

②書面等による督促にもかかわらず、前記４に規定する貸
　越極度額を超えたまま２か月を経過したとき。
③保証会社から保証の中止または解約の申出があったとき。
④預金その他当行に対する債権について仮差押、保全差押
　または差押の命令、通知が発送されたとき。
⑤借主の責めに帰すべき事由によって行方不明となり、当
　行から借主に宛てた通知が届け出の住所に到達しなくなっ
　たとき。
⑥支払いを停止したとき、破産手続開始の申立もしくは再
　生手続開始の申立があったとき、あるいは申立予定であ
　ることを銀行が知ったとき、調停（特定調停を含む）の
　申立を行ったとき、もしくは、これらに準じた法的な手
　続開始の申立があったとき、あるいは申立予定であるこ
　とを銀行が知ったとき。
⑦手形交換所または電子債権記録機関の取引停止処分を受
　けたとき。

（2）借主は次の各号の事由が一つでも生じた場合に貸越元利金
があるときは、当行からの請求があり次第、貸越元利金は
全額について弁済期が到来するものとし、直ちに貸越元利
金全額を支払うものとします。
①当行に対する債務の一つでも期限に履行しなかったとき。
②当行との取引約定の一つでも違反したとき。
③公租公課を滞納して督促を受けたとき、または保全差押
　を受けたとき。
④刑事上の訴追を受けたとき。
⑤前各号のほか債権保全を必要とする相当の事由が生じた
　とき。

９（解約等）
（1）借主に前記８の（1）（2）各号の事由が一つでも生じた場合は、

当行はいつでも当座貸越を中止し、またはこの取引を解約
することができるものとします。

（2）この取引が解約された場合に貸越元利金があるときは、借

主は直ちにそれらを支払うものとします。
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１０（当行からの相殺、払戻充当）
（1）借主がこの取引による債務を履行しなければならない場合

には、当行は貸越元利金等と預金その他当行の負担する債
務とを、その債務の期限いかんにかかわらず、いつでも相
殺することができます。この場合、書面により通知するも
のとします。

（2）（1）の相殺ができる場合には、当行は所定の手続を省略し、
預金その他の諸預り金を払戻し、この取引の債務の返済に
あてることができるものとします。

（3）（1）または（2）によって相殺または払戻充当をする場合、
債権債務の利息および損害金の計算は、その期間を計算実
行の日までとし、預金の利率については預金規定の定めに
よります。ただし、期限未到来の預金の利息は、期限前解
約利率によらず約定利率により１年を３６５日とし、日割
で計算します。

１１（借主からの相殺）
（1）借主は支払期にある預金その他当行に対する債権とこの取

引による債務とを、その債務の支払期が未到来であっても、
相殺することができます。

（2）（1）により相殺する場合には、相殺通知は書面によるもの
とし、相殺した預金その他の債権の証書、通帳は、届出印
を押印した当行所定の払戻請求書と共に直ちに当行に提出
するものとします。

（3）（1）によって相殺した場合における債権債務の利息および
損害金の計算については、その期間を当行の計算実行の日
までとし、預金の利率については預金規定の定めによります。

１２（債務の返済等にあてる順序）
（1）この取引による債務のほかに当行に対する他の債務がある

場合に、債務の返済または前記１０により当行から相殺ま
たは払戻充当をするときは、当行はどの債務の返済、相殺
または払戻充当にあてるかを指定することができるものと
し、その指定に対しては借主は異議を述べることはできま
せん。

（2）①借主はこの取引による債務のほかに当行に対する他の債
務がある場合に、前記１１により借主から相殺するときは、
どの債務との相殺にあてるかを指定することができます。
②①による指定がなかったときは、当行がどの債務との相
殺にあてるかを指定することができるものとし、その指定
に対しては借主は異議を述べることはできません。

（3）（2）①の指定により債権保全上支障が生じるおそれがある
ときは、当行は遅滞なく異議を述べ、担保・保証の状況等
を考慮してどの債務との相殺にあてるかを指定することが
できるものとします。

（4）（2）②または（3）によって当行が指定する債務については、
その期限が到来したものとします。

１３（危険負担、免責条項等）
（1）当行に差し入れた契約書等が事変、災害等当行の責めに帰

すことのできない事情によって紛失、滅失または損傷した
場合には当行の帳簿、伝票等の記録にもとづいて債務を弁
済するものとします。なお、この場合、借主は当行の請求
により代りの証書等を差し入れるものとします。
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（2）この取引において払戻請求書、諸届その他の書類に使用さ
れた印影を届出の印鑑と相当の注意をもって照合し、相違
ないものと認めて取扱った上でそれらの書類につき、偽造、
変造その他の事故があってもそのために生じた損害につい
ては、当行は責任を負いません。

１４（届出事項の変更）
（1）借主は氏名、住所、印章、電話番号その他の届出事項に変

更があったときは直ちに書面によって契約店に届出るもの
とします。

（2）（1）の届出を怠ったため、当行に最後に届出のあった氏名、
住所にあてて当行が通知、または送付書類を発送した場合
には、延着しまたは到着しなかったときでも通常到達すべ
き時に到着したものとします。

１５（第三者による弁済）
　　　借主は、当行が第三者から弁済の申出を受けた場合、借主

の意思に反しないものとして取扱うことに同意します。
１６（成年後見人等の届け出）
（1）借主またはその代理人は、自身が家庭裁判所の審判により、

補助・保佐・後見が開始された場合には、直ちに成年後見
人等の氏名その他必要な事項を書面によって当行に届け出
るものとします。借主またはその代理人の成年後見人等に
ついて、家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開
始された場合も同様に届け出るものとします。

（2）借主またはその代理人は、自身が家庭裁判所の審判により、
任意後見監督人の選任がされた場合には、直ちに任意後見
人の氏名その他必要な事項を書面によって当行に届け出る
ものとします。

（3）すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、ま
たは任意後見監督人の選任がされている場合にも（1）（2）
と同様に当行に届け出るものとします。

（4）借主またはその代理人は、自身が（1）から（3）の届出事
項に取消または変更等が生じた場合にも同様に当行に届け
出るものとします。

（5）（1）から（4）の届出の前に生じた借主またはその代理人の
損害については、当行の責めに帰すべき事由による場合を
除き、当行は責任を負わないものとします。

１７（取引規定の変更）
（1）本規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化そ

の他相当の事由があると認められる場合には、当行ホーム
ページへの掲載による公表その他相当の方法で周知するこ
とにより、変更できるものとします。

（2）前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用さ
れるものとします。

１８（報告・調査）
（1）当行が債権保全上必要と認め、財産、収入等について、資

料の提供または報告を求めたときには、借主は直ちにこれ
に応じるものとします。

（2）借主は財産、収入等について重大な変化が生じたとき、ま
たは生じるおそれのあるときは、当行に報告するものとし
ます。

１９（合意管轄）
借主はこの取引に関して訴訟の必要が生じた場合には、当
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行本店の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とすること
に合意します。

２０（反社会的勢力の排除）
（1）借主は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった

ときから５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関
係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能
暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴
力団員等」という。）に該当しないこと、および次の各号の
いずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたって
も該当しないことを確約します。
①暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有
　すること
②暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる
　関係を有すること
③自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的また
　は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に
　暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること
④暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与
　するなどの関与をしていると認められる関係を有すること
⑤役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等
　と社会的に非難されるべき関係を有すること

（2）借主は、自らまたは第三者を利用して次の各号の一にでも
該当する行為を行わないことを確約します。
①暴力的な要求行為
②法的な責任を超えた不当な要求行為
③取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる
　行為
④風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信
　用を毀損し、または当行の業務を妨害する行為
⑤その他前各号に準ずる行為

（3）借主が、暴力団員等もしくは（1）各号のいずれかに該当し、
もしくは（2）各号のいずれかに該当する行為をし、または
（1）の規定にもとづく表明・確約に関して虚偽の申告をし
たことが判明し、借主との取引を継続することが不適切で
ある場合には、当行からの請求によって、借主はこの契約
によって負担するいっさいの債務について期限の利益を失
い、直ちに債務を弁済します。

（4）（3）の規定の適用により、借主に損害が生じた場合にも、
当行になんらの請求をしません。また、当行に損害が生じ
たときは、借主がその責任を負います。

（5）（3）の規定により債務の弁済がなされたときに、本約定は
失効するものとします。

＜第２章　個人情報の取扱いに関する同意条項＞
２１（個人信用情報機関への登録等）
（1）借主は、下記の個人情報（その履歴を含む。）が当行が加盟

する個人信用情報機関に登録され、同機関および同機関と
提携する個人信用情報機関の加盟会員によって自己の与信
取引上の判断（返済能力または転居先の調査をいう。ただし、
返済能力に関する情報については返済能力の調査の目的に
限る。）のために利用されることに同意します。
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全国銀行個人信用情報センター

登録情報 登録期間

氏名、生年月日、性別、住所（本人への郵便

不着の有無等を含む。）、電話番号、転勤先等

の本人情報

下記の情報のいずれかが登録さ

れている期間

借入金額、借入日、最終返済日等の本契約の

内容およびその返済状況（延滞、代位弁済、

強制回収手続、解約、完済等の事実を含む。）

本契約期間中および本契約終了

日（完済していない場合は完済

日）から 5年を超えない期間

銀行が加盟する個人信用情報機

関を利用した日および本契約ま

たはその申込みの内容等

当該利用日から 1年を超えない

期間

官報情報
破産手続開始決定等を受けた日

から 7年を超えない期間

登録情報に関する苦情を受け、

調査中である旨
当該調査中の期間

本人確認資料の紛失・盗難、貸

付自粛等の本人申告情報

本人から申告のあった日から５

年を超えない期間

㈱日本信用情報機構

登録情報 登録期間

本人を特定するための情報

契約内容に関する情報等が登録

されている期間
氏名、生年月日、性別、住所、電話

番号、勤務先、勤務先電話番号、運

転免許証等の記号番号等

契約内容に関する情報
契約継続中及び契約終了後５年

以内契約の種類、契約日、貸付日、

契約金額、貸付金額、保証額等

返済状況に関する情報
契約継続中及び契約終了後５年

以内入金日、入金予定日、残高金額、

完済日、延滞、延滞解消等

取引事実に関する情報 契約継続中及び契約終了後５年以内

（ただし、債権譲渡の事実に係る情報に

ついては当該事実の発生日から1年以内）
債権回収、債務整理、保証履行、

強制解約、破産申立、債権譲渡等

申し込みの事実に係る情報

照会日から 6か月以内
氏名、生年月日、電話番号、運転

免許証等の記号番号、並びに申込

日及び申込商品種類別等

（2）借主は、前項の個人情報が、その正確性・最新性維持、苦

情処理、個人信用情報機関による加盟会員に対する規則遵

守状況のモニタリング等の個人情報の保護と適正な利用の

確保のために必要な範囲内において、個人信用情報機関お

よびその加盟会員によって相互に提供または利用されるこ
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とに同意します。

（3）前 2 項に規定する個人信用情報機関は次のとおりです。各

機関の加盟資格、会員名等は各機関のホームページに掲載

されております。なお、個人信用情報機関に登録されてい

る情報の開示は、各機関で行います。（当行ではできません）

①銀行が加盟する個人信用情報機関

　全国銀行個人信用情報センター

　　https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/　　

　　TEL 03-3214-5020

　㈱日本信用情報機構

　　https://www.jicc.co.jp/

　　TEL 0570-055-955

②同機関と提携する個人信用情報機関

　㈱シー・アイ・シー

　　https://www.cic.co.jp/　　

　　TEL 0120-810-414

以　　上
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無担保ローン　保証委託約款

＜第 1 章　一般条項＞
第１条（委託の範囲）
1．申込人が株式会社百五カード（以下「保証会社」と称します。）

に委託する保証の範囲は、株式会社百五銀行（以下「銀行」
と称します。）から融資を受ける本ローンの借入金、利息、損
害金、その他一切の債務の全額とします。

2．前項の保証は保証会社が保証を適当と認め、これに基づいて
銀行等が融資を実行したとき（極度借入の場合は申込人が銀
行と取引を開始したとき）に成立するものとします。

3．前項の保証内容は、申込人が保証会社および銀行との間に締
結している本ローンにかかわる約定書（契約書、差入書を含
む）の各条項によるものとします。

第２条（代位弁済）
1．申込人が銀行との金銭消費貸借契約あるいは取引約定に違反

したため保証会社が銀行から保証債務の履行を求められたと
きは、申込人に対して通知、催告なくして弁済されても異議
ありません。

2．保証会社が求償権を行使する場合、申込人はこの約款の各条
項のほか、申込人が銀行との間に締結した金銭消費貸借契約
および取引約定の各条項が適用されるものとします。

第３条（求償権）
申込人は、保証会社の申込人に対する下記各号に定める求償
権について弁済の責に任じます。
①前条による保証会社の出損額
②保証会社が弁済した日の翌日から年 14.4％の割合（年 365
　日の日割計算）による遅延損害金
③保証会社がその債権保全あるいは実行のために要した費用
　の総額

第４条（求償権の事前行使）
1．申込人が下記各号の一つにでも該当したときは、第２条による

代位弁済前といえども求償権を行使されても異議ありません。
①弁済期が到来したときまたは被保証債務の期限の利益を
　失ったとき
②仮差押・差押もしくは競売の申請または破産手続開始・再
　生手続開始などの申立があったとき
③調停（特定調停を含む）の申立を行ったとき
④租税公課を滞納して督促を受けたとき、または保全差押を
　受けたとき
⑤支払いを停止したとき
⑥手形交換所の取引停止処分があったとき
⑦保証会社に対する債務のうち一つでも履行を怠ったとき
⑧債務整理（弁護士介入等）を開始したとき
⑨本約款第 15条に該当したとき
⑩その他債権保全のため必要と認められたとき

2．保証会社が前項により求償権を行使する場合、申込人は民法
第４６１条による抗弁権を主張しません。借入金債務または
償還債務について担保がある場合にも同様とします。

第 5 条（中止・解約・終了）
1．申込人が下記の各号の一つにでも該当したときは、保証会社

はいつでもこの保証を中止し、または解約することができま
す。この場合、銀行からその旨の事前または事後の通知をもっ
て保証会社の通知に代えるものとします。
①原債務または保証会社に対する債務の不履行があったとき
②信用情報機関の信用情報に基づき、保証会社が債権保全を
　必要とする相当の理由が生じたとき
③本約款第 15 条に該当したときまたは第 15 条に該当するに
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　もかかわらず虚偽の申告をしたことが判明した場合
④その他保証会社が債権保全のため必要と認めたとき

2．前項により保証会社から保証が中止または解約されたときは、
直ちに原債務の弁済その他必要な手続をとり、保証会社に負
担をかけません。

3．申込人と銀行との間の極度借入契約が終了した場合は、申込
人と保証会社との間の保証委託契約も当然に終了することと
します。この場合、申込人は、保証会社が保証委託契約証書を
申込人宛に返却しない取扱いをしたとしても異議ありません。

第 6 条（通知義務）
1．申込人または連帯保証人が、その住所、氏名、勤務先等に変

更を生じ、その他求償権の行使に影響ある事態が発生したと
きは、直ちに書面をもって通知し保証会社の指示に従います。

2．保証会社から申込人の財産、経営、業況、収入等について求
められたときは、直ちに通知し、帳簿閲覧ならびに担保物件
等の調査に協力いたします。

3．第 1 項の届出がないために、保証会社が申込人または連帯保
証人に対して届出の郵便物宛先に送付する郵便物が延着しま
たは到着しなかった場合には、通常到着すべき時に到着した
ものとみなします。ただし、やむを得ない事情がある場合は
この限りではないものとします。

第７条（成年後見人等の届出）
1．申込人または連帯保証人（申込人または連帯保証人の代理人

を含む。以下同様とします）は、家庭裁判所の審判により、補助・
保佐・後見が開始された場合には、直ちに成年後見人等の氏
名その他必要な事項を書面によって保証会社に届けるものと
します。

2．申込人または連帯保証人は、家庭裁判所の審判により、任意
後見監督人の選任がされ、任意後見契約の効力が発生した場
合には、直ちに任意後見人の氏名その他必要な事項を書面に
よって保証会社に届けるものとします。

3．申込人または連帯保証人は、すでに補助・保佐・後見開始の
審判を受けている場合、または任意後見監督人の選任がされ
ている場合にも、前二項と同様に届けるものとします。

4．申込人または連帯保証人は、前三項の届出事項に取消または
変更等が生じた場合にも同様に届けるものとします。

5．前四項の届出の前に生じた損害については、保証会社は責任
を負いません。

第 8 条（担保）
申込人は保証会社から担保もしくは連帯保証人の提供または
変更を求められたときは遅滞なくこれに応じ一切異議を申立
てないものとします。

第９条（充当の指定）
1．申込人または連帯保証人の弁済金が、本件保証による求償債

務の全額を消滅させるに足りない場合は、保証会社が適当と
認める順序方法により充当されて異議ありません。

2．申込人または連帯保証人が保証会社に対し、本件保証による
求償債務のほかに他の債務を負担しているとき、申込人また
は連帯保証人の弁済金が債務総額を消滅させるに足りない場
合は、保証会社が適当と認める順序方法によりいずれの債務
に充当されても異議ありません。

第 10 条（費用の負担）
申込人は保証会社が被保証債権保全のため要した費用ならび
に第２条によって取得された権利の保全もしくは行使、また
は担保の保全もしくは処分に要した費用を負担します。

第 11 条（連帯保証人）
連帯保証人は、本約款の各条項を承認のうえ、第３条ならび
に第４条の求償債務、第１０条の費用償還債務の一切につい
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て、申込人と連帯して履行責任を負います。
第 12 条（公正証書の作成）

申込人は保証会社の請求あるときは直ちに求償債務に関し、
強制執行認諾条項のある公正証書の作成に必要な一切の手続
を行います。

第 13 条（管轄裁判所の合意）
申込人は、この保証に関しての紛争が生じたときは、訴額の
いかんにかかわらず、保証会社の本店の所在地を管轄する簡
易裁判所または地方裁判所を合意管轄裁判所とします。

第 14 条（団体信用生命保険不加入の確認）
申込人および連帯保証人は、被保証債務について銀行を契約
者とする団体信用生命保険に加入しない場合、この団体信用
生命保険が付保されないことを承認します。

第 15 条（反社会的勢力の排除）
1．申込人および連帯保証人は、現在、次の各号のいずれにも該

当しないことを表明し、かつ将来にわたって該当しないこと
を確約します。
①暴力団
②暴力団員（暴力団の構成員）、および暴力団員でなくなった
　時から５年を経過しない者。
③暴力団準構成員
④暴力団関係企業
⑤総会屋等
⑥社会運動等標榜ゴロ
⑦特殊知能暴力集団等
⑧前各号の共生者
⑨その他前各号に準ずる者

2．申込人および連帯保証人は、自らまたは第三者を利用して次
の各号に該当する行為を行わないことを確約します。
①暴力的な要求行為
②法的な責任を越えた不当な要求行為
③取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
④風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて保証会社の
　信用を毀損し、または保証会社の業務を妨害する行為
⑤その他前各号に準ずる行為

＜第２章　個人情報の取扱い条項＞
第 16 条（個人情報の取得・保有・利用）
1．申込人および連帯保証人（予定者を含む。以下同じ）は、本

約款に基づく保証委託契約（契約の申込みを含む。以下同じ。）
を含む保証会社との取引の与信判断および与信後の管理のた
め、以下の情報（以下これらを総称して「個人情報」と称し
ます。）を保証会社が保護措置を講じた上で取得・保有・利用
することに同意します。
①保証委託契約申込時や契約成立後に申込人および連帯保証
　人が届け出た、申込人および連帯保証人の氏名、性別、生
　年月日、住所、電話番号、Ｅメールアドレス、勤務先、家
　族構成、住居状況等、運転免許証等の記号番号等、申込人
　および連帯保証人の属性に関する情報（これらの情報に変
　更が生じた場合、変更後の情報を含む。以下同じ。）。
②保証委託契約申込日、契約成立日、保証委託金額等、本約
　款に基づく保証委託契約の内容に関する事項
③本約款に基づく保証委託取引状況・取引履歴、支払開始後
　の取引残高、取引明細、月々の返済状況、および電話等で
　の問合せ等により知り得た情報。
④本約款に基づく保証委託取引に関する申込人および連帯保
　証人の支払能力・返済能力を調査するため、または支払途
　上における支払能力・返済能力を調査するため、申込人お
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　よび連帯保証人が申告した申込人および連帯保証人の資産、
　負債、収入、支出、ならびに本約款に基づく保証委託契約
　以外の申込人および連帯保証人との契約における申込人お
　よび連帯保証人のカードおよびローン等の利用・支払履歴。
⑤申込人および連帯保証人が提出した、確定申告書（写）等、
　所得を証明する書類の記載事項
⑥申込人および連帯保証人または公的機関等から、適法かつ
　適正な方法により取得した、住民票等公的機関等が発行す
　る書類の記載事項
⑦犯罪による収益の移転防止に関する法律に基づく本人確認
　書類の記載事項
⑧官報、電話帳、住宅地図等において公開されている情報

2．保証会社は、本約款に基づく保証委託契約に関する与信業
務の一部または全部を保証会社の提携先企業に委託する場合、
個人情報の保護措置を講じた上で、第 1 項により取得した個
人情報を当該提携先企業に提供し当該提携先企業が利用する
ことがあります。

3．保証会社は保証会社の事務（コンピュータ事務およびこれら
に付随する事務等）を第三者に業務委託（契約に基づき当該委
託先が別企業に再委託する場合も含む。）する場合、個人情報
の保護措置を講じた上で、第 1 項により取得した個人情報を
当該業務委託先に提供し、当該企業が利用することがあります。

第 16 条の 2（個人情報の銀行宛提供と利用）
申込人および連帯保証人は、保証会社が第 16 条第 1 項に基づ
き取得した個人情報を、保護措置を講じたうえで銀行等に提
供し、銀行等が与信判断および与信後の管理のために利用す
ることに同意します。

第 16 条の 3（個人信用情報機関への登録・利用）
1．申込人および連帯保証人は保証会社が加盟する個人信用情報

機関（個人の支払能力・返済能力に関する情報の収集および
加盟会員に対する当該情報の提供を業とする者、以下「加盟
信用情報機関」と称します。）および当該機関と提携する個人
信用情報機関（以下、「提携信用情報機関」と称します。）に
照会し、申込人および連帯保証人の個人情報（官報等におい
て公開されている情報、登録された情報に関し申込人および
連帯保証人から苦情を受け調査中である旨の情報、本人確認
書類の紛失・盗難等にかかり申込人および連帯保証人から申
告された情報、電話帳記載の情報など、加盟信用情報機関お
よび提携信用情報機関のそれぞれが独自に収集・登録する情
報を含みます。）が登録されている場合には、保証会社が、申
込人および連帯保証人の本契約を含む保証会社との与信取引
にかかる支払能力・返済能力の調査および与信判断ならびに
与信後の管理（転居先の調査等を含みます。) のために、そ
の個人情報を利用することに同意します。但し、申込人およ
び連帯保証人の支払能力・返済能力に関する情報については、
申込人および連帯保証人の支払能力・返済能力の調査の目的
に限り、保証会社が利用することに同意します。

2．申込人および連帯保証人は、本約款に基づく保証委託契約に
関する客観的な取引事実に基づく個人情報が、保証会社によ
り加盟信用情報機関に本約款末尾の表に定める期間登録され、
加盟信用情報機関および提携信用情報機関の加盟会員により、
申込人および連帯保証人の支払能力・返済能力に関する調査
および与信判断ならびに与信後の管理（転居先の調査等を含
みます。）のために、利用されることに同意します。但し、申
込人および連帯保証人の支払能力・返済能力に関する情報は、
申込人および連帯保証人の支払能力・返済能力の調査の目的
に限り、利用されることに同意します。

3．申込人および連帯保証人は、加盟信用情報機関に登録されて
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いる個人情報が、加盟信用情報機関および保証会社により、正
確性および最新性の維持、苦情処理、加盟会員に対する規制
遵守状況のモニタリング等加盟信用情報機関における個人情
報の保護と適正な利用確保のために必要な範囲において、相
互に提供され、利用されることに同意します。

4．申込人および連帯保証人は、加盟信用情報機関および提携信
用情報機関の名称、住所、問合せ電話番号、およびホームペー
ジアドレス、加盟企業の概要が本約款末尾に記載されている
ことを確認します。また、申込人および連帯保証人は、保証
会社が本契約期間中に新たに個人信用情報機関に加盟し、登
録・利用する場合は、保証会社が、別途、書面により申込人
および連帯保証人に通知のうえ同意を得る手続きを行うこと
に異議ありません。

5．前項の加盟信用情報機関に登録される情報は、氏名、生年月日、
住所、電話番号、勤務先、勤務先電話番号、運転免許証等本
人確認書類の記号番号等、契約の種類、契約日、保証委託金額、
保証残高、支払方法、支払状況等その他本約款末尾の表に定め
る、加盟信用情報機関指定の情報であることに異議ありません。

第 16 条の 4（個人情報の公的機関等への提供）
申込人および連帯保証人は、保証会社が各種法令の規定によ
り提供を求められた場合、およびそれに準ずる公共の利益の
ため必要がある場合、公的機関等に個人情報を提供すること
に同意します。また、保証会社が本約款に基づく保証委託契
約を含む保証会社との取引の与信判断および与信後の管理の
ため、住民票等公的機関等が発行する書類を取得するに際し、
公的機関等から個人情報の提供を求められた場合、当該個人
情報を提供することに同意します。

第 16 条の 5（個人情報の開示・訂正・削除）
1．申込人および連帯保証人は、保証会社、加盟信用情報機関に

対して、個人情報の保護に関する法律の定めるところにより
各社の保有する自己に関する個人情報を開示するよう請求す
ることができます。
①保証会社に開示を求める場合には、本約款末尾に記載の保
　証会社お客様相談室へ連絡するものとします。開示請求手
　続き（受付窓口、受付方法、必要な書類、手数料等）の詳
　細を知ることができます。また、次のホームページにても
　知ることができます。
　[ 百五カードホームページ  https://www.105card.co.jp/]
②加盟信用情報機関に開示を求める場合には、本約款末尾に
　記載の加盟信用情報機関に連絡するものとします。

2．万一、個人情報の内容が事実でないことが判明した場合には、
保証会社は個人情報の保護に関する法律の定めるところに従
い、すみやかに訂正または削除に応じます。

第 16 条の 6（本約款第 2 章に不同意の場合）
申込人および連帯保証人は、保証委託契約申込書の必要な記
載事項の記載を希望しない場合および本約款第 2 章（変更後
のものも含む）の内容の全部または一部を承認できない場合、
保証委託契約を断られたとしても異議ありません。

第 16 条の 7（問い合わせ窓口）
申込人および連帯保証人は、保証会社が利用している申込人
および連帯保証人の個人情報の、保証会社における利用に関
するお問い合わせや開示・訂正・削除、またはご意見の申し
出は、本約款末尾記載の保証会社お客様相談室まで連絡する
ものとします。
なお、保証会社が、個人情報保護の徹底を推進する管理責任
者を設置していることを確認します。

第 16 条の 8（本約款に基づく保証委託契約が不成立の場合）
申込人および連帯保証人は、本約款に基づく保証委託契約が
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不成立の場合であっても本申込をした事実は、第 16 条、第
16 条の 3 第 2 項に基づき、当該契約の不成立の理由の如何を
問わず一定期間利用されますが、それ以外に利用されること
がないことに同意します。

第 16 条の 9（条項の変更）
保証会社は、第 2 章に定める同意条項について法令に定める
手続きに従い、必要な範囲内で変更できるものとします。

＜第 3 章　総　　則＞
第 17 条（約款の変更）

本約款を変更する場合、保証会社は、銀行所定の本支店の店
頭への表示その他相当の方法で公表することにより、本約款
を変更できるものとします。この場合変更日以降も保証取引
が継続している場合は、申込人が変更事項または新保証委託
約款を承認したものとみなします。

［株式会社百五カードの加盟信用情報機関に登録される情報とその期間］

登録情報

登録の期間

株式会社
シー・アイ・シー

（ＣＩＣ）

株式会社
日本信用情報機構

（JICC）

①
本人を特定するため

の情報
登録情報②③④のいずれかが登録されている期間

②
本契約に係る申込み

をした事実　　　　

保証会社が個人信用情

報機関に照会した日か

ら６ヶ月間

照会日から６ヶ月以内

③
本契約に係る客観的

な取引事実

契約期間中および契約

終了日から５年以内

契約継続中および契約終

了後５年以内（ただし、

債権譲渡の事実に係る情

報については当該事実の

発生日から１年以内）

④
本契約に係る債務の支

払いを延滞等した事実

契約期間中および契約

終了日から５年間

契約継続中および契約

終了後５年以内

［株式会社百五カードの加盟信用情報機関の名称、問合せ電話番
号、およびホームページアドレス、加盟企業の概要］

名　称 電話番号 ホームページ（ＵＲＬ）

株式会社

シー・アイ・シー

（ＣＩＣ）

0120-810-414 https://www.cic.co.jp/

㈱シー・アイ・シーの加盟資格、加盟企業名等の詳細は、上記の

同社のホームページをご覧ください。

株式会社

日本信用情報機構

（JICC）

0570-055-955 https://www.jicc.co.jp/

㈱日本信用情報機構の加盟資格、加盟企業名等の詳細は、上記の

同社のホームページをご覧ください。
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［株式会社百五カードの加盟信用情報機関の提携信用情報機関の
名称、問合せ電話番号、およびホームページアドレス、加盟企
業の概要 ]

名　称 電話番号 ホームページ（ＵＲＬ）

全国銀行個人信

用情報センター

（KSC）

03-3214-5020
https://www.zenginkyo.

or.jp/pcic/

全国銀行個人信用情報センターの加盟資格、加盟企業名等の詳細

は、上記の同社のホームページをご覧ください。

※加盟する個人信用情報機関と提携する個人信用情報機関である
　ＫＳＣの加盟会員により利用される個人情報は上記登録情報の
　うち、①の「本人を特定するための情報」および④の「本契約
　に係る債務の支払を延滞等した事実」となります。

［お問合せ・相談窓口］
　名　　称：株式会社 百五カード　お客様相談室
　住　　所：〒 514-0004 三重県津市栄町 3-123-1 栄町ビル 5階
　電話番号：059-227-3151（代表）
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保証委託契約規定

借主は、次の各条項を承認のうえ、借主が株式会社百五銀行（以下、
「甲」という。）との「総合口座当座貸越ローン　ローン規定」（以
下、「ローン規定 ｣といい、同規定に係る契約を「当座貸越契約」
という。）にもとづいて甲に対して負担する債務についての保証
を三菱ＵＦＪニコス株式会社（以下、「乙」という。）に委託します。
又、借主と甲との間の当座貸越契約の内容について変更があった
ときは、変更後の内容についても保証を委託します。
第 1 条（保証委託の範囲）
1．借主が乙に委託する保証の範囲は甲に別途差入れるローン規

定の各条項にもとづき借主が甲に対し負担する当座貸越元金、
利息、損害金その他いっさいの債務（以下「被保証債務」と
いう。）の全額とします。

2．前項の保証は、乙が保証を適当と認め保証決定をなし、これ
にもとづいて借主が甲と当座貸越契約に係る取引を開始した
ときに成立するものとします。

3．被保証債務の内容は、当座貸越契約（これに附帯するローン
規定を含む。）の各条項によるものとします。

第 2 条（保証の解約等）
借主は、借主と甲との間の当座貸越契約に定める取引期間満
了前においても、被保証債務又は乙に対する債務の不履行な
ど乙が債権保全を必要とする相当の事由が生じた場合、又は
借主が第 10 条（反社会的勢力の排除）各項の表明及び確約に
違反した場合は、乙において次の措置をとることがあっても
異議を申し出ません。
(1) 甲に対し当座貸越契約に係る貸越極度額の減額を申し入れ

ること。
(2) 甲に対し当座貸越契約にもとづく借主への貸越の中止を申

し入れること。
(3) 本契約を解約すること。

第 3 条（担保の提供）
借主の資力並びに信用等に著しい変動が生じたときは、借主
は、遅滞なく乙に通知し、乙の承認した連帯保証人をたて又
は相当の担保を差し入れます。また、連帯保証人の資力及び
信用等、又は差し入れた担保の価値に著しい変動が生じたと
きも、同様とします。

第 4 条（代位弁済）
1．借主は、借主が甲に対する債務の履行を遅滞したため、又は

甲に対する債務の期限の利益を喪失したため、乙が甲から保
証債務の履行を求められたときは、乙が借主に対して何ら通
知、催告を要せず、甲に対し、被保証債務の全部又は一部を
弁済することに同意します。また、履行の方法、金額等につ
いては甲乙間の約定にもとづくことを確認します。

2．借主は、乙が前項の弁済によって甲に代位して行う権利の行
使に関して、借主が甲との間で締結する当座貸越契約のほか、
本規定の各条項が適用されることに同意します。

第 5 条（求償権の範囲）
乙が前条により代位弁済したときは、借主は、乙に対しその
弁済額、弁済に要した費用及びこれらに対する弁済の日の翌
日から完済する日までの年 14.4％の割合（日割計算とし、閏
年は 1 年を 366 日とする。）による遅延損害金並びにこれらの
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金額を請求するために要した費用を支払います。
第 6 条（求償権の事前行使）
1．借主について次の各号の一つにでも該当したときは、乙は、

代位弁済前であっても通知催告を要せず、何ら担保の提供を
することなく、借主に対し、直ちに被保証債務に相当する金
額を求償することができるものとし、借主は、直ちにこれを
支払うものとします。ただし、借主が既に被保証債務の一部
を弁済しているときは、その弁済額を求償額から控除するも
のとします。
(1) ローン規定８( 期限前の全額返済義務）第 1 項各号又は第

2項各号の一つにでも該当したとき
(2) 本規定第１０条（反社会的勢力の排除）第１項に定める暴

力団員等、テロリスト等もしくは同項各号のいずれかに該
当し、もしくは第２項各号のいずれかに該当する行為をし、
又は第１項もしくは第２項の表明・確約に関して虚偽の申
告をしたことが判明し、乙が借主との取引を継続すること
が不適切であると判断したとき

(3) 乙に対する他の債務について期限の利益を喪失したとき
2．乙が前項により求償権を行使する場合には、民法 461 条にも

とづく抗弁権を主張しません。担保がある場合も同様とします。
第 7 条（弁済の充当順序）

借主の弁済額が本契約から生じる乙に対する債務の全額を消
滅させるに足りないときは、乙が借主の利益を踏まえて適当
と判断する順序、方法により充当できます。なお、借主が乙
に対し、本契約にもとづく求償債務のほかに他の債務を負担
している場合に、借主の弁済額が債務総額を消滅させるに足
りないときも同様とします。

第 8 条（調査、報告）
1．借主は、借主の氏名、職業、住所、居所等の事項について

変更があったときは、直ちに乙に対して書面によって通知し、
その指示に従います。

2．借主が前項の通知を怠ったため、乙が借主から最後に届出の
あった氏名、住所にあてて通知又は送付書類を発送した場合
には、延着し又は到達しなかったときでも通常到達すべきと
きに到達したものとします。

3．乙から請求があったときは、財産、経営等に関して直ちに乙
に対して報告し乙の指示に従います。

4．借主は、本規定第 6 条第 1 項各号に該当したときその他借
主の財産、経営、業況等もしくは担保の状況について重大な
変化が生じたとき又はそのおそれがあるときは、乙に対して、
遅滞なく報告します。

5．乙が借主について、その財産、収入、信用等を調査しても何
ら異議ありません。

第 9 条（費用の負担）
乙が本規定第 4 条又は第 6 条により取得した権利の保全もし
くは行使に要した費用及び本契約から生じたいっさいの費用
は借主が負担します。この費用には訴訟費用及び弁護士費用
を含みます。

第 10 条（反社会的勢力の排除）
1．借主は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった

時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企
業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等、
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その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」とい
う。）又はテロリスト等（疑いがある場合を含む。）に該当し
ないこと、及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明
し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約いたします。
(1) 暴力団員等又はテロリスト等が経営を支配していると認め

られる関係を有すること
(2) 暴力団員等又はテロリスト等が経営に実質的に関与してい

ると認められる関係を有すること
(3) 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的又は第

三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団
員等又はテロリスト等を利用していると認められる関係を
有すること

(4) 暴力団員等又はテロリスト等に対して資金等を提供し、又
は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係
を有すること

(5) 役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等又は
テロリスト等と社会的に非難されるべき関係を有すること

2．借主は、自ら又は第三者を利用して次の各号の一つでも該当
する行為を行わないことを確約いたします。
(1) 暴力的な要求行為
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為
(3) 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
(4) 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて乙の信用を毀

損し、又は乙の業務を妨害する行為
(5) その他前各号に準ずる行為

第 11 条（保証委託の期間）
本契約にもとづく保証委託の期間は、借主が甲との間に締結
した当座貸越契約の取引期間と同一としますが、同契約の取
引期間が延長されたときは、保証委託の期間も当然に延長さ
れます。ただし、借主の年齢が甲と乙の定めた取引上限年齢
に到達した日から最初に到来する期間満了日を超えて本契約
の更新はしないものとします。

第 12 条（本規定の変更）
本規定は、民法第 548 条の 4 の規定により変更することがあ
ります。民法第 548 条の 4 の規定により本規定を変更する場
合には、本規定を変更する旨及び変更後の本規定の内容並び
にその効力発生時期を、甲の店頭表示、又は甲のホームペー
ジでの掲載、その他相当の方法で公表し、公表の際定める適
用開始日から適用されるものとします。

第 13 条（準拠法、管轄の合意）
1．借主及び連帯保証人（担保提供者を含む。）と乙は、本契約に

係る準拠法を日本法とすることに合意します。
2．本契約について紛争が生じた場合、訴額のいかんにかかわらず、

借主の住所地及び乙の本社・各支店・営業所を管轄する簡易
裁判所及び地方裁判所を管轄裁判所とすることに合意します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以　　上
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105BESTIO KIPS 会員特約

＜第 1 章　一般条項＞

第 1 条（本特約の目的）

本特約は、近鉄グループホールディングス株式会社（以下「近

鉄GHD」といいます。）および株式会社百五銀行（以下「当行」

といいます。）が提携して発行する「105BESTIO  KIPS」（以

下「本カード」といいます。）の発行条件および取扱内容等に

ついて定めるものです。

第 2 条（会員）

1．本カードの会員（以下「会員」といいます。）とは、本特約お

よび 105BESTIO 会員規約・105BESTIO 一体型カード規定を

承認のうえ、本カードの発行を申込み、近鉄GHDおよび当行

（以下総称して「両社」といいます。）が入会を認めた方をいい、

105BESTIO会員規約に定める本人会員と家族会員とがあります。

2．会員は、近鉄 GHD が提供する所定の近鉄グループ特典（以下

「KIPS 特典」といいます。）を受ける資格（以下「KIPS 会員

資格」といいます。）を有するものとします。

3．本カードについて、近鉄 GHD は KIPS 特典を、当行は本特約

および 105BESTIO 会員規約・105BESTIO 一体型カード規定

に定めるクレジットカードサービス（以下「クレジットカー

ドサービス」といいます。）をそれぞれ会員に提供します。

4．本カードのお申し込みは、個人の方のみとします。また、お

申し込みは当行からお届出住所宛へ諸通知の発送や諸連絡を

行うことをご了解いただける方に限らせていただきます。

5．本カードのクレジットカードサービスのお支払口座（以下「支

払預金口座」といいます。）に指定できる口座は、当行所定の

普通預金口座に限らせていただきます。

第 3 条（本カードの貸与・回収）

1．本カードの所有権は、両社に帰属し、会員に貸与するものと

します。

2．会員は、善良なる管理者の注意をもって本カードを管理する

ものとします。また、会員は本カードを会員ご本人のみにお

いて利用するものとし、本カードを第三者に貸与、質入れ、

譲渡等により第三者に使用させることもその占有を第三者に

移転することもできません。

3．両社またはそのいずれかから本カードの返却の請求があった

場合は、会員はその請求に従って、本カードを返却するもの

とします。

第 4 条（本カードの作成および交付）

1．両社は本カードの作成を第三者に委託することができるもの

とします。また、本カードの交付についても、両社が指定す

る委託先からお届出の住所宛へ郵送することができるものと

します。

2．本カードが、ご不在などの理由により不送達となり、返却さ

れた場合には、当行で所定の期間のみ保管します。この場合、

会員は当行のお取引店にご確認のうえ、その指示に従い交付

を受けるものとします。所定の期間を経過した場合、当行は

当該カードを破棄するものとします。なお、本カードの再発
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行は、当行所定の手続によるものとします。

第 5 条（年会費）

会員は、当行所定の年会費を 105BESTIO 会員規約に定める

方法により支払うものとします。なお、お支払済みの年会費は、

年度途中で退会または会員資格が取消しとなった場合等にお

いても、返却いたしません。

第 6 条（会員資格の喪失）

会員が、105BESTIO 会員規約により会員資格を取り消された

場合、自動的にKIPS 会員資格を喪失するものとします。

第 7 条（本特約の改定）

1．本特約が改定され、その改定内容が会員に通知または公表さ

れた後に、会員が本カードを利用したときは、会員はその改

定を承認したものとみなします。

2．本特約に定めのない事項については、105BESTIO 会員規約・

105BESTIO 一体型カード規定その他当行の定める規定を適用

するものとします。

＜第 2 章　個人情報に関する条項＞

第 8 条（個人情報の利用に関する同意）

1．会員および入会申込者（以下総称して「会員等」といいます。）

は、当行が保護措置を講じたうえで、近鉄 GHD に対し下記の

個人情報を提供し、近鉄 GHD が下記の目的で利用することに

同意するものとします。

［利用目的］ 

（1）本カードの発行または会員の管理のため

（2）本カードに関するサービスの提供のため

（3）法令等や契約上の権利の行使や義務の履行のため

（4）商品、サービスの案内のため

（5）商品開発のため

（6）会員への取引上必要な連絡および取引内容の確認、その

他取引を適切かつ円滑に履行するため

［提供・利用する個人情報］ 

（1）申込書記載事項（信用情報を除きます。）および会員が

105BESTIO 会員規約・105BESTIO 一体型カード規定に

基づき届け出た情報

（2）会員のクレジットカード利用情報

（3）本カードの申込みにより発行されるクレジットカード会

員番号・有効期限および変更後のクレジットカード会員

番号・有効期限

（4）クレジットカード会員番号が無効となった事実（ただし、

その理由を除きます。）

（5）本カードの会員資格を喪失した事実（ただし、その理由

を除きます。）

2．会員は、近鉄グループ企業のうち会員の個人情報を利用する

企業（以下「会員情報利用企業」といいます。）が、それぞれ

の正当な事業活動の範囲内で、前項の利用目的（2）および（4）

により行う会員向け特典の提供および会員に対する宣伝物や

印刷物等の送付など営業案内等のため、前項に定める個人情

報を共同利用することに同意します。なお、会員は、営業案
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内等を希望しない場合には、クレジットカード、ご利用代金

明細書およびこれに同封されるご案内などを除き、会員情報

利用企業に対し、その中止を申し出ることができます。

3．会員情報利用企業の名称・事業内容・住所・電話番号は、ホー

ムページ（https://www.kintetsu.co.jp/group/Kips/）でご確認

いただけます。

4．第 2 項に定める共同利用における個人情報の管理について責

任を有する者は、近鉄 GHD とします。近鉄 GHD の住所およ

び電話番号は、本特約の末尾に記載しております。

5．当行は、会員等が入会申込書の必要な記載事項の記載を希望

しない場合および本特約第 2 章の全部または一部を承認でき

ない場合、入会をお断りすることや、退会手続をとることが

あります。ただし、当行または会員情報利用企業の宣伝物や

印刷物等の送付など営業案内等のための利用を承認できない

場合に、これを理由に入会をお断りすることや、退会手続を

とることはありません。

6．会員情報利用企業は、会員の情報を厳正に管理し、個人情報

保護に十分な注意を払うとともに、本特約に定める目的以外

には利用しないものとします。

7．会員情報利用企業が共同利用する会員情報の開示 ･ 訂正 ･ 削

除請求等についてのお問合せは、本特約の末尾に記載の KIPS

コールセンターまで連絡するものとします。

第 9 条（業務委託先への預託に関する同意）

会員は、会員情報利用企業が第 8条第 2項に掲げる目的のため、

個人情報について保護措置を講じたうえで、業務の全部また

は一部を第三者に委託する場合があることをあらかじめ同意

するものとします。

特約末尾記載事項

1．お問合せ窓口

本特約に関する会員情報の開示 ･ 訂正 ･ 削除請求等について

のお問合せは、下記までお願いします。

KIPS コールセンター

　TEL　0570-020-383（有料 / 携帯電話可）

 　　　 （10:00 〜 18:00 土・日・祝日・年末年始休）

2．個人情報の共同利用における管理に責任を有する者

近鉄グループホールディングス株式会社

　〒 543-8585 大阪市天王寺区上本町 6丁目 1番 55 号 

　TEL　06-6775-3555

以　　上
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PiTaPa 会員規約

＜第 1 部　カードの基本条項＞
第 1 条（本会員）
1．本会員とは、本規約を承諾のうえ、株式会社スルッと

KANSAI（以下「スルッと」という）にPiTaPaカード（以下「カー
ド」という）の入会申込みをされ、スルッとと三井住友カー
ド株式会社（以下「三井住友」といい、スルッとと三井住友
をあわせて「両社」という）が入会を認めた個人の方をいい
ます。なお、両社が入会を認めた日をもって本規約による契
約の成立日とします。

2. 本会員は、スルッとが本会員用に発行したカードを利用した
ことにより生じる全ての責任を負うものとします。

3. 本会員は、本規約の内容を遵守するものとします。本会員は、
本規約の内容を遵守しなかったことによる両社の損害を賠償
するものとします。

第 2 条（家族会員）
1. 家族会員とは、本会員がカード利用により生じる全ての責任

を負うことを承諾した家族（これを本条第 4 項において、「家
族会員の前提条件」という）で、カードの入会申込みをされ、
両社が入会を認めた方をいいます。ただし、本会員が退会そ
の他の理由で会員資格を喪失したときは、当該家族会員も会
員資格を喪失するものとします。

2. 家族会員は、家族会員用に発行したカード（以下「家族カード」
という）の利用内容・利用状況等について、本会員に通知す
ることを予め承諾するものとします。

3. 本会員は、家族会員に対し本規約の内容を遵守させるものと
します。本会員は、家族会員が本規約の内容を遵守しなかっ
たことにより生じた損害（家族カードの管理に関して生じた
損害を含む）について家族会員と連帯して賠償の責を負うも
のとします。

4. 本会員は、家族会員が事由の如何を問わず本条第 1 項に規定
する家族会員の前提条件を喪失した場合あるいは家族会員の
前提条件がないことが判明した場合は、第 15 条の定めに準
じて家族会員によるカード利用の中止を申し出るものとし、
スルッとはこの申出に基づいて当該カードの利用中止の手
続きを行うものとします。本会員は、この手続完了以前に
当該家族会員であった者のカード利用により生じる全ての
責任が消滅したことを、スルッとに対して主張することは
できません。

第 3 条（カードの発行と種類等）
1．スルッとは、本会員および家族会員（以下本会員および家族

会員を総称して「会員」という）に対し、次項に定める区分
に応じ、氏名・会員番号・有効期限等を印字したカードをそ
れぞれ発行し、貸与します。なお、スルッとが適当と認めた
場合には、会員番号・有効期限等の一部の印字を省略する場
合があります。

2．スルッとは、家族会員に対し、次の区分に応じそれぞれ次に
定める種類の家族カードを発行します。

（1）原則として満 18 歳以上の家族会員：一般家族カード（高校
生を除く）

（2）原則として満 12 歳以上満 18 歳未満の家族会員（中学生ま
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たは高校生の家族会員）：ジュニアカード             
（3）原則として満 6 歳以上満 12 歳未満の家族会員（小学生の家

族会員）：キッズカード
3．カードの所有権はスルッとに属します。カードは、カードに

印字された会員本人以外の他人に貸与・譲渡・質入・寄託し
たり、担保提供に使用したりすることはできません。

　 また、会員は、現金化を目的とした商品・サービスの購入や、
現行紙幣・貨幣の購入などにカードのショッピング枠を使用
してはならず、また違法な取引に使用してはなりません。

4. 会員は、カードの使用・保管・管理を善良なる管理者の注意を
もって行うものとします。また、会員は、カードの改変およ
びカードへのシール等の貼り付けを行ってはなりません。

5. カードの使用・保管・管理に際して、会員が前各項に違反し、
その違反に起因してカードが不正に利用された場合、本会員
は、そのすべての責を負うものとします。

6. 会員は、カードの取引を行う目的を「生計費決済」と「事業
費決済」から選択（複数選択可）するものとします。

第 4 条（カードの有効期限）
1．カードの有効期限は、スルッとが指定するものとし、カード

に記載した月の末日までとします。
2．有効期限の 2 ヵ月前までに退会の申出がなく、スルッとが引

き続き会員として認める場合には、新カードと会員規約を送
付します。この場合、有効期限が経過したカードに貯えられ
たバリュー（第 23 条第 1 項第 2 号で規定する。以下同じ）は、
第 36条第 1項に準じて、返金されます。

3．カード利用（有効期限経過後の利用を含む）による支払いに
ついては、有効期限経過後といえども本規約を適用するもの
とします。

第 5 条（カードの暗証番号）
スルッとは、カードの暗証番号を入会申込書からの登録また
は自動採番により登録します。

第 6 条（カードの維持管理料）
本会員は、会員が毎年入会月の翌月 1 日から翌年の入会月末
日までの 1 年間（ただし入会初年度は入会日から翌年の入会
月末日までの期間）に一度もカードの利用または IC 定期券の
購入を行わなかった場合（第 28 条第 1 項第 1 号にて規定する
チャージはカードの利用に含まない）、当該期間にかかる会員
1 名あたりの所定の維持管理料を年一回スルッとに支払うも
のとします。なお、支払われた維持管理料はスルッとの責に
帰す事由を除き返還しません。

第 7 条（カードにかかる業務）
1．会員は、三井住友が、カードにかかる次の業務を行うことに

同意するものとします。なお、三井住友は、業務の一部また
は全部を第三者に委託できるものとします。

（1）会員の資格審査および入会審査の承認に関わる業務
（2）与信業務（審査業務および途上与信を含む）および債権管

理業務（立替払い業務を含む）等のために行う、第 41 条で
規定する信用情報機関への照会・登録に関わる業務

（3）カード利用枠の設定に関わる業務
（4）カード利用代金および手数料等の金額の通知および口座振

替、代金の支払督促・回収およびカード回収に関わる業務
（5）その他前各号の業務に付随する業務
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2. 両社は、前項の業務の範囲を追加、変更することがあります。
3. 会員は、スルッとが次の事業者に対してスルッとの業務（カー

ド再発行、利用明細出力、利用状況確認、チャージ等）を委
託することに同意するものとします。

（1）スルッととカード契約を有するスルッと KANSAI 協議会加
盟の交通事業者（以下「加盟社局」という）

（2）スルッとと第 23 条第 1 項第 1 号に定めるポストペイによる
決済契約を有する交通事業者（以下前号に定める「加盟社
局」とあわせて「加盟社局等」という）

（3）スルッとと相互利用契約を有する交通事業者（以下「相互
利用先」という）

第 8 条（紛失・盗難）
1. 会員は、カードが紛失・盗難にあった場合、速やかにその旨

をスルッとに通知し、最寄の警察署に届け出るものとします。
スルッとへの通知は、改めて文書で届け出ていただく場合が
あります。

2. カードの紛失・盗難・詐取・横領等（以下まとめて「紛失・盗難」
という）により、カードまたは未使用のバリューが他人によ
り不正利用等され損害が生じた場合でも、両社は一切の責任
を負わないものとします。

3. スルッとは、カードが第三者によって拾得される等スルッと
が認識した事由に起因して不正利用の可能性があると判断し
た場合、スルッとの任意の判断でカードを無効登録できるも
のとし、会員は予めこれを承諾します。

第 9 条（会員保障制度）
1. 前条第 2 項の規定にかかわらず、スルッとは会員が紛失・盗

難により他人にカードを不正利用された場合、前条第 1 項の
スルッとへの届出がなされた日以降は、これによって本会員
が被るカードの不正利用による損害を補填します。

2. 次の場合は、スルッとは補填の責を負いません。
（1）会員の故意もしくは重大な過失に起因する損害
（2）損害の発生が保障期間外の場合
（3）会員の家族・同居人等およびスルッとから送付したカード

の受領の代理人による不正利用に起因する場合
（4）会員が本条第 3項の義務を怠った場合
（5）紛失・盗難または被害状況の届出が虚偽であった場合
（6）暗証番号の入力を伴う取引についての損害
（7）戦争・地震等による著しい秩序の混乱中に生じた紛失・盗

難に起因する損害
（8）その他本規約に違反したことに起因する損害
3. 本会員は、損害の補填を請求する場合、損害の発生を知った

日から 30 日以内にスルッとが損害の補填に必要と認める書類
をスルッとに提出するとともに、会員は被害状況等の調査に
協力するものとします。

第 10 条（カードの再製・再発行）
スルッとは、カードの紛失・盗難・毀損・滅失等の場合には、
会員がスルッと所定の手続きを行い、スルッとが適当と認め
た場合に限り、カードを再製・再発行します。この場合本会
員は、スルッと所定のカード再製・再発行手数料を支払うも
のとします。

第 11 条（届出事項の変更）
1. 氏名・住所・決済口座・職業・勤務先等スルッとへ届け出た
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事項に変更が生じた場合、会員は遅滞なく所定の用紙の提出
または電話による連絡等、所定の方法により変更事項を届け
出るものとします。

2. 前項の届出がないために、両社からの通知または送付書類そ
の他の物が延着または不着となった場合には、通常到着すべ
きときに会員に到着したものとみなします。ただし、届出を
行わなかったことについてやむを得ない事情があるときは除
きます。

3. 会員が、本会員としてスルッとから複数のカード（スルッと
が他社と提携して発行するカードを含む）を貸与されている
場合、会員がいずれかのカードに関して届け出た変更事項は
他のカードについても届け出たものとします。

4. 会員は、カード発行後も、両社が本人確認および取引に関連
する事項の確認を求めた場合、これに従うものとします。

第 12 条（付帯サービス）
1. 会員は、カードに付帯して提供するサービスおよび特典（以

下「付帯サービス」という）を利用することができます。会
員が利用できる付帯サービスおよびその内容については別途
スルッと所定の方法（ホームページ等）により公表します。

2. 会員は、付帯サービスの利用等に関する規約等がある場合に
はそれに従うものとし、付帯サービスの利用ができない場合
があることを予め承諾するものとします。

3. 会員は、スルッとが必要と認めた場合には、スルッとが付帯
サービスおよびその内容を変更することを予め承諾します。

第 13 条（会員資格の取消）
1. 両社は、会員が次のいずれかに該当した場合、その他両社に

おいて会員として不適格と認めた場合は、通知・催告等をせ
ずに会員資格を取り消すことができるものとします。

（1） カードの申込みに際し氏名、住所、勤務先、家族構成等、
会員の特定・信用状況の判断にかかる事実について虚偽の
申告をした場合

（2） カード利用代金等、スルッとまたは三井住友に対する債務
の履行を怠った場合

（3） 本規約に基づく債務につき期限の利益を喪失した場合
（4） 現金化を目的とした商品購入の疑い等、会員のカードの利

用状況が不適当、もしくは不審があると両社が判断した場
合

（5） 会員が死亡した場合または会員の親族等から会員が死亡し
た旨の連絡があった場合

（6） 会員が、本会員としてスルッとから複数のカード（スルッ
とが他社と提携して発行するカードを含む）を貸与されて
いる場合、複数のカードの一部または全部において、上記 (1)
から (5) に記載した事項のいずれかに該当したとき

（7) 本規約のいずれかに違反した場合
（8) 会員が、自らまたは第三者を利用して、両社のいずれかに

対して暴力的な行為、脅迫的な言動、またはその業務を妨
害する等の反社会的な行為があった場合 

（9） 本会員が第 46 条の表明・確約に違反した場合
（10）会員が、第 46 条第 2 項に規定する暴力団等もしくは同項各

号のいずれかに該当し、または同条第 3 項各号に該当する
行為をした場合

（11）届出の住所宛に送付したカードが不着となり、一定期間経
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過後も本会員へのカード到着が不可能な状態にあると両社
が判断した場合

2. 本会員の信用状態が悪化したと認められるときも前項に準ず
るものとします。

3. 本会員は、会員資格を取り消されたときは、スルッとからの
求めに応じて、速やかにカードをスルッとに返還するものと
します。また、会員資格を取り消された場合、会員は会員資
格に基づく権利を喪失するものとします。

4. 両社は、会員資格の取消を行なった場合、カードの無効通知
ならびに無効登録を行い、加盟社局等、スルッとと加盟店契
約を有する個人または法人（以下「一般加盟店」という）お
よび相互利用先を通じてカードの返還を求めることができる
ものとします。

第 14 条（期限の利益の喪失）
1. 本会員は、次のいずれかの事由に該当した場合、本規約に基

づく一切の債務について当然に期限の利益を喪失し、直ちに
債務の全額を支払うものとします。

（1）仮差押、差押、競売の申請、破産もしくは再生手続開始の
申立等の法的な債務整理手続の申立があったとき

（2) 租税公課を滞納して督促を受けたとき、または保全差押が
あったとき

（3) 自ら振り出した手形、小切手が不渡りになったとき、または
一般の支払いを停止したとき

2. 本会員は、スルッとまたは三井住友に支払うべき債務の履行
を遅滞した場合および第 13 条の規定により会員資格を取り消
された場合、当然に期限の利益を喪失し、直ちに当該債務の
全額を支払うものとします。

3. 本会員は、次のいずれかの事由に該当した場合、スルッとま
たは三井住友の請求により、本規約に基づく一切の債務につ
いて期限の利益を喪失し、直ちに債務の全額を支払うものと
します。

（1）スルッとまたは三井住友が所有権留保した商品の質入れ、
譲渡、賃貸、その他の処分を行ったとき

（2）本規約上の義務に違反し、その違反が本規約の重大な違反
となるとき

（3）本会員の信用状態が悪化したとき
4. 本会員は、前 3 項の債務を支払う場合には、三井住友が適当

もしくは必要と認めた場合は、第 36 条第 1 項のただし書の定
めにより支払うものとします。

第 15 条（退会）
1. 本会員は、退会する場合、第 47条第 1項記載の窓口に連絡の

うえ、スルッと所定の方法によりスルッとに届け出るものとし、
手続きの完了を認められたときをもって退会とします。この場
合、債務全額を一括して弁済していただくこともあります。

2. 第 3 条第 2 項第 1 号に規定する一般家族カードを保有する家
族会員のみが退会する場合は、本会員または当該家族会員が、
第 47 条第 1 項記載の窓口に連絡のうえ、スルッと所定の方法
によりスルッとに届け出るものとします。

3. 第 3 条第 2 項第 2 号に規定するジュニアカード、同第 3 号に
規定するキッズカードを保有する家族会員のみが退会する場
合は、本会員が第 47条第 1項記載の窓口に連絡のうえ、スルッ
と所定の方法によりスルッとに届け出るものとします。
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4. 会員が退会する場合は、第 36 条第 3 項に定めるバリュー払戻
手数料を支払うものとします。

第 16 条（費用の負担）
本規約に基づく費用・各種手数料等に課される消費税その他
の租税公課、印紙代、公正証書作成費用等弁済契約締結に要
した費用、支払督促申立費用、送達費用等法的措置に要した
費用は、退会後といえどもすべて本会員の負担とします。

第 17 条（支払金等の充当順序）
本会員の弁済した金額が、本規約およびその他の契約に基づ
き三井住友に対して負担する一切の債務を完済させるに足り
ないときは、三井住友が適当と認める順序、方法によりいず
れの債務にも充当することができるものとします。

第 18 条（遅延損害金）
1．本会員が、三井住友に対する債務を約定支払日に支払わなかっ

た場合には、別に定める本規約附則第 3 条に規定する遅延損
害金を三井住友に支払うものとします。

2．前項にかかわらず、本会員が、スルッとが直接にご利用分を
請求するカード（以下「附則対象カード」という）以外のカー
ドを貸与されており、スルッとと提携してカードを発行する
会社（以下「提携先」という）および提携先と契約するクレジッ
ト会社（以下「提携先クレジット会社」という）に対する債
務を約定支払日に支払わなかった場合には、提携先および提
携先クレジット会社の規定に則り、遅延損害金を支払うもの
とします。

第 19 条（各種手数料・利率の変更）
本規約に定める所定の各種手数料・利率は、次条の規定を準
用することにより、変更することができるものとします。

第 20 条（規約の変更、承諾）
1．本規約については、法令の定めにより変更することができる

場合には、当該法令に定める手続きによる変更ができるもの
とします。

2．前項に定めるほか、スルッとから本規約の変更内容を通知ま
たは公表した後、または新会員規約を送付した後に、カード
を利用したときは、会員は変更内容または新会員規約を承諾
したものとみなします。

3．前 2 項の規定は、本規約に関連するすべての附則、特約等の
変更について準用するものとします。

第 21 条（準拠法）
会員と両社との諸契約に関する準拠法は、すべて日本法とし
ます。

第 22 条（合意管轄裁判所）
会員とスルッとまたは三井住友との間で訴訟の必要が生じた
場合、訴額の如何にかかわらず、会員の住所地、商品等の購
入地または、訴訟の相手方となる会社の本社・支店・営業所
所在地を管轄する簡易裁判所・地方裁判所を合意管轄裁判所
とします。

＜第 2 部　カード利用条項＞
第 23 条（カードの機能）
1.　カードには、以下の機能の全部または一部があります。
（1）1 ヵ月の利用（オートチャージによる自動積増機能（第 28

条第 1 項 (2) に規定する。以下同じ）の利用を含む）状況を
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月毎に集計し、後日、会員の指定口座から口座振替等の方
法によりお支払いできる機能（以下「ポストペイ」という）

（2）予めカード内に貯えられた電子的金額（以下「バリュー」
という）の範囲内で利用できる機能（以下「プリペイド」
という）

2.　前項に定める 1 ヵ月の起算、終了時刻および 1 日の起算、終
了時刻については原則、以下のとおりとします。

（1）1 ヵ月の売上集計対象期間は、当月 1 日の午前 3 時 00 分以
降（午前 3時 00分を含む）から翌月 1日の午前 3時 00分（午
前 3時 00 分を含まず）

（2）1 日の売上集計対象期間は、当日の午前 3 時 00 分以降（午
前 3 時 00 分を含む）から翌日の午前 3 時 00 分（午前 3 時
00 分を含まず）

　　 また、(1) に関して、三井住友の月次売上集計処理までに、
加盟社局等ならびに一般加盟店より三井住友が受信した利
用を月次売上集計の対象取引とします。なお、通信障害等
やむを得ない事情により、月次売上集計処理までに受信で
きなかった場合は、当該利用を利用月の翌月以降の売上集
計の対象取引として取り扱います。

第 24 条（カードの利用）
1．カードは、以下の利用ができるものとします。
（1）加盟社局等における乗車券等の交通乗車証票としての利用
（2）相互利用先における乗車券等の交通乗車証票としての利用
（3）一般加盟店における商品または権利の購入、あるいは役務

の提供等の決済手段としての利用
（4）加盟社局における定期乗車券サービスを搭載した IC 定期券

としての利用
2．加盟社局等および相互利用先については別途スルッとが、公

表するものとします。
3．加盟社局等および相互利用先は、利用路線および区間（以下「利

用エリア」という）を定めるものとし、会員はその利用エリ
アを越えての利用はできないものとします。なお、利用エリ
ア内の路線や区間であっても、ご利用いただけない場合（IC
定期券と磁気定期券の併用不可等）があります。

4．第 1 項第 1 号、第 2 号および第 4 号の場合、会員は、加盟社
局等または相互利用先が定める旅客営業規則、運送約款、IC
証票に関する個人情報取扱規程、カードに関する取扱規則等
（以下「運送約款等」という）を遵守するものとします。なお、
加盟社局等の運送約款等は、当該加盟社局等が指定する駅窓
口等で閲覧できるものとします。

第 25 条（ポストペイ機能による交通利用）
1．会員は、ポストペイによる交通乗車証票としての利用が可能

な加盟社局等において、自動改札機、車載機（以下「交通機器」
という）で所定の手続きを行うことにより、当該加盟社局等
の旅客運賃について、ポストペイにより支払うことができま
す。また、オートチャージされた金額は全てポストペイによ
る支払いとなります。

2.  会員は、定期乗車券サービスを搭載した IC 定期券としての利
用が可能な加盟社局において、当該社局の IC 定期券を購入し、
カードに IC 定期券を搭載させた場合、交通機器で所定の手続
きを行うことにより、当該社局の定期乗車券による運送等の
サービスを受けることができます。
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第 26 条（プリペイドによる交通利用）
会員は、プリペイドによる交通乗車証票としての利用が可能
な加盟社局・相互利用先の交通機器を用いて、バリューの範
囲内でカードによる処理を行うことにより、運送等のサービ
スを受けることができます。

第 27 条（運賃割引サービス）
1. 会員は、運賃割引サービスを実施している加盟社局等の旅客

運賃等をポストペイ機能により支払う場合には、加盟社局等
の定める運送約款等に基づき運賃割引サービスの適用を受け
ることができます。なお、運賃割引サービスの内容は、加盟
社局等により異なります。

2. 会員は、加盟社局等の列車運行不能（振替輸送・代行輸送等
の手段を講じた場合も含む）等ならびに両社および加盟社局
等における機器の異常等により、会員が当該運賃割引サービ
スの適用を受けることができなくなることについて、両社お
よび加盟社局等は一切責任を負わないことを予め承諾するも
のとします。

第 28 条（チャージの方法）
1．会員は、次の方法によりカード内のバリューを積み増す（以

下「チャージ」という）ことができます。
（1）会員が、現金積増機能を有する機器等で所定の手続きを行い

現金を支払うことによりチャージする方法（現金チャージ）
（2）会員が、スルッと所定の申込みに基づき、自動積増機能を

有する交通機器を利用する際に、バリュー残額が一定金
額以下であった場合において、自動的に別途定める金額を
チャージし、チャージした全額をポストペイにより決済す
る方法（オートチャージ）

2．会員がスルッとからカードの貸与を受けた当初のバリューは 0
円とします。

3．カードにチャージできるバリューの上限は、2 万円とします。
なお、第 36 条の場合を除き、バリュー残額のみを払い戻すこ
とはできないものとします。

4．現金積増機能および自動積増機能を利用できる加盟社局およ
び相互利用先は、スルッとが別途定めるものとします。

第 29 条（無効および回収）
カードを交通乗車証票および IC 定期券として利用する場合に
おいて、会員が運送約款等に違反したときは、加盟社局等お
よび相互利用先は会員が利用しまたは利用しようとしたカー
ドを無効として回収することができるものとします。この場
合、会員は異議なくこれに応じるものとします。

第 30 条（ポストペイ機能によるショッピング利用）
1．会員は、一般加盟店において所定の手続きを行うことにより、

カードを決済手段として、商品または権利の購入、あるいは
役務の提供等を受けることができます（以下「ショッピング
利用」という）。両社は、ショッピング利用にかかる 1 日あた
りのポストペイ利用枠を設定することができるものとします。

2．会員のカード利用に際して、利用金額、購入する商品または
権利、あるいは提供を受ける役務によっては両社の承認が必
要となります。この場合、会員は、一般加盟店が両社に対し
てカード利用に関する照会を行うことを予め承諾するものと
します。その際、両社が会員本人のご利用であることを確認
させていただくことがあります。
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3．両社は、会員のカード利用が適当でないと判断した場合、ま
たは約定支払額が約定支払日に支払われなかった場合には、
カード利用をお断りすることがあります。また、回数券・貴
金属・金券類等の一部の商品については、カード利用を制限
させていただくことがあります。

第 31 条（ポストペイの利用枠）
1．カードのポストペイ利用枠（交通利用枠、ショッピング利用枠、

IC 定期券購入枠）は、両社が定めた金額とし本会員に通知し
ます。

2．本条に定めるポストペイ利用枠は、本会員の信用状態が悪化
したと認められる場合、および両社が必要と認めた場合には、
特段の通知を要せず減額できるものとします。

3．本条に定めるポストペイ利用枠は、両社が適当と認めた場合
には、増額することができるものとします。

4．第 2 条で規定する家族会員がある場合は、家族会員にかかる
ポストペイ利用枠についても、これを本会員ポストペイ利用
枠に含み、本条を適用します。

第 31 条の 2（ポストペイの利用額）
カードのポストペイ利用額はポストペイ利用枠の範囲内とし、
毎月 1 日から毎月末日までの会員の交通利用、ショッピング
利用、および IC 定期券購入等の代金をカードのポストペイ利
用額の未決済残高として管理されるものとし、本会員はその
支払いの責を負うものとします。

第 32 条（立替払いの承諾等）
1．本会員は、次の債権について、本会員に代わってスルッとが

加盟社局等、一般加盟店へ立替払いを行い、当該立替払いに
よりスルッとが取得する本会員への債権について、三井住友
がスルッとへ立替払いを行うことを、承諾するものとします。

（1）会員が、加盟社局等において交通利用をポストペイ利用に
より受けた際、または加盟社局から IC 定期券をポストペイ
により購入した際に取得する、加盟社局等の本会員に対す
る売掛金債権等

（2）会員が、一般加盟店において商品または権利の購入または
役務の提供等をポストペイ利用により受けた際に取得する、
一般加盟店の本会員に対する売掛金債権等

2．本会員は、次の各号の債権について、会員に代わって三井住
友がスルッとへ立替払いすることを承諾するものとします。

（1）第 6条に規定する維持管理料
（2）第 10 条に規定するカード再製・再発行手数料
（3）第 25 条に規定するオートチャージ額
（4）第 36 条第 3項に規定するバリュー払戻手数料
（5）第 37 条に規定するご利用代金通知書発送料
（6）その他本規約に基づきスルッとが別途定める手数料
3．前 2項の立替払いに基づき、本会員は、三井住友に対し、前 2

項に掲げる債権相当額の支払債務を負担するものとします。
4．商品の所有権は、本会員に代わってスルッとが一般加盟店へ

立替払いすることによりスルッとに移転し、三井住友がスルッ
とに立替払いすることにより三井住友に移転すること、およ
び前項の債務の完済まで三井住友に留保されることを、会員
は予め異議なく承諾するものとします。

5．カードの利用による取引上の紛議は、会員と、加盟社局等、
一般加盟店および相互利用先において解決するものとします。
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また、カードの利用により加盟社局等、一般加盟店および相
互利用先と取引した後に加盟社局等、一般加盟店および相互
利用先との合意によってこれを解除、取消等する場合は、そ
の代金の精算についてはスルッと所定の方法によるものとし
ます。

6．会員は、カード利用にかかる債権の特定と内容確認のため、
交通利用、商品または権利の購入、あるいは役務の提供等の
内容およびそれに関する情報が、加盟社局等、一般加盟店お
よび相互利用先から両社に取得されることを承諾するものと
します。

第 33 条（カード利用の制限等）
1．スルッとは、会員のカードの利用状況または利用代金の支払

状況等によっては、ポストペイによる交通乗車証票としての
機能、ショッピング利用および IC 定期券の全部またはいずれ
かの利用を一時的に制限あるいはカードの利用停止、もしく
は加盟社局等、一般加盟店および相互利用先を通じてカード
の回収を行うことができます。

2．前項に基づき、加盟社局等、一般加盟店および相互利用先か
らカード回収の要請があるときは、会員は異議なくこれに応
じるものとします。

3．「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づき、スルッ
とが必要と認めた場合には、会員はスルッとが指定する書面
の提出および申告に応じるものとし、また同法に関する制度
の整備が十分に行われていないと認められる国または地域に
おいてはカードの利用を制限することができるものとします。

第 34 条（カード取扱いの一時停止等）
スルッとは、以下のいずれかに該当する場合には、カードの
取扱いを一時停止または中止することができます。この場合、
両社は、カードの取扱いを一時停止または中止することによ
り、会員に対する損害賠償義務等の責任を負わないものとし
ます。

（1）天災、停電、通信事業者の通信設備異常、コンピュータシ
ステム異常、戦争等の不可抗力によりカードの取扱いが困
難であるとスルッとが判断した場合

（2）コンピュータシステムの保守等やむを得ない事情によりス
ルッとがカードの取扱いの一時停止または中止が必要と判
断した場合

第 35 条（カード利用代金の支払方法）
カード利用代金の支払方法は 1回払いのみとします。

第 36 条（バリュー残額の返金と未払い債権への補填）
1．第 10 条によりカードを再製・再発行した場合または第 4 条に

よりカードを更新した場合、スルッとはカードのバリュー残
額を第 37 条に規定する決済口座へ返金するものとします。た
だし、該当返金月以降に別途スルッとまたは三井住友より請
求すべき金額がある場合にはその請求金額と相殺します。ま
た、かかる請求金額が返金額に満たない場合は、その差額を
返金するものとします。なお、スルッとが適当と認めた場合
を除き、カードの現物がないと返金に応じることができません。

2．会員が期限の利益を喪失した場合、両社は会員の承諾なしに、
カードのバリュー残額を立替払い金相当額および未決済ご利
用額等に充当することができるものとします。バリュー残
額がかかる相当額および利用額等の合計金額を上回る場合は、
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差額を返金するものとします。
3．会員が退会した場合等スルッとが適当または必要と認めた場

合には、スルッとは会員に対して所定のバリュー払戻手数料
を別途ご請求します。なお、バリュー払戻手数料はカードの
バリュー残額と相殺できるものとします。バリュー残額がバ
リュー払戻手数料を上回る場合は、差額を返金するものとし
ます。

第 37 条（代金決済口座および決済日）
1. 本会員が三井住友に支払うべきカード利用代金、各種手数料、

維持管理料等本規約に基づく一切の債務は、本会員が支払い
のために指定した預金口座（本会員名義に限る）からの口座
振替、または通常貯金（本会員名義に限る。以下預金口座お
よび通常貯金を総称して「決済口座」という）からの自動払
込みにより支払うものとします。

2. 三井住友に支払うべき債務の支払いは毎月末日に締め切り、
翌々月 10 日に支払うものとします。なお、支払期日の当日が
金融機関休業日の場合は翌営業日となります。また、三井住
友が特に必要と認めた場合または事務上の都合により、上記
以外の方法または上記以外の日に三井住友へお支払いいただ
く場合があります。

3. 両社は本会員の毎月の支払いにかかるご利用代金に関する通
知を支払期日までに本会員の届出住所宛に送付します。この
場合、本会員は、スルッとが定めるご利用代金通知書発送料
を支払うものとします。本会員は、利用金額または利用内容
に異議がある場合には、通知書受領後 10 日以内にスルッとに
対し異議を申し出るものとします。

4. 本会員が申出を行いスルッとが適当と認めた場合には、前項
の通知を中止し、ウェブによりお支払金額等を確認すること
ができます。この場合、両社は、本会員が届け出た電子メー
ルアドレス宛に、お支払金額が確認可能となった旨の電子メー
ルを配信します。本会員は、当該電子メールを受領後直ちに、
当該電子メールにおいて指定されたウェブにアクセスし所定
の手続きを行いお支払金額等を確認するものとします。本会
員は、利用金額または利用内容に異議がある場合には、電子
メール受領後 10 日以内にスルッとに対し異議を申し出るもの
とします。

第 38 条（決済口座の残高不足等による再振替等）
決済口座の残高不足等により、約定支払日に三井住友に支払
うべき債務の口座振替または自動払込みができない場合には、
三井住友は約定支払日以降の任意の日において、その一部ま
たは全部につき再度口座振替または自動払込みの手続きを行
うことができるものとします。ただし、三井住友から別途指
示があったときは、本会員はその指定する日時、場所、方法
で支払うものとします。

＜第 3 部　個人情報に関する条項＞
第 39 条（個人情報の取得・保有・利用および提供等）
1．会員または会員の予定者（以下総称して「会員等」という）は、

本規約（本申込みを含む。以下同じ）を含む両社との取引の
与信判断および与信後の管理ならびに付帯サービスの提供の
ため、以下 (1) から (6) の情報（以下これらを総称して「個人
情報」という）を両社が保護措置を講じた上で取得・利用す
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ることに同意します。なお、第 7 条に定める三井住友が行う
与信後の管理には、カードの利用確認、本会員へのカード利
用代金のお支払い等のご案内（支払遅延時の請求を含みます）
をすること（以下 (2) の契約情報を含む家族カードに関するお
支払い等のご案内は、本会員にご案内します）、および、法令
に基づき市区町村の要求に従って会員の個人情報（入会申込
書の写し・残高通知書等）を市区町村に提出し住民票・住民
除票の写し・戸籍謄抄本・除籍謄本等（これらの電子化され
たものにかかる記載事項の証明書を含みます）の交付を受け
て連絡先の確認や債権回収のために利用すること、を含むも
のとします。また、会員等は、会員等が本会員としてスルッ
とから複数のカード（スルッとが他社と提携して発行するカー
ドを含む）を貸与されている場合、本条の同意の対象となる
個人情報は、複数のカードの一部または全部に関して本条と
同様の規定に基づき同意の対象となっている個人情報を含む
ことに、同意したものとします。

（1）申込み時もしくは入会後に会員等が申込書等に記入または
入力し、もしくは会員等が提出する書類等に記載されてい
る氏名、年齢、生年月日、住所、電話番号（携帯電話番号
を含む）、メールアドレス、職業、勤務先、取引を行う目的、
資産、負債、収入等の情報（以下総称して「氏名等」という）、
本規約に基づき届け出られた情報、届出電話番号（携帯電
話番号を含む）の現在および過去の有効性（通話可能か否
か）に関する情報および電話等でのお問い合わせ等により
両社が知り得た氏名等の情報（以下総称して「属性情報」
という） 

（2）会員の交通利用、ショッピング利用の内容およびそれに関
する情報、ご利用に関する申込日、契約日、ご利用店名、
商品名、契約額、支払回数等のご利用状況および契約内容
に関する情報（以下「契約情報」という）

（3）会員のご利用残高、お支払い状況等本規約により発生した
客観的取引事実に基づく信用情報

（4）お電話等でのお問い合わせ等により両社が知り得た情報（通
話内容を含む）

（5）両社または決済口座のある金融機関等での本人確認状況お
よび取引に関連する事項の確認状況

（6）官報や電話帳等の公開情報
2．会員は、スルッとが次の目的のために前項の個人情報を利用

することに同意します。
（1）PiTaPa ならびにスルッと関連事業における新商品情報のお

知らせ、関連するアフターサービス
（2）PiTaPa ならびにスルッと関連事業における市場調査、商品

開発 
（3）PiTaPa ならびにスルッと関連事業における宣伝物・印刷物

の送付等の営業活動 
（4）加盟社局等または一般加盟店の商品・サービスに関する宣

伝物・印刷物の送付
3．加盟社局等の提供する登録型割引サービスを申し込んだ会員

は、加盟社局等が交通事業を円滑に行うために必要な範囲で、
第 1項の個人情報を利用することに同意したものとします。

4．会員は、スルッとが個人情報の保護措置を講じた加盟社局等
に対して加盟社局等における経営分析、市場調査、商品開発
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の目的のために当該加盟社局等でカードを利用された会員の
属性情報のうち郵便番号、性別、年齢を提供することに同意
したものとします。

5．会員は、スルッとが、加盟社局等、相互利用先および加盟店
に対してカードの利用制限に関する情報を提供すること、な
らびに、第 7 条第 3 項に基づき加盟社局等および相互利用先
に委託した業務（カード再発行、利用明細出力、利用状況確
認、チャージ等）に必要な第 1 項の個人情報を加盟社局等お
よび相互利用先に対して提供することに同意したものとしま
す。また、加盟社局等および相互利用先の運賃に関する業務
に必要な第 1 項の個人情報を加盟社局等および相互利用先に
対して提供することに同意したものとします。

6．カードの紛失・盗難、転居の未届出および会員の故意・過失
により PiTaPa 会員番号等のカード券面記載事項を会員本人
以外に知られた事等に起因して、カード、送達物および駅券
売機ならびに PiTaPa 倶楽部（インターネットのスルッとホー
ムページ（https://www.pitapa.com/）から入会できるサイト）
等から個人情報等が漏えいした場合、会員は、そのすべての
責を負うものとします。
※なお、第 2 項の PiTaPa ならびにスルッと関連事業の具
体的な事業内容については、スルッと所定の方法（イン
ターネットのスルッとホームページ（https://www.pitapa.
com/）への常時掲載）によってお知らせします。

第 40 条（利用の中止の申出）
会員は、第 39 条第 2 項の同意の範囲内でスルッとが当該情
報を利用している場合であっても、スルッとに対しその中止
を申し出ることができます。ただし、カードまたはご利用代
金通知書に同封されるご案内等の送付を除きます。お申出は、
第 47条第 1項記載の窓口にご連絡ください。

第 41 条（個人信用情報機関への登録・利用）
1．本会員および本会員の予定者（以下総称して「本会員等」と

いう）は、附則対象カードについてスルッとが本規約にかか
る取引上の判断にあたり個人信用情報機関に照会、登録、利
用等行う場合には、別に定める本規約附則第 7 条の規定のと
おりといたします。

2．前項にかかわらず、本会員等が、附則対象カード以外のカー
ドの貸与を希望して入会する場合、および貸与され利用等す
る場合においては、提携先クレジット会社が、本規約にかか
る取引上の判断にあたり個人信用情報機関に照会、登録、利
用等行う際には、提携先および提携先クレジット会社の規定
に従うものとします。

第 42 条（会員契約が不成立の場合）
会員契約が不成立の場合であっても、会員等が入会申込みを
した事実は、当該契約の不成立の理由の如何を問わず第 39 条
第 1 項、および第 41 条第 1 項に該当する場合は本規約附則第
7 条、第 41 条第 2 項に該当する場合は提携先および提携先ク
レジット会社の規定にそれぞれ基づき一定期間利用されます
が、それ以外に利用されることはありません。なお、本申込
により会員等から収集した第 39条第１項 (1)、（4）および（5）
の情報については、当社の規定に基づき一定期間保管するも
のとします。

第 43 条（退会後または会員資格取消後の場合）
1．両社は、会員等が退会を申し出、または会員資格を取り消さ
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れた後においても、第 39 条第 1 項に定める目的および第 45
条に定める開示請求等に必要な範囲で、法令等またはスルッ
とが定める所定の期間、当該会員等であった者の個人情報を
取得・保有・利用および提供します。

2．会員等であった者は、退会または会員資格取消後においても
第 45条の適用を受けることができるものとします。

第 44 条（規約等に不同意の場合）
両社は、会員等が入会申込みに必要な記載事項の記載を希望
しない場合および本会員規約の内容の全部または一部を承
認できない場合、入会をお断りする場合があります。ただし、
第 39 条第 2 項に同意しない場合でも、これを理由に両社が入
会をお断りすることはありません。

第 45 条（個人情報の開示・訂正・削除）
1．会員等は、両社に対して、個人情報の保護に関する法律に定

めるところにより、会員等自身の個人情報を開示するよう請
求することができます。

（1）スルッとに開示を求める場合には、第 47 条第 2 項記載の窓
口にご相談ください。開示請求手続（受付窓口、受付方法、
必要書類等）の詳細をお答えします。また、開示請求手続は、
スルッと所定の方法（インターネットのスルッとホームペー
ジ（https://www.pitapa.com/）への常時掲載）でもお知ら
せしております。

（2） 開示請求により、万一登録内容が不正確または誤りであるこ
とが明らかになった場合、会員等は、当該情報の訂正また
は削除の請求ができます。

2．本会員等は個人信用情報機関に対して、個人情報の保護に関
する法律に定めるところにより、本会員等自身の個人情報を
開示するよう請求することができます。

（1）個人信用情報機関に開示を求める場合には、第 41 条第 1 項
に該当する場合は本規約附則第 7 条記載の連絡先へ、第 41
条第 2 項に該当する場合は提携先および提携先クレジット
会社規定による連絡先へ連絡してください。

（2）開示請求により、万一登録内容が不正確または誤りである
ことが明らかになった場合、本会員等は、当該情報の訂正
または削除の請求ができます。

第 46 条（反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意）
1．本会員は、会員が次項に規定する暴力団員等もしくは次項各

号のいずれかに該当し、第 3 項各号のいずれかに該当する行
為をし、または次項に基づく表明・確約に関して虚偽の申告
をしたことが判明した場合には、このカード取引が停止・解
約されても異議を申し立てないこととします。あわせて、本
会員は上記行為が判明しあるいは虚偽の申告が判明し、会員
資格が取り消された場合には、当然にスルッとまたは三井住
友に対する一切の債務の期限の利益を喪失し、直ちに債務を
弁済するものとします。また、これにより損害が生じた場合
でも、スルッとまたは三井住友に何らの請求は行わず、一切
本会員の責任といたします。

2. 本会員は、会員がスルッとまたは三井住友との取引に際し、現
在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5 年を
経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、
社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他こ
れらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という）に該
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当しないこと、および次の各号のいずれにも該当しないこと
を表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約いた
します。

（1）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または
第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団
員等を利用していると認められる関係を有すること

（2）暴力団員等に対して資金を提供し、または便宜を供与する
などの関与をしていると認められる関係を有すること

3．本会員は、会員が自らまたは第三者を利用して、次の各号の
いずれかに該当する行為を行わないことを確約いたします。

　　（1）暴力的な要求行為（2）法的な責任を超えた不当な要求
行為（3）取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用
いる行為（4）風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて
スルッとまたは三井住友の信用を毀損し、またはその業務を
妨害する行為（5）その他前記（1）から（4）に準ずる行為

第 47 条（お問い合わせ）
1．PiTaPa のサービス全般に関するお問い合わせ、ご利用明細に

関するお問い合わせおよび第 40 条に定める利用の中止のお申
出は、以下の PiTaPa コールセンターまでお願いいたします。
＜ PiTaPa コールセンター（三井住友内）＞　
〒 541-8537  大阪市中央区今橋 4-5-15
電話番号 ナビダイヤル：0570-014-111
※この電話は大阪へ着信し、通話料はお客様負担となります。
※大阪 06-6445-3714 でも承ります。

2．個人情報の開示・訂正・削除等の会員等の個人情報に関する
お問い合わせ・ご相談は以下の PiTaPa お客様相談室までお
願いいたします。
＜ PiTaPa お客様相談室＞
〒 556-0017 大阪市浪速区湊町 2-1-57 
難波サンケイビル 11階
電話番号：06-7730-9861

ジュニアカード・キッズカードに関する特約
第 1 条（利用範囲）

ジュニアカードおよびキッズカードは、原則として、スルッ
とが適当と認める範囲内での交通利用のみ可能とします。た
だし、両社が適当と認めた場合には、一般加盟店でも利用で
きる場合があります。

第 2 条（有効期限等）
1．キッズカードの有効期限は、原則として家族会員が満 12 歳に

なる年度（4 月 1 日から翌年の 3 月末日まで）の 3 月末日ま
でとし、有効期限到来時には両社が審査のうえ、ジュニアカー
ドを発行します。

2. ジュニアカードの有効期限は、原則として家族会員が満 18 歳
になる年度（4 月 1 日から翌年の 3 月末日まで）の 3 月末日
までとし、有効期限到来時には両社が審査のうえ、一般家族
カードを発行するものとします。

第 3 条（その他）
本特約に定めなき事項については、PiTaPa 会員規約を適用し
ます。

以　　上

【2022 年 4月改定】



- 91 -

KIPS PiTaPa カード会員特約

＜第 1 章　一般条項＞

第 1 条

本特約は、近鉄グループホールディングス株式会社（以下「近

鉄GHD」といいます。）、株式会社スルッとKANSAI （以下「ス

ルッと」といいます。）および株式会社百五銀行（以下「百五

銀行」といいます。）の三社（以下「三社」といいます。）が

提携して発行する「KIPS PiTaPa カード」（以下「本カード」

といいます。）の基本的事項を定めるものです。なお、本特

約の用語の定義について特に定めのないものは、105BESTIO 

KIPS 会員特約によるものとします。

第 2 条（本カード申込資格および会員に対する本カードの貸与）

1．本カードは、近鉄 GHD と百五銀行が提携して発行する

「105BESTIO KIPS」の会員資格を有する個人およびそ

のご家族に限り申込むことができます。本カード申込者は、

PiTaPa 会員規約（以下「基本規約」といいます。）および本

特約を承認のうえ、三社に対し本カードの発行を申込むこと

とし、三社が本人会員または家族会員として認めた方を本カー

ドの会員（以下「会員」といいます。）とします。

2．本カードは、105BESTIO KIPS に付帯するカードとして三社

が発行し、会員に貸与します。

3．本カードの家族会員となるためには、（ⅰ）105BESTIO KIPS

の家族会員としての資格を有していることおよび（ⅱ）当該

105BESTIO KIPS の本人会員が本カードの本人会員としての

資格を有していることが必要です。105BESTIO KIPS の家

族会員としての資格を有していない場合および 105BESTIO 

KIPS の本人会員が、本カードの本人会員としての資格を有し

ていない場合、105BESTIO KIPS の本人会員のご家族の方で

も、本カードの家族会員となることは認められません。

4．本カードの所有権は三社の共有とします。本カードに印字さ

れた会員本人以外は利用できません。
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第 3 条（基本規約の読み替え）

1．基本規約の条文の一部を次のとおり読み替えるものとします。

基本規約条項 読み替え前 読み替え後

第1条第1項

株式会社スルッと

KANSAI（以下

「スルッと」という）

株式会社スルッとKANSAI （以下

「スルッと」という）、近鉄グループ

ホールディングス株式会社（以下

「近鉄GHD」という）、および株式会

社百五銀行（以下「百五銀行」といい、

スルッと、近鉄GHDおよび百五銀

行をあわせて「三社」という）

第1条第1項

スルッとと三井住友

カード株式会社（以下

「三井住友」といい、ス

ルッとと三井住友をあ

わせて「両社」という）

三社

第32条第1項・第2項・

第4項

三井住友がスルッと

へ／に立替払い

三井住友がスルッとへ立替払い

をし、百五銀行が三井住友へ立替

払い

上記の箇所以外の全条項 三井住友 百五銀行

第1条第2項、第3条、第

4条、第10条
スルッと 三社

第8条、第11条第1項・

第2項、第33条、第34条
スルッと スルッとおよび百五銀行

第1条第3項、第2条第1

項、第13条第1項・第4項、

第43条、第44条

両社 三社

上記以外の全条項 両社 スルッとおよび百五銀行

第7条、第23条、第37条、

第38条
口座振替 口座引き落とし

2．基本規約の第 16 条、第 17 条、第 18 条、第 41 条の各条項の
定めにかかわらず、105BESTIO 会員規約が適用されるものと
します。

第 4 条（本カードの作成および交付）
1．三社は本カードの作成を三社が指定する委託先に委託するこ

とができるものとします。また、本カードの交付についても、
三社が指定する委託先からお届出の住所宛へ送付することが
できるものとします。

2．本カードが、ご不在などの理由により不送達となり、返却さ
れた場合には、所定の期間のみ保管します。この場合、会員
は百五銀行またはスルッとにご確認のうえ、その指示に従い
交付を受けるものとします。所定の期間を経過した場合、三
社は当該カードを破棄し、本カードの会員資格を喪失させる
ことができるものとします。

第 5 条（サービス等の利用）
1．本カードのサービス等は次の各号に定めるものとし、会員が

当該サービス等を受ける場合には、本特約のほか、各サービ
ス提供者の定める方法に従うものとします。

（1）スルッとが提供する PiTaPa サービスおよびその他の付帯
サービス。
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（2) 近鉄 GHD または別に定める近鉄グループ KIPS 加盟店
（KIPS 参加企業）が提供するサービスおよび特典。

2．105BESTIO KIPS の付帯サービスとして三菱 UFJ ニコスが提
供する「DC ハッピープレゼント」については、105BESTIO 
KIPS でのご利用分はポイント付与の対象となりますが、本
カードご利用分は対象とはなりません。

第 6 条（本カードのポストペイ利用および利用可能枠）
1．本カードのポストペイ利用可能枠は百五銀行がスルッとの同

意を得て定めるものとします。
2．百五銀行は、会員の信用状態が悪化したと認める場合、また

は必要と認める場合、前項の利用可能枠を減額できるものと
します。

3．百五銀行は、会員の本カード利用状況または利用代金の支払
い状況により、ポストペイ利用を一時的に停止または中止す
ることができるものとします。

第 7 条（本カード維持管理料等）
会員は、基本規約に基づき、スルッとの定める方法で本カー
ドの維持管理料等を支払うものとします。

第 8 条（本カード利用代金の支払い等）
1．会員は、基本規約第 32 条に基づき、スルッとが会員に対し

て取得する立替金債権について、三井住友カード株式会社
（以下「三井住友」といいます。）がスルッとに対して、また、
百五銀行が三井住友に対して、それぞれ、立替払いすること
をあらかじめ委託するものとします。

2．会員は、百五銀行に対して、本カードの基本規約に基づく利
用代金について一切の支払債務を負担するものとします。

3．商品の所有権は、百五銀行がスルッとに立替払いをした三井
住友に立替払いすることにより百五銀行に移転すること、お
よび前項の債務の完済まで百五銀行に留保されることを、会
員はあらかじめ異議なく承諾するものとします。

4．本カードの利用により百五銀行に支払うべき会員の債務につ
いては、105BESTIO 会員規約が適用されるものとします。

第 9 条（会員請求）
1．本カードを利用したことにより会員が支払うべき一切の債務

については、基本規約第 37 条 1 項および第 38 条の定めにか
かわらず、105BESTIO KIPS の利用により生じた債務ととも
に、105BESTIO 会員規約に基づき、105BESTIO KIPS の支
払預金口座から口座引き落としの方法により支払うものとし
ます。

2．百五銀行は、基本規約第 37 条 3 項、4 項の定めにかかわらず、
会員に本カードの利用金額を表示した上で「ご利用代金明細
書」を会員に送付します。なお、基本規約第 37 条 4 項に定め
るウェブによる支払い金額の確認がご利用いただけます。

3．本カードの利用はショッピングとして取り扱い、支払区分は 1
回払いとします。

4．前項にかかわらず、会員が 105BESTIO 会員規約第 26 条の 2
に定めるショッピングリボ事前登録サービスまたは第 26 条の
3 に定めるショッピングリボ切替サービスを申し込み、百五
銀行が適当と認めた場合、105BESTIO 会員規約第 26 条に定
めるリボルビング払いによるお支払いとなります。

第 10 条（バリュー残高の返金と未払い債権への補填）
1．基本規約第 36 条の定めにかかわらず、本カードを再製・再発
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行した場合または本カードを更新した場合、百五銀行は、ス
ルッとに代わり本カードのバリュー残額を 105BESTIO KIPS
の支払預金口座へ返金するものとします。ただし、当該返金
が行われる月以降に百五銀行より請求すべき金額がある場合
にはその金額と相殺します。また、かかる請求金額が返金額
に満たない場合は、その差額を返金するものとします。なお、
スルッとが適当と認めた場合を除き、本カードの現物がない
と百五銀行は返金に応じることができません。

2．会員が本特約、105BESTIO 会員規約または基本規約の定めに
基づき期限の利益を喪失した場合、百五銀行は会員の承諾な
しに、本カードのバリュー残額を立替払い金相当額および未
決済ご利用額などに充当することができるものとします。バ
リュー残額がかかる相当額および未決済ご利用額等の合計金
額を上回る場合は、差額を返金するものとします。

3．会員が退会した場合など、スルッとが適当または必要と認め
た場合には、スルッとに代わり百五銀行が会員に対して所定
のバリュー払戻手数料を別途ご請求します。なお、バリュー
払戻手数料は本カードのバリュー残額と相殺できるものとし
ます。バリュー残額がバリュー払戻手数料を上回る場合は、
差額を返金するものとします。

第 11 条（届出事項の変更）
氏名、住所その他の届出事項に変更があった場合には、基本
規約第 11 条の定めにかかわらず、会員はすみやかに百五銀行
所定の窓口（原則として支払預金口座のあるお取引店になり
ます。）に所定の書面により届出るものとします。会員から届
出書面による届出があった場合、当該届出内容を百五銀行は
スルッとへ連絡します。

第 12 条（本カードの再発行）
本カードの紛失、盗難、毀損、滅失等の場合には、三社が適
当と認めた場合に限り、本カードを再発行します。この場合
会員は、所定のカード再発行手数料を支払うものとします。

第 13 条（会員資格の喪失）
1．三社は、会員が次の事項の一つにでも該当した場合には、本カー

ドの会員資格を喪失させることができるものとします。また
三社は、会員資格の喪失を行った場合、カードの無効通知を
行い、基本規約第 24 条で定める加盟社局、一般加盟店および
相互利用先を通じてカードの返還を求めることができるもの
とします。この場合、会員は本カードを百五銀行へ直ちに返
還するものとします。 

（1）本カードの申込みに際し氏名、住所、勤務先、家族構成等、
会員の特定・信用状況の判断にかかる事実について虚偽の
申告をした場合

（2）会員が本特約、スルッとおよび百五銀行がそれぞれ定める
会員規約・規定・特約のいずれかに違反した場合

（3）本カードの利用代金等、スルッとまたは百五銀行に対する
債務の履行を怠った場合

（4）三社のうちいずれかが、会員の本カードの利用を不適当と
認めた場合

（5）105BESTIO KIPS の会員資格を喪失したとき
（6）三社が有効期限を更新した本カードを発行せず、本カード

の有効期限が経過したとき
2．前項により会員資格を喪失した場合、会員は当然に期限の利
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益を失い、直ちに百五銀行に対する未払い債務をお支払い
いただくものとします。

第 14 条（退会）
1．会員は本カードについて退会する場合、基本規約第 15 条の定

めにかかわらず、原則として、本カードを添え、所定の届出用
紙により百五銀行を通じてスルッとに届け出るものとします。

2．本人会員が本カードについて退会する場合、家族会員も自動
的に本カードについて退会することになります。

3．会員は、105BESTIO KIPS について退会する場合、本カード
についても自動的に退会することになります。

第 15 条（本特約の変更・承認）
本特約が改定され、その改定内容が会員に通知または公表さ
れた後に、会員が本カードを利用したときには、会員はその
改定を承認したものとみなします。

第 16 条（会員規約・規定・特約の適用）
三社が各々提供するサービス等については、三社がそれぞれ
定める会員規約・規定・特約が適用されます。これらの会員
規約などあらゆる会員規約・規定・特約と本特約の内容が一
致しない場合には、本特約が優先されるものとします。本特
約に定めのない事項については、三社がそれぞれ定める会員
規約・規定・特約が適用されるものとします。

第 17 条（準拠法）
会員と三社との諸契約に関する準拠法は、すべて日本法とし
ます。

第 18 条（合意管轄裁判所）
基本規約第 22 条の定めにかかわらず、会員と三社との間で訴
訟の必要が生じた場合、訴額のいかんにかかわらず、会員の
住所地、商品等の購入地、百五銀行およびスルッとの本社・
支店・営業所所在地を管轄する簡易裁判所・地方裁判所を合
意管轄裁判所とします。

第 19 条（本特約の不同意）
三社は、会員等が本カードの申し込みに際し、申込書に記載
すべき必要な事項の記載を希望しない場合、本カードに係る
個人情報の取扱いについて承諾できない場合には、本カード
についての入会をお断りすることがあります。

＜第 2 章　個人情報に関する条項＞
第 20 条（個人情報の提供および利用）
1．会員および入会を申し込まれた方 ( 以下総称して「会員等」

といいます。）は、基本規約第 39 条に基づきスルッと、ス
ルッとの本カードに係る業務受託会社である三井住友および
百五銀行が取得、利用する個人情報について、本特約に基づ
く業務を行うにあたり、保護措置を講じた上で本特約および
105BESTIO 会員規約第 2 章の定めに従い、取得、利用するこ
とに同意するものとします。

2．会員等は百五銀行が本特約に係る取引上の判断にあたり、個
人信用情報機関等の登録・利用に関し、基本規約第 41 条およ
び第 42 条に代えて本特約および 105BESTIO 会員規約が適用
されることを同意するものとします。また、会員契約が不成
立の場合でも、会員等が入会申込みをした事実は、当該契約
の不成立の理由の如何を問わず、105BESTIO 会員規約第 2 章
の定めに基づき一定期間利用されますが、それ以外に利用さ
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れることはありません。
3．会員等は、三社が本カードの発行および会員管理のため、そ

れぞれ適切な保護措置を講じたうえで、本カードに関する会
員等の個人情報のうち、下記情報を相互に提供し、利用する
ことに同意します。

（1） 本特約、スルッとおよび百五銀行がそれぞれ定める会員規
約・規定・特約に基づき届け出のあった本カードの会員等
の情報。ただし、近鉄 GHD はこのうち会員等の信用情報は
取得しません。

（2）本カード申込みに対する審査の結果（その理由を除きます。）。
（3）本カードの申込みにより発行されるカード会員番号・有効

期限および変更後のカード会員番号・有効期限。
（4）カード会員番号が無効となった事実（その理由を除きます。）。
（5）本カードの会員資格の喪失（その理由を除きます。）。
4．会員は、スルッとが保護措置を講じたうえで、近鉄 GHD に対

し、近鉄 GHD による特典およびサービス等の提供を目的とし
て、会員の本カードの利用日時、利用金額、利用区間、利用
店名等のご利用状況に関する情報を提供し、近鉄 GHD がこれ
を利用することに同意します。

5．会員は、近鉄 GHD が適切な保護措置を講じたうえで、近鉄グ
ループ企業の事業等における、① 会員への特典・商品・サー
ビスに関する各種営業案内の送付、② マーケティング活動・
商品開発を目的として、会員の個人情報（第 3 項（1）に定め
る情報のうち住所、氏名、性別、年齢、生年月日、電話番号
および前項に定める情報）について、近鉄グループ企業と共
同利用することに同意します。なお、会員は、これらの営業
案内等を希望しない場合には、カード、ご利用代金明細書お
よびこれに同封されるご案内などを除き、近鉄 GHD および近
鉄グループ企業に対しその中止を申し出ることができます。

6．前項による近鉄グループ企業において共同利用する個人情報の管
理について責任を有する者は、近鉄GHDとします。近鉄GHD
の住所および電話番号は、本特約の末尾に記載しております。

7．近鉄グループ企業の名称・事業内容・住所・電話番号は、ホー
ムページ（https://www.kintetsu.co.jp/group/Kips/）でご確認
いただけます。

8．三社は、会員等の個人情報を厳正に管理し、その保護に十分
な注意を払うとともに、本特約に定める目的以外には利用し
ないものとします。

9．本カードの発行により三社が取得する会員等の個人情報の開
示・訂正・削除請求等についてのお問合せ先は、本特約末尾
記載の三社とします。

個人情報に関するお問合せ先
近鉄グループホールディングス株式会社
　〒 543-8585 大阪市天王寺区上本町 6丁目 1番 55 号
　TEL　06-6775-3555
株式会社スルッとKANSAI
　〒 556-0017 大阪市浪速区湊町2-1-57 難波サンケイビル11階
　TEL　06-7730-9861
株式会社百五銀行
　〒 514-0004 三重県津市栄町 3丁目 123 番地の 1
　TEL　0120-899-105

以　　上
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DC ETC カード会員規約

第 1 条（本規約の趣旨）
本規約は、株式会社百五銀行（以下「当行」といいます。）お
よび三菱 UFJ ニコス株式会社（以下「三菱 UFJ ニコス」とい
います。）所定の DC 標章を冠したクレジットカードの会員規
約（法人会員規約を含みます。以下「会員規約」といいます。）
に定める会員（以下「会員」といいます。）がDC ETC カード（以
下「ETC カード」といいます。）を利用する場合の規約を定
めたものです。会員は会員規約および本規約を承認し、別途
自動料金収受者が定める「ETC システム利用規程」・「ETC シ
ステム利用規程実施細則」および車載器業者が定める利用規
程等を合せ遵守してETCカードを利用するものとします。

第 2 条（定義）
本規約における次の用語は、以下の通り定義するものとします。

1．「ETC カード」とは、自動料金収受者が運営する ETC システ
ムにおいて利用される通行料金支払専用に第 3 条に定める方
法により発行されるカードをいいます。

2．「自動料金収受者」とは、東日本高速道路株式会社、首都高速
道路株式会社、中日本高速道路株式会社、西日本高速道路株
式会社、阪神高速道路株式会社、本州四国連絡高速道路株式
会社など道路整備特別措置法に基づく有料道路管理者のうち
三菱 UFJ ニコスがクレジットカード決済契約を締結した有料
道路管理者をいいます。

3．「ETC システム」とは、自動料金収受者所定の料金所において
ETC 利用者が ETC カードおよび車載器、ならびに自動料金
収受者の路側システムを利用して通行料金の支払いを行うシ
ステムをいいます。

4．「車載器」とは、ETC 利用者が ETC システム利用の為車輌に
設置する通信用の装置をいいます。

5．「路側システム」とは、自動料金収受者所定の料金所の ETC
車線に設置され、ETC 利用者の車載器と無線により必要情報
を授受する装置をいいます。

第 3 条（ETC カードの発行・管理責任）
1．当行および三菱UFJ ニコス（以下併せて「両社」といいます。）

は、会員より本規約および会員規約を承認のうえ、所定の方
法で ETC カードの申込みを受けた場合、両社が適当と認めた
会員に対し、会員が指定し両社が認めた DC 標章を冠したク
レジットカード（以下「指定カード」といいます。）に追加して、
ETC カードを発行し、貸与します。なお、ETC カードを貸与
された会員（以下「ETC 会員」といいます。）は、ETC シス
テムにおいては指定カードに代わり ETC カードを利用するこ
とにより指定カードによる決済サービスを受けることができ
ます。

2．ETC カードは、ETC カードの表面に印字された ETC 会員本
人に限り利用できます。

3．ETC カードの所有権は当行にあり、ETC 会員は善良な管理者
の注意をもって ETC カードを利用・管理するものとします。
万が一他人に貸与したり、車輌内に放置する等により第三者
による不正使用があった場合、ETC 会員本人が支払責任を負
うものとします。

4．ETC会員は両社よりETCカードを貸与されたときは、本規約
および会員規約を承認の上、ETC カード裏面に ETC 会員の
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署名をしていただきます。ETC 会員が本規約および会員規約
を承認しない場合には、利用開始前に直ちに ETC カードを切
断した上で当行に返却するものとします。

第 4 条（ETC カードの利用方法）
1．ETC 会員は、自動料金収受者所定の料金所において、ETC

カードを挿入した車載器を介し路側システムと無線により必
要情報を授受し、または ETC カードを提示するなど、自動料
金収受者所定の方法で通行することにより、通行料金の支払
いを行うことができるものとします。

2．ETC 会員は、自動料金収受者所定の料金所において、ETC
カードの提示を求められた場合、これを提示するものとします。

第 5 条（ETC カードのご利用代金の支払方法）
1．ETC カードのご利用代金の支払方法は、1 回払いとします。

ただし、指定カードの支払方法に別途規約の定めがある場合
は、当該規約の支払方法によるものとします。

2．当行は、ETC会員の ETCカードご利用代金を指定カードのご
利用代金請求と同じ方法により請求し、ETC 会員は指定カー
ドのご利用代金と合算して支払うこととします。

3．当行のご利用代金の請求が、自動料金収受者の請求データに
基づく限り、ETC 会員は請求額の支払義務を負うものとしま
す。もし、自動料金収受者の請求データに疑義がある場合には、
ETC 会員と自動料金収受者間で解決するものとし、当行への
支払義務に影響を及ぼさないものとします。

第 6 条（ETC カードの利用・貸与の停止など）
ETC 会員が、本規約または会員規約に違反した場合、ETC
カードまたは指定カードの利用状況が適当でないと当行また
は三菱 UFJ ニコスが認めた場合、当行または三菱 UFJ ニコス
は、ETC 会員に通知することなく ETC カードもしくは指定
カードまたは両カードの利用・貸与の停止、返却など会員規
約に定める措置をとることができるものとし、ETC 会員は予
めこれを承諾するものとします。当行または三菱 UFJ ニコス
は、ETC カードの利用停止の措置および契約終了に伴う措置
等による道路上での事故に関し、これを解決もしくは損害賠
償する責任を一切負わないものとします。

第 7 条（ETC カードの紛失・盗難、破損・変形などの届出義務・
責任および再発行）

1．ETC 会員が、ETC カードを紛失し、もしくは盗難等にあった
場合、すみやかに下記の諸手続きをお取りいただきます。
①当行または三菱UFJ ニコスに直接電話などによる連絡
②当行または三菱UFJ ニコスへの所定の届出書の提出
③最寄りの警察署への届出 

2．前項の場合の ETC 会員の責任は、会員規約に定める「カード
紛失・盗難の規定」によるものとします。

3．ETC カードが破損、変形もしくは機能不良になった場合は、
直ちに当行または三菱UFJ ニコスに届出るものとします。

4．ETC カードは、両社が認める場合に限り再発行します。この
場合、当行所定の手数料をお支払いいただきます。

5．ETC カードの再発行により ETC カードの会員番号が変更と
なった場合、自動料金収受者が実施する登録型割引制度を利
用する ETC 会員は、自ら、自動料金収受者所定の変更手続を
行うものとし、その変更手続が完了するまで所定の割引が適
用されないことを予め承諾するものとします。両社は、所定
の割引が適用されないことにより ETC 会員が被った損害につ
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いて、一切の責任を負わないものとします。
第 8 条（ETC カードの有効期限）
1．ETC カードの有効期限は、指定カードと別に定めるものとし、

ETCカード表面に記載した月の末日までとします。
2．ETCカードの有効期限が到来する場合、両社が引続きETC会

員として適当と認める方には、新しい ETC カードを送付しま
す。

3．有効期限内における ETC カード利用による支払いについては、
有効期限経過後といえども会員規約および本規約を適用します。

第 9 条（退会）
ETC 会員は ETC カードを退会する場合、両社所定の退会手
続きを行うとともに、ETC カードを当行または三菱 UFJ ニコ
スに返却いただくか、ETC カードの IC チップ部分を切断の
うえ破棄してください。なお、指定カードを退会した場合は、
当然にETCカードも退会したものとみなします。

第 10 条（指定カードの変更）
ETC 会員は、両社所定の変更手続きを行い両社が認めた場合
に、両社が発行する他のクレジットカードを指定カードとす
ることができます。

第 11 条（ＥＴＣカードの新規発行手数料）
ETC 会員は当行に対し、会員規約に定める年会費とは別に、
第 3 条第 1 項に定める ETC カード発行の対価として、入会申
込書およびホームページ等に記載する所定の新規発行手数料
を支払うものとします。新規発行手数料は、退会または ETC
会員資格の取消しとなった場合その他理由の如何を問わず返
却いたしません。

第 12 条（免責事項）
1．両社は、ETCカードのご利用代金の支払いに関する事項を除き、

事由のいかんを問わず、道路上での事故、ETC システムもし
くは車載器に関する紛議などに関し、これを解決し、または
損害を賠償する等の責任を一切負わないものとします。

2．両社は、ETC カードの紛失・盗難、破損・変形または機能不
良など、ETC カードを利用することができないことにより
ETC 会員に生じた損失、不利益に関して、一切の責任を負わ
ないものとします。

第 13 条（本規約の変更）
本規約の変更について、両社のいずれかから変更内容を通知
した後または新規約を送付した後に ETC カードを利用したと
きは、ETC 会員が変更事項または新規約を承認したものとみ
なします。

第 14 条（会員規約）
本規約に定められていない事項については、会員規約による
ものとします。

「ハイカ・前払」残高管理サービスをご利用されている

　場合は、次の特約が適用となります。

＜ DC ETC カード「ハイカ・前払」残高管理サービス利用特約＞
第 1 条（本特約の趣旨）

DC ETC カード会員規約に定める ETC 会員または ETC カー
ド利用者（以下「ETC 会員等」といいます。）が、東日本高
速道路株式会社、首都高速道路株式会社、中日本高速道路株
式会社、西日本高速道路株式会社および阪神高速道路株式会
社（以下「高速道路運営会社」といいます。）のシステム運営



- 100 -

する有料道路料金に対する「ハイカ・前払」残高管理サービ
スの適用を受ける場合、本特約および高速道路運営会社の定
める「ハイカ・前払」残高管理サービスに関する利用約款（以
下「残高管理サービス利用約款」といいます。）を承認の上、
高速道路運営会社への登録および支払承認を得て ETC カード
を利用するものとします。

第 2 条（利用明細書の発行費用の支払）
ETC 会員等は、DC ETC カード会員規約に定める ETC カー
ドの利用方法に追加して、残高管理サービス利用約款に定め
る利用明細書の発行費用を支払うことができます。

第 3 条（前払い残高およびハイウェイカードからの付替え残高の
払戻し）

1．ETC 会員等は、当行または三菱 UFJ ニコスが高速道路運営会
社に対し、ETC 会員の当行または三菱 UFJ ニコスに対する債
務について不払いとなった旨の申し出を行うこと、その結果、
残高管理サービス利用約款によりユーザー登録が失効するこ
と、および、これにより前払い残高（ハイウェイカードから
の付替え残高を含みます。）に基づき所定の方法で算出された
払戻し金額が、高速道路運営会社から当行または三菱 UFJ ニ
コスに対し交付されることに異議がありません。また、この
場合、両社が ETC 会員の当行または三菱 UFJ ニコスに対す
る他の未決済代金に充当することを了承するものとします。

2．ETC会員または ETCカード利用者が、DC ETC カード会員規
約の定めにより ETC カードの利用・貸与の停止、返却などの
措置を受けた場合または退会した場合、ETC 会員等に未払い
債務がない限り、前払い残高の払戻しについて両社は一切関
与しないものとします。

第 4 条（「ハイカ・前払」残高管理サービス利用停止の申し出）
ETC 会員等が、「ハイカ・前払」残高管理サービスの利用停
止を希望するときは、自らの責任で高速道路運営会社に対し
て利用停止の申し出を行うものとします。この場合、利用停
止を申し出た当該 ETC カード申込み時のユーザー登録におい
て登録された他の ETC カードも利用停止となるなどの不利益
が生じたとしても、両社は一切の責任を負わないものとします。

第 5 条（高速道路運営会社に対する情報の提供）
「ハイカ・前払」残高管理サービスを利用する ETC 会員等は、
当行または三菱 UFJ ニコスが ETC 会員等に対する債権を回
収する目的で、高速道路運営会社に対し、会員番号、会員氏
名または名称、カード利用者氏名、生年月日、当行登録の住
所または会社所在地および未払いの事実を通知する場合があ
ることに予め同意するものとします。

第 6 条（本特約の変更）
本特約の変更について、両社のいずれかから変更内容を通知
した後または新特約を送付した後に ETC カードを利用したと
きは、ETC 会員等が変更事項または新特約を承認したものと
みなします。

第 7 条（DC ETC カード会員規約の適用）
本特約に定められていない事項については、DC ETC カード
会員規約によるものとします。

以　　上
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百五キャッシュカード規定

＜カード規定＞　
1（カードの利用）

普通預金（総合口座取引の普通預金を含みます。以下同じで
す。）、当座勘定、貯蓄預金について発行したキャッシュカー
ド（以下これらを「カード」といいます。）は、それぞれ当該
預金口座について、次の場合に利用することができます。
(1) 当行および当行がオンライン現金自動支払機の共同利用に

よる現金支払業務を提携した金融機関等（以下「支払提携
先」といいます。）の現金自動支払機（現金自動預入支払
機を含みます。以下「支払機」といいます。）を使用して
預金を払戻す場合。

(2) 当行および当行がオンライン現金自動預金機の共同利用に
よる現金預入業務を提携した金融機関等（以下「預入提携
先」といいます。）の現金自動預金機（現金自動預入支払
機を含みます。以下「預金機」といいます。）を使用して
預入れる場合。

(3) 当行および支払提携先のうち当行がオンライン現金自動支
払機の共同利用による振込業務を提携した金融機関等（以
下「カード振込提携先」といいます。）の自動振込機 ( 振
込を行うことができる現金自動預入支払機を含みます。以
下「振込機」といいます。）を使用して振込資金を預金口
座からの振替により払戻し、振込の依頼をする場合。

(4) その他当行が定めた取引を行う場合。
2（カード発行手数料）

普通預金について法人に発行したキャッシュカードおよび当
座勘定について発行した当座勘定キャッシュカードの発行に
あたっては、当行所定の発行手数料をいただきます。

3（支払機による預金の払戻し）
(1) 支払機を使用して預金の払戻しをする場合には、支払機の

画面表示等の操作手順に従って、支払機にカードを挿入し、
届出の暗証および金額を正確に入力してください。この場
合、通帳および払戻請求書の提出、または当座小切手の振
出しは必要ありません。

(2) 支払機による払戻しは、支払機の機種により当行または支
払提携先所定の金額単位とし、１回あたりおよび１日あた
りの払戻しは、当行または支払提携先所定の金額の範囲内
とします。

(3) 当座勘定において、同一日に支払機による払戻しと数通の
手形、小切手等の支払をする場合、その合計額が払戻すこ
とのできる金額（当座貸越を利用できる範囲内の金額を含
みます。）をこえるときは、そのいずれを支払うかは当行
の任意とします。また、第５条による預金機による預金の
振替および第６条による振込機による振込の場合も同様と
します。

(4) 支払機を使用して預金の払戻しをする場合に、払戻請求金
額と第７条第１項に規定する自動機利用手数料金額との合
計金額が払戻すことのできる金額をこえるときは、その払
戻しはできません。

4（預金機による預金の預入れ）
(1) 預金機を使用して預金に預入れをする場合には、預金機の

画面表示等の操作手順に従って、預金機に通帳またはカー
ドを挿入し、現金を投入して操作してください。

(2) 預金機による預入れは、預金機の機種により当行あるいは
預入提携先が定めた種類の紙幣あるいは硬貨に限ります。
また、1 回あたりの預入れは、当行あるいは預入提携先所
定の枚数による金額の範囲内とします。

(3) 当行の預金機を利用した、カードによる預入れの場合は、
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「ご利用明細票」には預入金額を表示しておりません。受
取書が必要な場合は、窓口営業時間内に「ご利用明細票」
を窓口にご呈示ください。受取書を作成します。

5（預金機による預金の振替）
(1) 預金機を使用して預金を振替により払戻し、異なった預金

口座へ預入れをする場合には、預金機の画面表示等の操作
手順に従って、預金機に払戻し口座のカードおよび預入
れ口座の通帳を挿入し、届出の暗証および金額を正確に入
力してください。この場合、通帳および払戻請求書の提出、
または当座小切手の振出しは必要ありません。

(2) 預金機による振替の１回あたりの払戻しは、当行所定の金
額の範囲内とします。

(3) 預金機を使用して預金の振替をする場合に、払戻請求金額
と第７条第１項に規定する自動機利用手数料金額との合計
金額が払戻すことのできる金額をこえるときは、その振替
はできません。

6（振込機による振込）
(1) 振込機を使用して振込資金を預金口座から振替により払戻

し、振込の依頼をする場合には、振込機の画面表示等の操
作手順に従って、振込機にカードを挿入し、届出の暗証、
その他所定の事項を正確に入力してください。この場合に
おける預金の払戻しについては、通帳および払戻請求書の
提出、または当座小切手の振出しは必要ありません。

(2) 振込機による１回あたりおよび１日あたりの振込は、当行
またはカード振込提携先所定の金額の範囲内とします。

(3) 振込機を使用して振込資金を預金口座からの振替により払
戻し、振込の依頼をする場合に、振込金額と第７条第１項
に規定する自動機利用手数料金額および同条第３項に規定
する振込手数料金額との合計金額が払戻すことのできる金
額をこえるときは、その振込はできません。

7（自動機利用手数料等）
(1) 預金機・支払機または振込機を使用して預金の預入れある

いは払戻しをする場合には、当行および預金提携先あるい
は支払提携先所定の預金機・支払機・振込機の利用に関す
る手数料（以下「自動機利用手数料」といいます。）をい
ただきます。

(2) 自動機利用手数料は、預金の払戻し時に通帳および払戻請
求書なしで、または当座小切手の振出しなしで、その預入
れあるいは払戻しをした預金口座から自動的に引落します。
なお、提携先の自動機利用手数料は、当行から提携先に支
払います。

(3) 当行の振込機を使用して振込する場合には当行所定の振込
手数料を、またカード振込提携先の振込機を使用して振込
する場合にはカード振込提携先所定の振込手数料をいただ
きます。

(4) 振込手数料は、振込資金の預金口座からの払戻し時に、通
帳および払戻請求書または当座小切手の振出しなしで、そ
の払戻しをした口座から自動的に引落し、カード振込提携
先の振込手数料は、当行からカード振込提携先に支払いま
す。

8（代理人による預金の払戻し・預入れおよび振込）
(1) 代理人による預金の払戻し・預入れおよび振込の依頼をす

る場合には、本人から代理人の氏名・暗証を届出てくださ
い。この場合、当行は代理人のためのカードを発行します。

(2) 代理人カードの利用についても、この規定を適用します。
9（支払機・預金機・振込機故障時の取扱い）

(1) 停電、故障等により支払機による取扱いができない場合に
は、窓口営業時間内に限り、当行が支払機故障時等の取扱
いとして定めた金額を限度として、当行本支店の窓口で
カードにより預金を払戻すことができます。なお、提携先
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の窓口では、この取扱いはしません。
(2) 前項による払戻しをする場合には、当行所定の払戻請求書

に住所、氏名（法人の場合は法人名、届出の代表者の資格・
氏名）、生年月日（個人の場合）、電話番号および金額を記
入のうえ、カードとともに提出してください。

(3) 停電・故障等により預金機による取扱いができないときに
は、窓口営業時間内に限り、当行本支店の窓口でカードに
より預金に預入れをすることができます。

(4) 停電、故障等により振込機による取扱いができないときは
窓口営業時間内に限り、前第１項および第２項によるほか
振込依頼書を提出することにより振込の依頼をすることが
できます。ただし、カード振込提携先の窓口では、この取
扱いはできません。

10（カードによる払戻し・預入れ金額等の通帳および当座勘定お
取引明細表への記入）
カードにより払戻した金額、預入れた金額、自動機利用手数
料金額、振込手数料金額の通帳記入は、通帳が当行の支払機・
預金機・振込機および通帳記入機で使用されたとき、または
当行本支店の窓口に提出された場合に行います。なお、機
種によってはこのお取扱いができない場合があります。ま
た、窓口でカードにより取扱った場合にも同様とします。なお、
預入れあるいは払戻した金額と自動機利用手数料金額および
振込手数料金額は、預入れあるいは払戻した金額と手数料金
額とに分けて、通帳または当座勘定お取引明細表に記帳します。

11（カード・暗証の管理等）
(1) 当行は、支払機または振込機の操作の際に使用されたカー

ドが、当行が本人に交付したカードであること、および入
力された暗証と届出の暗証とが一致することを当行所定の
方法により確認のうえ預金の払戻しを行います。当行の窓
口においても同様にカードを確認し、当行への届出事項の
内容と払戻請求書に記載された内容の一致を確認のうえ取
扱いをいたします。

(2) カードは他人に使用されないよう保管してください。暗証
は生年月日・電話番号等の他人に推測されやすい番号の利
用を避け、他人に知られないよう管理してください。カー
ドが、偽造、盗難、紛失等により他人に使用されるおそれ
が生じた場合または他人に使用されたことを認知した場合
には、すみやかに本人から当行に通知してください。この
通知を受けたときは、直ちにカードによる預金の払戻し停
止の措置を講じます。この届出の前に生じた損害について
は、第 12 条、第 13 条に定める場合を除き、当行は責任
を負いません。

(3) 届出の暗証を使用して当行所定の方法により、カードを発
行した預金の残高等の取引状況を照会することができます。
照会時に使用された暗証と届出の暗証との一致を確認して
回答した場合には、暗証につき盗用その他の事故があって
もそのために生じた損害については、当行は責任を負いま
せん。

(4) 届出の暗証を使用して、電話やインターネット等により各
種サービスの申込、利用、各種届出等の申込ができます。
ご利用時に使用された暗証と届出の暗証との一致を確認し
て回答した場合には、暗証につき盗用その他の事故があっ
てもそのために生じた損害については、当行は責任を負い
ません。　

(5) 振替および振込については、第 12 条、第 13 条に定める
場合を除き、当行は責任を負いません。

(6) カードの盗難にあった場合には、当行所定の届出書を当行
に提出してください。

12（偽造カード等による払戻し等）
偽造または変造カードによる払戻しについては、本人が個人
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である場合には、本人の故意による場合または当該払戻しに
ついて当行が善意かつ無過失であって、本人に重大な過失が
あることを当行が証明した場合を除き、その効力を生じない
ものとします。この場合、本人は、当行所定の書類を提出し、
カードおよび暗証の管理状況、被害状況、警察への通知状況
等について当行の調査に協力するものとします。

13（盗難カードによる払戻し等）
(1) 本人が個人の場合であって、カードの盗難により、他人に

当該カードを不正使用され生じた払戻しについては、次の
各号のすべてに該当する場合、本人は当行に対して当該払
戻しの額に相当する金額およびこれに付帯する約定利息な
らびに第７条に規定する自動機取扱手数料に相当する金額
（以下「補てん対象額」といいます）の補てんを請求する
ことができます。
①カードの盗難に気づいてからすみやかに、当行への通知

が行われていること
②当行の調査に対し、本人より十分な説明が行われている

こと
③当行に対し、警察署に被害届を提出していること、その

他の盗難にあったことが推測される事実を確認できる
ものを示していること

 (2) 前項の請求がなされた場合、当該払戻しが本人の故意に
よる場合を除き、当行は、当行へ通知が行われた日の 30 
日（ただし、当行に通知することができないやむを得ない
事情があることを本人が証明した場合は、30 日にその事
情が継続している期間を加えた日数とします。）前の日以
降になされた払戻しにかかる補てん対象額を補てんするも
のとします。ただし、当該払戻しが行われたことについて、
当行が善意かつ無過失であり、かつ、本人に過失があるこ
とを当行が証明した場合には、当行は補てん対象額の４分
の３に相当する金額を補てんするものとします。

(3) 前２項の規定は、第１項にかかる当行への通知が、盗難が
行われた日（当該盗難が行われた日が明らかでないときは、
当該盗難にかかる盗難カード等を用いて行われた不正な預
金払戻しが最初に行われた日。）から、２年を経過する日
以後に行われた場合には、適用されないものとします。

(4) 第２項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当すること
を当行が証明した場合には、当行は補てん責任を負いませ
ん。
①当該払戻しが行われたことについて当行が善意かつ無過

失であり、かつ、次のいずれかに該当する場合
Ａ本人に重大な過失があることを当行が証明した場合
Ｂ本人の配偶者、二親等内の親族、同居の親族、その他

の同居人、または家事使用人（家事全般を行ってい
る家政婦など。）によって行われた場合

Ｃ本人が、被害状況についての当行に対する説明におい
て、重要な事項について偽りの説明を行った場合

②戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じまたは
これに付随してカードが盗難にあった場合

14（カードの紛失、届出事項の変更等）
カードを紛失した場合または氏名、代理人、暗証その他の届
出事項に変更があった場合には、直ちに本人から当行所定の
方法により当行に届出てください。

15（カードの再発行等）
(1) カードの盗難、紛失等の場合のカードの再発行は、当行所

定の手続をした後に行います。この場合、相当の期間をお
き、また保証人を求めることがあります。

(2) カードを再発行する場合には、当行所定の再発行手数料を
いただきます。
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16（支払機・預金機・振込機への誤入力等）
支払機・預金機・振込機の使用に際し、金額等の誤入力によ
り発生した損害については、当行は責任を負いません。また、
預入提携先の預金機、支払提携先の支払機またはカード振込
提携先の振込機を使用した場合の預金提携先、支払提携先お
よびカード振込提携先の責任についても同様とします。

17（解約、カードの利用停止）
(1) 預金口座を解約する場合（当行からの申出により解約する

場合および当座勘定で、手形交換所の取引停止処分等によ
る解約を含みます。）またはカードの利用を取りやめる場
合には、そのカードを当店に返却してください。

(2) カードの改ざん、不正使用など当行がカードの利用を不適
当と認めた場合には、その利用をおことわりすることがあ
ります。この場合、当行からの請求がありしだい直ちにカー
ドを当店に返却してください。

(3) 次の場合には、カードの利用を停止することがあります。
この場合、当行の窓口において当行所定の本人確認書類の
提示を受け、当行が本人であることを確認できたときに停
止を解除します。
①第 18条に定める規定に違反した場合
②預金口座に関し、最終の預入れまたは払戻しから当行が

別途表示する一定の期間が経過した場合
③カードが偽造、盗難、紛失等により不正に使用されるお

それがあると当行が判断した場合
18（譲渡、質入れ等の禁止）

カードは譲渡、質入れまたは貸与することはできません。
19（規定の準用）

この規定に定めのない事項については、普通預金規定、総合
口座取引規定、当座勘定規定、貯蓄預金規定および振込規定
により取扱います。ただし、カード振込提携先の振込機を使
用した場合には当行振込規定にかえて、カード振込提携先の
定めにより取扱います。

20（規定の変更等）
(1) この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化

その他相当の事由があると認められる場合には、当行ホー
ムページへの掲載による公表その他相当の方法で周知する
ことにより、変更できるものとします。

(2) 前記 (1) の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適
用されるものとします。

以　　上

＜百五デビットカードサービス取引規定＞
第１章　デビットカード取引
1（適用範囲）

次の各号のうちのいずれかの者（以下「加盟店」といいます。）
に対して、百五デビットカード（当行がカード規定にもとづ
いて発行する百五キャッシュカードのうち普通預金（総合口
座取引またはそうごうパックL-30 またはそうごうパックL-30
（プラス）またはそうごうパック L-50 の開設されている普通
預金を含みます。）その他当行所定の預金のキャッシュカード。
以下「カード」といいます。）を提示して、当該加盟店が行う
商品の販売または役務の提供等（以下「売買取引」といいま
す。）について当該加盟店に対して負担する債務（以下「売買
取引債務」といいます。）を当該カードの預金口座（以下「預
金口座」といいます。）から預金の引落し（総合口座取引規定
またはそうごうパック L-30 規定またはそうごうパック L-30
（プラス）規定または総合口座当座貸越ローンローン規定に
もとづく当座貸越による引落しを含みます。）によって支払う
取引（以下本章において「デビットカード取引」といいます。）
については、この章の規定により取扱います。
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(1) 日本電子決済推進機構（以下「機構」といいます。）所定
の加盟店規約（以下本章において「規約」といいます。）
を承認のうえ、機構に直接加盟店として登録され、機構の
会員である一つまたは複数の金融機関（以下「加盟店銀行」
といいます。）と規約所定の加盟店契約を締結した法人ま
たは個人（以下「直接加盟店」といいます。）。ただし、当
該加盟店契約の定めにもとづき、当行のカードが直接加盟
店で利用できない場合があります。

(2) 規約を承認のうえ、直接加盟店と規約所定の間接加盟店契
約を締結した法人または個人（以下「間接加盟店」といい
ます。）。ただし、規約所定の間接加盟店契約の定めにもと
づき、当行のカードが間接加盟店で利用できない場合があ
ります。

(3) 規約を承認のうえ機構に任意組合として登録され加盟店銀
行と加盟店契約を締結した民法上の組合の組合員であり、
規約を承認した法人または個人（以下「組合事業加盟店」
といいます。）。ただし、規約所定の組合契約の定めにもと
づき、当行のカードが組合事業加盟店で利用できない場合
があります。

2（利用方法等）
(1) カードをデビットカード取引に利用するときは、自らカー

ドを加盟店に設置されたデビットカード取引にかかる機能
を備えた端末機（以下「端末機」といいます。）に読み取
らせるかまたは加盟店にカードを引き渡したうえ加盟店を
してカードを端末機に読み取らせ、端末機に表示された売
買取引債務の金額を確認したうえで、端末機にカードの暗
証番号を第三者（加盟店の従業員を含みます。）に見られ
ないように注意し自ら入力してください。

(2) 端末機を使用して、預金の払戻しによる現金の取得を目的
として、カードを利用することはできません。

(3) 次の場合にはデビットカード取引を行うことはできません。
①停電、故障等により端末機による取扱いができない場合
②１回あたりのカードの利用金額が、加盟店が定めた最高

限度額を超えるか、あるいは最低限度額に満たない場合
③購入する商品または提供を受ける役務等が、加盟店がデ

ビットカード取引を行うことができないものと定めた
商品または役務に該当する場合

(4) 次の場合には、カードをデビットカード取引に利用するこ
とはできません。
①１日あたりのカードの利用金額（カード規定による預金

の払戻金額を含みます。）が、当行が定めた金額の範囲
を超える場合

②当行所定の回数を超えてカードの暗証番号を誤って端末
機に入力した場合

③カード（磁気ストライプの電磁的記録を含みます。）が
破損している場合

(5) 当行がデビットカード取引を行うことができない日または
時間帯として定めた日または時間帯は、デビットカード取
引を行うことはできません。

(6) カードによるデビットカード取引をご希望されない場合に
は、当行所定の方法によりデビットカード取引停止の手続
を行ってください。この手続を行った時は、当行は当該預
金口座に対してデビットカード取引停止の措置を講じます。
この手続の前に生じた損害については、当行は責任を負い
ません。

3（デビットカード取引契約等）
(1) 前条第１項により暗証番号の入力がされた時に、端末機に

口座引落確認を表す電文が表示されないことを解除条件と
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して、加盟店との間で売買取引債務を預金口座の引落しに
よって支払う旨の契約（以下本章において「デビットカー
ド取引契約」といいます。）が成立するものとします。

(2) 前項によりデビットカード取引契約が成立したときは、次
の行為がなされたものとみなします。 
①当行に対する売買取引債務相当額の預金引落しの指図お

よび当該指図にもとづいて引落された預金による売買
取引債務の弁済の委託。なお、預金引落しの指図につい
ては、通帳および払戻請求書の提出は不要です。

②加盟店銀行、直接加盟店または任意組合その他の機構所
定の者（以下本条において「譲受人」と総称します。）
に対する、売買取引債務に係る債権の譲渡に関して当該
売買取引に係る抗弁を放棄する旨の意思表示。なお、当
行は、当該意思表示を、譲受人に代わって受領します。

(3) 前項の「抗弁を放棄する旨の意思表示」とは、売買取引
に関して加盟店またはその特定承継人に対して主張しうる、
売買取引の無効・取消し・解除、売買取引債務の弁済によ
る消滅・同時履行・相殺、売買取引の不存在、売買取引債
務の金額の相違、目的物の品質不良・引渡し未了、その他
売買取引債務の履行を拒絶する旨の一切の主張を放棄する
ことを指します。

4（取引が解消された場合の取扱い）
(1) デビットカード取引により預金口座の預金の引落しがされ

たときは、デビットカード取引契約が解除（合意解除を含
みます。）、取消し等により適法に解消された場合（売買取
引の解消と併せてデビットカード取引契約が解消された場
合を含みます。）であっても、加盟店以外の第三者（加盟
店の特定承継人および当行を含みます。）に対して引落さ
れた預金相当額の金銭の支払いを請求する権利を有しない
ものとし、また当行に対して引落された預金の復元を請求
することもできないものとします。

(2) 前項にかかわらず、デビットカード取引を行った加盟店に、
カードおよび加盟店が必要と認める本人確認資料等を持参
して、引落された預金の復元を加盟店経由で請求し、加盟
店がこれをうけて端末機から当行に取消しの電文を送信し、
当行が当該電文をデビットカード取引契約が成立した当日
中かつ当行所定の時刻以前に受信した場合に限り、当行は
引落された預金の復元をします。加盟店経由で引落された
預金の復元を請求するにあたっては、自らカードを端末機
に読み取らせるかまたは加盟店にカードを引き渡したうえ
加盟店をして端末機に読み取らせてください。端末機から
取消しの電文を送信することができないときは、引落され
た預金の復元はできません。

(3) 第１項または前項において引落された預金の復元等ができ
ないときは、加盟店から現金により返金を受ける等、加盟
店との間で解決してください。

(4) デビットカード取引において金額等の誤入力があったにも
かかわらず、これを看過して端末機にカードの暗証番号を
入力したためデビットカード取引契約が成立した場合につ
いても、本条第 1項から前項に準じて取扱うものとします。

5（読替規定）
(1) カード規定
　 カードをデビットカード取引に利用する場合におけるカー

ド規定の適用については、同規定第８条第１項中「預金の
払戻し・預入れおよび振込の依頼をする場合」とあるのは、
「デビットカード取引をする場合」とし、同規定第 10 条
中「窓口でカードにより取扱った場合」とあるのは、「デビッ
トカード取引をした場合」とし、同規定第 11条１項中「支
払機または振込機」とあるのは、「端末機」とし、「払戻し」
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とあるのは、「引落し」と、同規定第 16 条中「支払機・
預金機・振込機」とあるのは、「端末機」とします。

(2) そうごうパック L-30 規定またはそうごうパック L-30（プ
ラス）規定または総合口座当座貸越ローンローン規定

　 そうごうパックL-30またはそうごうパックL-30（プラス）
またはそうごうパックＬ -50 のご契約をいただいています
カードをデビットカード取引に利用する場合におけるそう
ごうパックL-30規定またはそうごうパックL-30（プラス）
規定（以下、本章において「L-30 等規定」といいます。）
または総合口座当座貸越ローンローン規定（以下、本章に
おいて「当座貸越ローン規定」といいます。）の適用につ
いては、L-30 等規定第１条第５項または当座貸越ローン
規定第１条第６項中「現金自動支払機」とあるのは、「端
末機」とします。

第２章　キャッシュアウト取引
1（適用範囲）

次の各号のうちのいずれかの者（以下「CO 加盟店」といいま
す。）に対して、カードを提示して、当該加盟店が行う商品の
販売または役務の提供等（以下本章において「売買取引」と
いいます。）および当該加盟店から現金の交付を受ける代わり
に当該現金の対価を支払う取引（以下「キャッシュアウト取
引」といいます。）について当該加盟店に対して負担する債務
（以下「対価支払債務」といいます。）を預金口座から預金の
引落し（総合口座取引規定またはそうごうパック L-30 規定ま
たはそうごうパック L-30（プラス）規定または総合口座当座
貸越ローンローン規定にもとづく当座貸越による引落しを含
みます。）によって支払う取引（以下「CO デビット取引」と
いいます。）については、この章の規定により取扱います。
(1) 機構所定のキャッシュアウト加盟店規約（以下本章におい

て「規約」といいます。）を承認のうえ、機構に CO 直接
加盟店として登録され、加盟店銀行と規約所定の CO 直接
加盟店契約を締結した法人または個人（以下「CO 直接加
盟店」といいます。）であって、当該 CO 加盟店における
COデビット取引を当行が承諾したもの

(2) 規約を承認のうえ、CO 直接加盟店と規約所定の CO 間接
加盟店契約を締結した法人または個人であって、当該 CO
加盟店における COデビット取引を当行が承諾したもの

(3) 規約を承認のうえ機構に CO 任意組合として登録され加盟
店銀行と CO 直接加盟店契約を締結した民法上の組合の組
合員であり、規約を承認した法人または個人であって、当
該 CO 加盟店における CO デビット取引を当行が承諾した
もの

2（利用方法等）
(1) カードを CO デビット取引に利用するときは、自らカード

を端末機に読み取らせるかまたは CO 加盟店にカードを引
き渡したうえ CO 加盟店をしてカードを端末機に読み取ら
せ、端末機に表示された対価支払債務の金額を確認したう
えで、端末機にカードの暗証番号を第三者 (CO 加盟店の
従業員を含みます。) に見られないように注意しつつ自ら
入力してください。

(2) 次の場合には、COデビット取引を行うことができません。
①停電、故障等により端末機による取扱いができない場合
② 1 回あたりのカードの利用金額が、CO 加盟店が定めた

最高限度額を超えるか、あるいは最低限度額に満たない
場合

(3) 次の場合には、カードを CO デビット取引に利用すること
はできません。
①当行所定の回数を超えてカードの暗証番号を誤って端末

機に入力した場合



- 109 -

② 1 日あたりのカードの利用金額（カード規定による預金
の払戻金額を含みます。）が、当行が定めた範囲を超え
る場合

③カード（磁気ストライプの電磁的記録を含みます。）が
破損している場合

④その CO 加盟店において CO デビット取引に用いること
を当行が認めていないカードの提示を受けた場合

⑤ CO デビット取引契約の申込みが明らかに不審と判断さ
れる場合

(4) 購入する商品または提供を受ける役務等が、CO 加盟店が
CO デビット取引を行うことができないものと定めた商品
または役務等に該当する場合には、CO デビット取引を行
うことはできません。

(5) CO 加盟店において CO 加盟店の業務を行うために必要な
量の現金を確保する必要がある場合など、CO 加盟店が規
約にもとづいてキャッシュアウト取引を拒絶する場合には、
カードをキャッシュアウト取引に利用することはできませ
ん。

(6) 当行が CO デビット取引を行うことができない日または時
間帯として定めた日または時間帯は、CO デビット取引を
行うことはできません。

(7) CO 加盟店によって、CO デビット取引のために手数料を
支払う必要がある場合があります。その場合、当該手数料
の支払債務も、次条の対価支払債務に含まれます。

3（CO デビット取引契約等）
(1) 前条第１項により暗証番号の入力がされた時に、端末機に

口座引落確認を表す電文が表示されないことを解除条件と
して、加盟店との間で対価支払債務を預金口座の引落しに
よって支払う旨の契約（以下「ＣＯデビット取引契約」と
いいます。）が成立するものとします。

(2) 前項によりＣＯデビット取引契約が成立したときは、次の
行為がなされたものとみなします。 
①当行に対する対価支払債務相当額の預金引落しの指図お

よび当該指図にもとづいて引落された預金による対価
支払債務の弁済の委託。なお、預金引落しの指図につい
ては、通帳および払戻請求書の提出は不要です。

②ＣＯ加盟店銀行、ＣＯ直接加盟店またはＣＯ任意組合そ
の他の機構所定の者（以下本条において「譲受人」とい
います。）に対する、対価支払債務に係る債権の譲渡に
関して当該売買取引に係る抗弁を放棄する旨の意思表
示。なお、当行は、当該意思表示を、譲受人に代わって
受領します。

(3) 前項の「抗弁を放棄する旨の意思表示」とは、売買取引に
関してＣＯ加盟店またはその特定承継人に対して主張しう
る、売買取引の無効・取消し・解除、対価支払債務の弁済
による消滅・同時履行・相殺、売買取引の不存在、対価支
払債務の金額の相違、目的物の品質不良・引渡し未了、そ
の他対価支払債務の履行を拒絶する旨の一切の主張を放棄
することを指します。

4（取引が解消された場合の取扱い）
(1) CO デビット取引により預金口座の預金の引落しがされた

ときは、CO デビット契約が解除 ( 合意解除も含みます。)、
取消し等により適法に解消された場合 ( 売買取引または
キャッシュアウト取引の解消と併せて CO デビット取引契
約が解消された場合を含みます。) であっても、CO 加盟
店以外の第三者 (CO 加盟店の特定承継人および当行を含
みます。) に対して引落された預金相当額の金銭の支払い
請求する権利を有しないものとし、また当行に対して引落
された預金の復元を請求することもできないものとします。
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(2) 前項にかかわらず、CO デビット取引を行った CO 加盟店
にカードおよび CO 加盟店が必要と認める本人確認資料等
を持参して、引落された預金の復元を CO 加盟店経由で請
求し、CO 加盟店がこれを受けて端末機から当行に取消し
の電文を送信し、当行が当該電文を CO デビット取引契約
が成立した当日中に受信した場合に限り、当行は引落され
た預金の復元をします。CO 加盟店経由で引落された預金
の復元を請求するにあたっては、自らカードを端末機に読
み取らせるかまたは CO 加盟店にカードを引き渡したうえ
CO 加盟店をして端末機に読み取らせてください。端末機
から取消しの電文を送信することができないときは、引落
された預金の復元はできません。なお、CO デビット取引
契約の解消は、1 回の CO デビット取引契約の全部を解消
することのみ認められ、その一部を解消することはできま
せん ( 売買取引とキャッシュアウト取引を併せて行った場
合、その一方のみにかかる CO デビット取引契約を解消す
ることもできません )。

(3) 第 1 項または前項において引落された預金の復元等ができ
ないときは、売買代金の返金を受ける方法等により、CO
加盟店との間で解決してください。

(4) 第 2 項にかかわらず、加盟店によっては、売買取引および
CO デビット取引契約のうち当該売買取引にかかる部分の
みを解消できる場合があります。この場合、売買代金の返
金を受ける方法等により、CO 加盟店との間で清算をして
ください。

(5) CO デビット取引において金額等の誤入力があったにもか
かわらずこれを看過して端末機にカードの暗証番号を入力
したため CO デビット取引契約が成立した場合についても、
第 1項から前項に準じて取扱うものとします。

5（不正なキャッシュアウト取引の場合の補償）
偽造カードもしくは変造カードまたは盗難カードを用いてな
された不正なCOデビット取引契約のうちキャッシュアウト取
引に係る部分については、当行所定の事項を満たす場合、当
行は当該キャッシュアウト取引に係る損害 ( 取引金額、手数料
および利息 ) の額に相当する金額を限度として、当行所定の基
準に従って補てんを行うものとします。

6（CO デビット取引に係る情報の提供）
CO 加盟店において、情報の漏えい、情報の不適切な取扱い、
預貯金口座からの二重引落及び超過引落、不正な取引等の事
故等 ( 以下「事故等」といいます。)が発生した場合、COデビッ
ト取引に関するサービスを適切に提供するために必要な範囲
で、CO デビット取引に関する情報を機構および加盟店銀行に
提供する場合があります。また、苦情・問い合わせについても、
CO デビット取引に関するサービスを適切に提供するために必
要な範囲で、当該苦情・問い合わせに関する情報を機構およ
び加盟店銀行に提供する場合があります。

7（読替規定）
(1) カード規定
 　カードを CO デビット取引に利用する場合におけるカード

規定の適用については、同規定第８条第１項中「預金の払
戻し・預入れおよび振込の依頼をする場合」とあるのは、
「COデビット取引をする場合」とし、同規定第 10条中「窓
口でカードにより取扱った場合」とあるのは、「COデビッ
ト取引をした場合」とし、同規定第 11 条１項中「支払機
または振込機」とあるのは、「端末機」とし、「払戻し」と
あるのは、「引落し」と、同規定第 16 条中「支払機・預金機・
振込機」とあるのは、「端末機」とします。

(2) そうごうパック L-30 規定またはそうごうパック L-30（プ
ラス）規定または総合口座当座貸越ローンローン規定
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 　そうごうパックL-30またはそうごうパックL-30（プラス）
またはそうごうパックＬ -50 のご契約をいただいています
カードを CO デビット取引に利用する場合におけるそうご
うパック L-30 規定またはそうごうパック L-30（プラス）
規定（以下、本章において「L-30 等規定」といいます。）
または総合口座当座貸越ローンローン規定（以下、本章に
おいて「当座貸越ローン規定」といいます。）の適用につ
いては、L-30 等規定第１条第５項または当座貸越ローン
規定第１条第６項中「現金自動支払機」とあるのは、「端
末機」とします。

第３章　公金納付
1（適用範囲）

機構所定の公的加盟機関規約 ( 以下本章において「規約」とい
います。) を承認のうえ、規約所定の公的加盟機関として登録
され、機構の会員である一又は複数の金融機関 ( 以下本章にお
いて「加盟機関銀行」といいます。) と規約所定の公的加盟機
関契約を締結した法人 ( 以下「公的加盟機関」といいます。)
に対して、規約に定める公的加盟機関に対する公的債務 ( 以下
「公的債務」といいます。) の支払いのために、カードを提示
した場合は、規約に定める加盟機関銀行が当該公的債務を支
払うものとします。この場合に、加盟機関銀行に対して当該
公的債務相当額を支払う債務 ( 以下「補償債務」といいます。)
を負担するものとし、当該補償債務を預金口座から預金の引
落し ( 総合口座取引規定またはそうごうパック L-30 規定また
はそうごうパック L-30（プラス）規定または総合口座当座貸
越ローンローン規定にもとづく当座貸越による引落しを含み
ます。) によって支払う取引 ( 以下本章において「デビット
カード取引」といいます。) については、この章の規定により
取扱います。ただし、当該公的加盟機関契約の定めにもとづき、
当行のカードが公的加盟機関で利用できない場合があります。

2（規定の準用等）
(1) カードをデビットカード取引に利用することについては、

第１章の 2. ないし 5. を準用するものとします。この場合
において、「加盟店」を「公的加盟機関」と、「売買取引債
務」を「補償債務」と読み替えるものとします。

(2) 前項にかかわらず、第１章第２条第３項第３号は、本章の
デビットカード取引には適用されないものとします。

(3) 前二項にかかわらず、カードを用いて支払おうとする公的
債務が、当該公的加盟機関がデビットカード取引による支
払いを認めていない公的債務である場合には、デビット
カード取引を行うことはできません。

第４章　その他
1（規定の準用）

この規定に定めのない事項については、普通預金規定、総合
口座取引規定、カード規定、そうごうパックＬ -30 規定また
はそうごうパック L-30（プラス）規定または総合口座当座貸
越ローンローン規定、その他当行所定の預金規定により取扱
います。

2（規定の変更等）
(1) この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化

その他相当の事由があると認められる場合には、当行ホー
ムページへの掲載による公表その他相当の方法で周知する
ことにより、変更できるものとします。

(2) 前記 (1) の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適
用されるものとします。

以　　上

＜百五 Pay － easy（ペイジー）口座振替受付サービス取引規定＞
1（適用範囲）
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(1) 当行と預金口座振替に関する契約を締結し、かつ、日本マ
ルチペイメントネットワーク運営機構（以下「運営機構」
といいます。）所定の収納機関規約を承認のうえ、運営機
構に収納機関として登録された法人（以下「収納機関」と
いいます。）、もしくは、当該収納機関から委託を受けた法
人の窓口（以下「取扱窓口」といいます）に対して、キャッ
シュカード（当行が普通預金（総合口座取引の普通預金を
含みます。）についてカード規定にもとづいて発行したカー
ド。以下「カード」といいます。）を提示して、後記３(1)
の預金口座振替の依頼を行うサービス（以下「本サービス」
といいます。）については、この規定により取扱います。

(2) 本サービスが利用できるのは、当該カードの発行されてい
る預金口座（以下「当該口座」といいます。）の預金者本
人に限ります。

(3) なお、本サービスは当行が本サービスに利用することを承
認したカードのみ利用できることとします。

2（利用方法等）
(1) 本サービスを利用するときは、預金者は自らカードを取扱

窓口に設置された本サービスにかかる機能を備えた端末機
（以下「端末機」といいます。）に読み取らせ、端末機にカー
ドの暗証番号と必要項目を第三者（収納機関の従業員を含
みます。）に見られないように注意しつつ自ら入力してく
ださい。

(2) 次の場合には、本サービスを利用することはできません。
①停電、故障等により端末機による取扱ができない場合
②取扱窓口において購入する商品または提供を受ける役務

等が、収納機関が預金口座振替による支払を受けること
ができないと定めた商品または役務等に該当する場合

(3) 次の場合には、カードを本サービスに利用することはでき
ません。
①当行所定の回数を超えてカードの暗証番号を誤って端末

機に入力した場合
②カード（磁気ストライプの電磁的記録を含みます。）が

破損している場合
(4) 当行が本サービスを利用することができない日または時間

帯として定めた日または時間帯は、本サービスを利用する
ことはできません。

3（預金口座振替契約等）
(1) 前記２(1) により暗証番号の入力がされたときに、契約が

解除されるまでの期間、収納機関から当行に都度送付され
る請求書記載の金額を、預金者に通知することなく、当該
口座から引き落としのうえ支払う旨の契約（本規定におい
て「預金口座振替」といいます。）が成立したものとみな
します。ただし、暗証番号の入力後、端末機に預金口座振
替依頼の受付確認を表す電文が表示されないときは預金口
座振替は成立しなかったものとします。

　 当行が預金口座振替が成立したものとみなした場合、当行
は、普通預金規定にかかわらず、払戻請求書および預金通
帳の提出なしに当該口座より請求書記載の金額を引き落と
します。

(2) 前記 (1) にかかわらず、当行所定の手続による預金者の本
人確認ができない場合には、当行は預金口座振替を解除で
きるものとします。

(3) 収納機関の指定する振替指定日（当日が銀行休業日の場合
は翌営業日）において請求書記載金額が当該口座の支払可
能金額（当座貸越（総合口座取引による貸越を含みます。）
を利用できる範囲内の金額を含みます。）をこえるときは、
預金者に通知することなく、請求書を収納機関に返却し、
または当行任意の金額を振替指定日以降任意の日に引き落
としのうえ、支払資金の一部または全部に充当することが
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できるものとします。
　 また、振替指定日に当該口座からの引き落としが複数あり、

その引き落としの総額が当該口座の支払可能金額をこえる
場合は、そのいずれを引き落とすかは当行の任意とします。

(4) 収納機関の都合で、収納機関が預金者に対して割り当てる
契約者番号等が変更になったときは、当行は変更後の契約
者番号で引き続き取扱うものとします。

(5) 預金口座振替を解除するときは、預金者から当行へ所定の
手続により届出るものとします。なお、この届出がないま
ま長期間にわたり収納機関から請求書の送付がない等相当
の事由があるときは、当行は預金口座振替が終了したもの
として取扱うことができるものとします。

4（本サービスの機能を停止する場合）
本サービスを利用する機能は、当行所定の方式により当行国
内本支店へ申出ることにより停止することができます。当行
はこの申出を受けたときは、直ちに本サービスを利用する機
能を停止する措置を講じます。なお、この申出を受けたときは、
百五デビットカードサービス取引規定に定めるデビットカー
ド取引も同時に機能を停止する措置を講じます。この申出の
前に生じた損害については、当行は一切の責任を負いません。

5（免責事項）
(1) 当行が、カードの電磁的記録によって、端末機の操作の際

に使用されたカードを当行が交付したものとして処理し、
入力された暗証番号と届出の暗証番号との一致を確認して
預金口座振替の受付をしたうえで、カードまたは暗証番号
につき偽造、変造、盗用、紛失その他の事故があっても、
そのために生じた損害については、当行は責任を負いませ
ん。ただし、当該入力が偽造カードまたは暗証番号による
ものであり、カード及び暗証番号の管理について預金者の
責めに帰すべき事由がなかったことを当行が確認できた場
合の当行の責任については、このかぎりではありません。

(2) 本サービスについて仮に紛議が生じても、当行の責めによ
る場合を除き、当行は一切の責任を負わないものとします。

6（規定の準用）
この規定に定めのない事項についてはカード規定、普通預金
規定、総合口座取引規定により取扱います。

7（規定の変更等）
(1) この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化

その他相当の事由があると認められる場合には、当行ホー
ムページへの掲載による公表その他相当の方法で周知する
ことにより、変更できるものとします。

(2) 前記 (1) の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適
用されるものとします。

以　　上

＜百五ＩＣキャッシュカード特約＞
1（特約の適用範囲等）

(1) この特約は、ＩＣキャッシュカード（磁気ストライプによ
るキャッシュカードの機能に加え、全国銀行協会標準仕様
のＩＣチップを搭載し、ＩＣキャッシュカードとしての機
能その他当行所定の取引にかかる機能（以下かかる機能を
総称して「ＩＣチップ提供機能」といいます。）の利用を
可能とするカードのことをいいます。）を利用するにあた
り適用される事項を定めるものです。

(2) この特約は、当行が定めるカード規定の一部を構成すると
ともに同規定と一体として取扱われるものとし、この特約
に定めのない事項に関してはカード規定が適用されるもの
とします。

(3) この特約において使用される語句は、この特約において定
義されるもののほかはカード規定の定義に従います。
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2（ＩＣキャッシュカードの発行対象）
ＩＣキャッシュカードは、本人および代理人が個人の場合で、
普通預金口座（総合口座取引の普通預金を含みます。）または
その他当行所定の基準を満たす預金口座を対象に発行します。

3（ＩＣチップ提供機能の利用範囲）
(1) ＩＣチップ提供機能は、この機能の利用が可能な支払機、

預金機、振込機その他の端末（以下「ＩＣキャッシュカー
ド対応機」といいます。）を使用する場合に提供されます。

(2) カード規定第１条に定める支払提携先、預入提携先、カー
ド振込提携先のうち、一部の支払提携先、預入提携先、カー
ド振込提携先において、提携先の都合によりＩＣキャッ
シュカード対応機でない支払機、預金機、振込機を設置し
ている場合があります。この場合、当該支払機、預金機、
振込機ではカード規定第１条の定めにかかわらず、ＩＣ
チップ提供機能は利用できません。

(3) ＩＣキャッシュカード対応機でない支払機、預金機、振込
機その他の端末を使用する場合は、磁気ストライプによる
キャッシュカードとして利用することができます。

4（１日あたりの払戻し限度額、振替限度額および振込限度額）
(1) 当行および支払提携先の支払機を使用して預金の払戻しを

する場合の１日あたりの払戻し限度額は、ＩＣキャッシュ
カード対応機を利用した場合とＩＣキャッシュカード対応
機でない支払機を利用した場合に分けて、当行所定の金額
単位および金額の範囲内で、それぞれ定めるものとします。

(2) 当行の預入機を使用して預金を振替により払戻し、異なっ
た預金口座へ預入れをする場合の１日あたりの振替限度額
は、ＩＣキャッシュカード対応機を利用した場合とＩＣ
キャッシュカード対応機でない預入機を利用した場合に分
けて、当行所定の金額単位および金額の範囲内で、それぞ
れ定めるものとします。

(3) 当行およびカード振込提携先の振込機を使用して振込資金
を預金口座から振替により払戻し、振込の依頼をする場合
の１日あたりの振込限度額は、ＩＣキャッシュカード対応
機を利用した場合とＩＣキャッシュカード対応機でない振
込機を利用した場合に分けて、当行所定の金額単位および
金額の範囲内で、それぞれ定めるものとします。

(4) 第１項、第２項および前項で定める払戻し限度額、振替限
度額、および振込限度額は、当行所定の金額単位および金
額の範囲内で、当行所定の方法により変更することができ
ます。

(5) 第１項、第２項および第３項で定める払戻し限度額、振替
限度額、および振込限度額は、代理人カードが発行されて
いる預金口座の場合、本人および代理人の合計となります。

5（振込カード機能）
(1) 当行のＩＣキャッシュカード対応機を使用して振込の依頼

をした場合、ＩＣキャッシュカード対応機の画面表示等の
操作手順に従って必要な操作を行うことにより、ＩＣチッ
プ内に当該振込にかかる振込先および依頼人に関する情報
（以下「振込情報」といいます。）を、当行所定の件数を
限度として登録し、次回以降の振込に利用することができ
ます。

(2) 振込情報には、振込先の金融機関・店舗名、預金種目・口
座番号、受取人名、依頼人名、依頼人の電話番号等の情報
が含まれます。

(3) ＩＣチップ内に登録された振込情報は、ＩＣチップが故障
した場合には復元できません。また、ＩＣキャッシュカー
ドを再発行する場合、新しいＩＣキャッシュカードには当
該振込情報は引き継がれません。

(4) ＩＣチップ内に登録された振込情報は、代理人カードが発
行されている預金口座の場合、本人カードと代理人カード
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の間で共有はされません。
6（ＩＣキャッシュカード対応機の故障時の取扱い）

(1) ＩＣキャッシュカード対応機の故障時には、ＩＣチップ提
供機能は利用できません。この場合損害が生じても、当行
の責に帰すべき事由による場合を除き、当行は責任を負い
ません。

(2) 前項において、預金の払戻し、預入れおよび振込の依頼を
行う場合は、カード規定第９条の定めにより取扱います。

7（ＩＣチップ読取不能時の取扱い等）
(1) ＩＣチップの故障等によって、ＩＣキャッシュカード対応

機においてＩＣチップに登録された情報を読み取ることが
できなくなった場合には、ＩＣチップ提供機能は利用でき
ません。この場合、当行所定の手続にしたがって、すみや
かに当行にＩＣキャッシュカードの再発行を申し出てくだ
さい。

(2) ＩＣチップの故障等によって、ＩＣキャッシュカード対応
機においてＩＣチップに登録された情報を読み取ることが
できなくなったことにより損害が生じても、当行の責に帰
すべき事由による場合を除き、当行は責任を負いません。

(3) ＩＣチップ内に登録された情報は、ＩＣチップが故障した
場合には復元できません。また、ＩＣキャッシュカードを
再発行する場合、新しいＩＣキャッシュカードには当該情
報は引き継がれません。

8（特約の変更等）
(1) この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化

その他相当の事由があると認められる場合には、当行ホー
ムページへの掲載による公表その他相当の方法で周知する
ことにより、変更できるものとします。

(2) 前記 (1) の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適
用されるものとします。

以　　上
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105BESTIO 一体型カード規定

第 1 条（適用範囲等）

1．105BESTIO 一体型カード（以下「本カード」といいます。）

とは、株式会社百五銀行（以下「当行」といいます。）および

三菱 UFJ ニコス株式会社（以下「三菱 UFJ 二コス」といいま

す。）が発行するカードで、1 枚のカードで 105BESTIO 会員

規約（以下「会員規約」といいます。）に定めるサービス（以

下「クレジットカードサービス」といいます。）と当行のキャッ

シュカード規定（以下「カード規定」といいます。）に定める

サービス（以下「キャッシュカードサービス」といいます。）

とを利用できるものをいいます。なお、カード規定には百五

IC キャッシュカード特約を含むものとします。

2．本カードにおいては、クレジットカードサービスは当行およ

び三菱 UFJ 二コスが、キャッシュカードサービスは当行が提

供します。利用者はこの 105BESTIO 一体型カード規定（以

下「本規定」といいます。）および会員規約ならびにカード規

定を承認のうえこのカードを利用していただくものとします。

3．本カードでは、カードサービスをご利用いただく普通預金口

座がクレジットカードサービスのお支払口座（以下「支払預

金口座」といいます。）となります。なお、支払預金口座は当

行所定の普通預金口座に限り、会員規約に定める本人会員（以

下「本人会員」といいます。）と同一名義のものとします。

4．本カードのお申込みは、個人の方のみとします。なお、支払

預金口座の名義にかかわらず屋号付の名称や通称は受付けま

せん。また、お申込は、当行および三菱 UFJ 二コスそれぞれ

からお届住所宛へ諸通知の発送や諸連絡を行うことをご了解

いただける方に限らせていただきます。

5．本カードのキャッシュカードサービスにデビットカードサー

ビスが付帯されていますが、利用者が、本カードのデビット

カードサービスおよびクレジットカードサービスの両機能を

使用できる加盟店において本カードを利用してショッピング

を行う場合には、本カード提示の際に、いずれの機能を利用

するかについて、当該加盟店に申告するものとします。

6．本カードは、本人会員のみが利用できます。ただし、クレジッ

トカードサービスについては会員規約に定める家族会員カー

ド、キャッシュカードサービスについてはカード規定に定め

る代理人カードをそれぞれ作成することができます。

7．この規定において特に定めのない事項に関しては、クレジッ

トカードサービスについては会員規約が、キャッシュカード

サービスについてはカード規定が、それぞれ適用されるもの

とします。

8．この規定において、会員規約またはカード規定と異なる定め

をした場合には、その部分についてはこの規定の定めが優先

するものとします。

第 2 条（カードの貸与・回収について）

1．本カードの所有権は当行に帰属します。会員へは、当行およ

び三菱 UFJ ニコスの承認のもとに貸与するものとし、会員は

善良なる管理者の注意をもって本カードを利用・管理するも
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のとします。

2．会員は、本カードを本人において利用するものとし、第三者

に譲渡または質入してはならないものとします。また、第三

者に貸与すること、占有させることまたは使用させることを

してはならないものとします。

3．当行または三菱 UFJ ニコスから本カードの請求があった場合

は、会員はその請求に従って本カードを返却するものとします。

第 3 条（カードの作成および交付）

1．本カードは、会員規約に基づき当行および三菱 UFJ 二コスが

入会を認めた方（以下「契約者」といいます。）に交付します。

2．当行および三菱 UFJ ニコスは、本カードの作成を第三者に委

託することができるものとします。また、本カードの交付に

ついても当行および三菱 UFJ ニコスが指定する委託先からお

届出の住所宛へ郵送することができるものとします。

3．本カードが、万一ご不在などの理由により不送達となり、返

送された場合には当行で所定の期間のみ保管します。この場

合、会員は当行のお取引店にご確認のうえ、その指示に従い

交付を受けるものとします。所定の期間を経過した場合、当

行は当該カードを破棄するものとします。なお、本カードの

再発行は、当行所定の手続きによるものとします。

4．入会が認められなかった方には、百五 IC キャッシュカード

を交付します。この場合、別途キャッシュカード発行のため

の申込書は必要ありません。なお、すでに支払預金口座の IC

キャッシュカードをお持ちの方は、新たに IC キャッシュカー

ドを発行せず、そのカードを引き続きご利用いただくものと

します。

5．前項の場合でも入会申込書、およびご提出いただいた書類は

返却いたしません。

第 4 条（カードの記載事項・有効期限）

1．本カードについては表面に次の事項を記載します。

①支払預金口座の口座番号

②クレジットカード会員番号

③契約者名（会員名・預金者名）

④カード有効期限

2．前項③の契約者名は、このカードの申込書記載の契約者名ま

たはカード表記用のお名前（ローマ字）で記載させていただ

きます。

3．第 1 項④のカード有効期限は、本カードについてのクレジッ

トカードサービスとキャッシュカードサービス共通の有効期

限です。当該有効期限経過後は、本カードによるクレジット

カードサービスおよびキャッシュカードサービスのご利用は

できなくなります。

4．本カードの交付を受けた場合は、直ちにカード裏面の所定の

場所に契約者ご本人の自筆にて署名をしてください。この署

名はクレジットカードサービスご利用の際に必要に応じて使

用していただくものであり、この署名がない場合には、クレ

ジットカードサービスをご利用いただけない場合があります。

第 5 条（有効期限到来時の取扱い）

1．本カードの有効期限が到来した場合、当行および三菱 UFJ 二
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コスが引続きクレジットカードサービスの利用を承認する契

約者に対しては、有効期限を更新した新しいカードを交付し

ます。なお、本カードの交付については、第 3 条に準じるも

のとします。

2．前項の場合において当行および三菱 UFJ 二コスが有効期限の

更新を承認しないときは、有効期限到来済の本カードによる

クレジットカードサービスおよびキャッシュカードサービス

は有効期限をもって終了するものとします。この場合、当該

カードは契約者本人の責任において破棄するものとします。

3．前項の場合において、特に契約者より届出がなくとも、当行

は第 3 条第 4 項により有効期限を更新した IC キャッシュカー

ドを届出住所宛に送付することができるものとします。この

場合、暗証番号は引継ぎますが、振込情報については引継が

れません。

第 6 条（カードの盗難・紛失）

1．契約者は、本カードを盗難・紛失その他の事由により喪失し

た場合、会員規約およびカード規定の定めるところにしたがっ

て当行にすみやかに連絡するものとします。

2．前項の連絡を受けた場合、当行は本カードのクレジットカー

ドサービスおよびキャッシュカードサービスの利用を停止し

ます。

3．前項により利用を停止したカードが発見された場合でも、そ

のカードはご利用になれません。引続き利用する場合は第 9

条によるカードの再発行が必要となります。

第 7 条（カードの使用不能）

1．本カードが使用できなくなった場合には、会員規約に記載の

カードセンターまでご照会ください。

2．本カードの使用不能に伴ってカードの再発行が必要な場合は、

第 9条にしたがって、カードの再発行を申し出てください。

第 8 条（届出事項の変更について）

1．住所、氏名、電話番号、勤務先、支払預金口座、暗証番号、

お取引店、家族会員など、本カードについての届出事項に変

更があった場合には、契約者はすみやかに所定の書面により

当行に届出るものとします。

2．氏名に変更があった場合および支払預金口座を当行の他の普

通預金口座に変更する場合もしくはお取引店を変更する場合

には、第 9条によるカードの再発行が必要となります。

3．クレジットカードサービスに利用する暗証番号を変更する場

合には、第 9条によるカードの再発行が必要となります。

第 9 条（カードの再発行）

1．盗難・紛失その他の事由により本カードを再発行する場合は、

当行本支店まで申し出てください。

2．このカードを再発行する場合、新しいカードが交付されるま

での間はこのカードによるクレジットカードサービスおよび

キャッシュカードサービスの利用はできないものとします。

これにより万一損害などが発生した場合でも、当行の責に帰

す事由による場合を除き、当行は責任を負いませんのでご了

承ください。また、紛失・盗難以外の理由により本カードの

再発行を求める場合には、本カードを当行に返却する必要が
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あるものとします。ただし、当行が返却の必要がないと判断

した場合は、この限りではありません。

3．一体型カードの再発行が認められなかった場合は、百五 IC

キャッシュカードを交付します。

4．本カードの再発行にあたっては、当行所定の手数料をお支払

いただくことがあります。

第 10 条（契約者によるカードの解約、カード種類の変更）

1．本カードは当行所定の手続により解約することができます。

なお、会員規約に定める家族会員カード、カード規定に定め

る代理人カードが発行されている場合には、各々のカードに

ついても解約されることとなりますので、カード返却等の手

続きが必要となります。

2．本カードについて、クレジットカードサービスのみを解約す

ることおよびキャッシュカードサービスのみを解約すること

はできません。この場合は、当行所定の届出用紙により単

体型のクレジットカードサービスもしくはキャッシュカード

サービスへの切替手続を行ってください。

3．本カードをクレジットカードサービスとキャッシュカード

サービスに分離する場合も、上記 2 と同様の手続を行ってく

ださい。

4．本カードについての支払い預金口座を当行以外の金融機関に

変更することはできません。

第 11 条（本カードの利用停止）

1．当行および三菱 UFJ 二コスは、契約者が本規定または会員規

約もしくはカード規定に違反したときまたは違反するおそれ

があると判断したときには、クレジットカードサービスおよ

びキャッシュカードサービスの利用を停止することができる

ものとします。また、この場合において当行および三菱 UFJ

二コスは契約者に特に催告することなく本カードが利用可能

な自動機や当行および三菱 UFJ 二コスの加盟店を通じて本

カードの回収をすることができるものとします。これに伴っ

て、万が一損害などが発生したとしても当行および三菱 UFJ

二コスは、自らの責に帰す事由による場合を除き、責任を負

いませんのでご了承ください。

2．本カードのクレジットカードサービスの利用について、本カー

ドが契約者ご本人以外の者によって利用されている疑義が生

じた場合、契約者ご本人のクレジットカード会員番号が第三

者に流用されている疑義が生じた場合、またはその他本カー

ドの利用について第三者による不正使用の疑義が生じた場合

には、当行および三菱 UFJ 二コスは本カードによるクレジッ

トカードサービスによる取引の安全を確保するため、当該契

約者ご本人に係る本カードのクレジットカードサービスの利

用を停止することができるものとします。ただし、当行およ

び三菱 UFJ 二コスはサービスの利用の停止について、事前に

または事後の場合は遅滞なく契約者に連絡するものとします。

これに伴って、万が一損害などが発生したとしても当行およ

び三菱 UFJ 二コスは、自らの責に帰す事由による場合を除き、

一切責任を負いません。

3．前項の場合、当行は本カードのキャッシュカードサービスに
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ついても利用を停止することができるものとします。ただし、

当行はサービスの利用の停止について事前にまたは事後の場

合は遅滞なく契約者に連絡するものとします。

4．本カードのキャッシュカードサービスの利用について、第 2

項に記載された疑義が生じた場合には、当行は第 3 項と同様

にキャッシュカードサービスの利用を停止することができる

ものとします。また、この場合クレジットサービスの取扱い

については第 2 項と同様、その利用を停止することができる

ものとします。

第 12 条（カードの利用・機械の誤操作について）

1．このカードのご利用にあたっては、カード表面の記載にした

がって、クレジットカードサービスとカードサービスとをそ

れぞれ間違いのないように利用してください。

2．自動機などにこのカードを挿入する方向を誤る等により取引

が行われた場合であっても、このカードが会員規約ならびに

本規定、カード規定・IC キャッシュカード特約および自動機

などの案内通りに利用された場合、当該取引は有効なものと

して取扱います。当該取引の取消しまたは訂正はできません。

第 13 条（不正使用にかかる補てん責任等）

1．偽造または変造カード、盗難カードによる不正な預金の払い

戻しに対する補てん責任等については、カード規定の定めに

よるものとします。

2．偽造または変造カード、盗難カードによる不正なクレジット

カード利用のうち、ショッピング利用に対する補てん責任等

については会員規約の定めによるものとします。

3．偽造または変造カード、盗難カードによる不正なクレジット

カード利用のうち、キャッシング利用に対する補てん責任等

については、カード規定または会員規約のいずれかを適用す

るものとします。

第 14 条（準拠法・規定の適用・合意管轄裁判所）

1．本規定に関する準拠法は全て日本法とします。

2．契約者と当行または三菱 UFJ 二コスとの間でクレジットカー

ドサービスに関して訴訟の必要が生じた場合には、当行の本

店所在地または三菱 UFJ 二コスの本社所在地の簡易裁判所ま

たは地方裁判所を合意管轄裁判所とします。

3．契約者と当行との間でカードサービスに関して訴訟の必要が

生じた場合には、津地方裁判所を合意管轄裁判所とします。

第 15 条（規定の改定）

1．本規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その
他相当の事由があると認められる場合には、当行ホームペー
ジへの掲載による公表その他相当の方法で周知することによ
り、変更できるものとします。

2．前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用され
るものとします。

以　　上
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※お客さまのご利用可能枠、手数料率、融資利率は、カード送付

　時の「カード台紙」に記載しておりますのでご確認ください。
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